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　令和４年度監査結果に基づく措置または対応状況の概要

１ 公表の内容
令和４年度定期監査、出資団体監査、財政援助団体監査、公の施設の指定管理者監査、随時監査（工事

監査）及び行政監査の結果に基づいて、各部局が取り組んだ状況（講じた措置または対応状況）について公

表する。

２ 公表の根拠
地方自治法第１９９条第１項、第２項、第４項、第５項及び第７項の規定に基づき令和４年度に実施した

監査の結果、同条第９項及び第１０項の規定により提出した監査結果報告に基づき、各部局において講じた
措置または対応状況が監査委員に通知されたので、同条第１４項の規定に基づき公表するものである。

３ 取り組みの状況
【報告を受けて】

措置状況等の報告によると、指摘に対しては「措置済」が６４．０％（１６件）、「継続努力」が
３６．０％（９件）となった。また、意見に対しては「措置済」が８３．７％（３５０件）、「継続努力」
が１６．０％（６７件）、「検討中」が０．２％（１件）となっている。「措置済」と「継続努力」の報
告が多く、各部局が監査結果に基づいて取り組んだことがうかがえるが、ワーク・ライフ・バランス
に関する指摘に対して「継続努力」となる事例が複数見られるなど、更なる取り組みが必要である。
今後において、「措置済」はその状態を継続し、「継続努力」「検討中」は報告時点から一層の改善

や向上が図られるよう要望する。特に指摘に対して「継続努力」となっているものについては、早急に
「措置済」となるよう強く要望する。
また、市職員として、常に改善への意識を持ち、市民の信頼につなげるための具体的な取り組みに努

められたい。
報告の中には、多くの所属において共通した課題となっているものがある。これらを参考とし、それ

ぞれの所属においても改善点を見出し、自発的な取り組みに生かすよう要望する。

（１）定期監査に係るもの

監査委員の指摘２１件のうち、「措置済」が５７．１％（１２件）、「継続努力」が４２．９％（９件）

となっている。

また、監査委員の意見３５３件のうち、「措置済」が８３．６％（２９５件）、「継続努力」が

１６．４％（５８件）となっている。
各部局における取り組みの状況は、次のとおりである。
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定期監査の結果に基づく対応状況の部局別件数及び比率

令和４年度監査結果に基づく措置または対応状況の概要 （令和６年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

部局名 所属数 件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

指摘 5 2 40.0% 3 60.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 42 34 81.0% 8 19.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 6 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%

意見 70 56 80.0% 14 20.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 4 1 25.0% 3 75.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 47 38 80.9% 9 19.1% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 2 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 72 66 91.7% 6 8.3% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 6 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 43 35 81.4% 8 18.6% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 28 28 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 20 19 95.0% 1 5.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 1 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 24 13 54.2% 11 45.8% 0 0.0% 0 0.0%

指摘合計 21 12 57.1% 9 42.9% 0 0.0% 0 0.0%

意見合計 353 295 83.6% 58 16.4% 0 0.0% 0 0.0%

※　比率（％）は、各係数の小数点第２位を四捨五入した。従って、構成比において内訳の計と合計が一致しない場合がある。

※　消防本部の件数は、各所属と各消防署の集計を記載

未措置

市民生活部 5 R4.5.31～R4.6.3

こども未来部 6
R4.8.12～R4.8.18

R4.9.8

監査対象
監査実施時期 区分

措置済 継続努力 検討中

1 R4.11.18

消防本部 7 R4.8.23

総務部 8
R4.11.14～R4.11.18

R4.11.24

選挙管理委員会事務局

公平委員会事務局 1 R4.11.18

シティプロモーション部 3 R4.11.21～R4.11.28

小学校･中学校 15 R4.11.9～R4.11.11

保育園・幼稚園
・こども園

9 R4.11.1～R4.11.2

地区市民センター 6 R4.10.24～R4.10.27
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指摘・意見に基づく対応状況の部局別構成比率

措置済

継続努力

措置済
57.1%

継続努力
42.9%

指摘に基づく対応状況

措置済 継続努力

措置済
83.6%

継続努力
16.4%

意見に基づく対応状況

措置済 継続努力 検討中
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（２）出資団体監査に係るもの

（令和６年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 8 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5% 0 0.0%

指摘合計 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見合計 8 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5% 0 0.0%

（３）財政援助団体監査に係るもの

（令和６年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

常磐地区防災協議会 指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 6 1 16.7% 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 13 13 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘合計 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見合計 19 14 73.7% 5 26.3% 0 0.0% 0 0.0%

（４）公の施設の指定管理者監査に係るもの

（令和６年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

指摘 1 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 9 9 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 2 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見 14 13 92.9% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

指摘合計 3 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見合計 23 22 95.7% 1 4.3% 0 0.0% 0 0.0%

（５）随時監査（工事監査）に係るもの

（令和４年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 8 8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 5 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘合計 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見合計 13 13 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

（６）行政監査（「四日市市土地開発公社　解散後の引継状況について」）に係るもの

（令和６年３月３１日現在の対応状況）

監査結果

件数 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

指摘 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見 2 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

指摘合計 0 0 - 0 - 0 - 0 -

意見合計 2 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

※（１）～（６）合計 指摘合計 25 16 64.0% 9 36.0% 0 0.0% 0 0.0%

意見合計 418 350 83.7% 67 16.0% 1 0.2% 0 0.0%

未措置

R5.1.16

監査対象

四日市あすなろう鉄道株式会社

（都市整備部都市計画課）

監査実施時期 区分
措置済 継続努力 検討中

未措置

R5.1.18

R5.1.18

区分
措置済 継続努力 検討中

監査対象 監査実施時期

（危機管理統括部危機管理課）

諏訪栄町地区街づくり協議会

（商工農水部商業労政課）

区分

未措置

R5.5.19

監査対象 監査実施時期 区分
措置済 継続努力 検討中

四日市市障害者福祉センター
（社会福祉法人四日市市社会
福祉協議会・健康福祉部障害
福祉課）

監査実施時期監査対象

区分
措置済 検討中 未措置

検討中 未措置措置済 継続努力

継続努力

R5.1.31政策推進部政策推進課

R5.1.19

監査対象 監査実施時期

四日市市三浜文化会館
（公益財団法人四日市市文化
まちづくり財団・シティプロ
モーション部文化課）

（都市整備部営繕工務課）

西日野及び室山汚水管渠布設工事

中央老人福祉センター及び勤労者・
市民交流センター改修工事

（上下水道局技術部下水建設課）

R5.1.30

R5.1.30
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監査結果の区分基準（令和４年度実施の監査にかかる基準） 

項 目 監 査 結 果 の 区 分 

勧告 

次のいずれかに該当すると認められる場合で、特に措置を講じるべき事項として勧

告するもの 

 ア 法令、条例、規則に違反しているもので、市の行財政運営や市民生活に重大

な影響を及ぼすもの 

 イ その他故意または重大な過失により著しく適性を欠く事項で、特に措置を講

じる必要があると認められるもの 

 ウ 市民の生命及び財産に重大な影響を及ぼすもの 

指摘 

次のいずれかに該当すると認められる場合で、是正、改善の措置を講じるべき事項

として指摘するもの 

 ア 法令、条例、規則、規程、要綱、要領、基準等に違反していると認められる

もの（ただし、事前調査等における事務処理の誤りなど、速やかに是正される

軽微なものを除く） 

 イ 経済性、効率性、有効性の観点や住民福祉の向上のため、直ちに改善を要す

るもの 

 ウ 前回の監査で是正、改善を求められたものについて、必要な措置が行われて

いないと認められるもの 

 エ その他適性を欠く事項で是正する必要があると認められるもの 

意見 

 ア 経済性、効率性、有効性の観点や住民福祉の向上のため、ＳＤＧｓの観点か

ら、改善方法の検討などを促し、又は注意する必要があると認められるもの 

 イ その他監査委員が特に要望する必要があると認められるもの 

 
 
 

措置を講じたときの報告及び公表の基準（令和４年度実施の監査にかかる基準） 

項 目 勧 告 指 摘 意 見 

措置報告の有無 必要 必要 必要 

措置報告の時期 

措置を講じた後速やかに

（対応に時間を要する場

合は監査結果通知から３

か月後に「措置済」「検討

中」「未措置」に分類し）そ

の対応状況を報告する。 

監査結果通知から６か月後に「措置済」「継続努力」「検

討中」「未措置」に分類しその対応状況を報告する。  

措置済み以外の

対応状況の報告 

報告が「検討中」「未措置」

のものについては、報告後

３か月経過時点で、その対

応状況を再報告する。 

報告が「継続努力」「検討中」「未措置」のものについて

は、報告後６か月経過時点で、その対応状況を再報告す

る。 

公表など 

報告を適宜集約し対応状

況を監査委員に報告する。 

最初の報告、再報告及び措

置済時にはすべて公表し、

本市ホームページに掲載

する。 

報告を適宜集約し対応状況を監査委員に報告する。 

最初の報告及び再報告はすべて公表し、本市ホームペ

ージに掲載する。 

 

-4-



監査結果公表 第７号 

   監査結果に基づく措置状況等の公表について 

 

 地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づき、定期監査等の監査結果に基づいて

講じた措置等の通知があったので、その通知に係る事項について別添のとおり公表す

る。 

 

  令和６年５月１６日 

 

                   四日市市監査委員  加 藤   光 

                   同         樋 口   孝 

                   同         竹 野 兼 主 

                   同         中 川 雅 晶 
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　業務分担の再確認を行ったうえで均等な業務配分
となるよう調整を行い、一つ一つの業務について作
業工程を見直し、効率化を図った。その結果、令和
４年度においては、過労死等労災認定基準を超える
勤務を行った職員は１名であり、前年度に比べ１名
減少させることができた。今後も引き続き多面的に
時間外勤務縮減に向けた取り組みを強化していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　令和５年度については、市民課のマイナンバー
カード発行事務を支援するための職員派遣及び選挙
事務従事の必要があったことから、応分の時間外の
増加が見込まれるが、事務の効率化より時間外の削
減に引き続き取り組んだ。
　また、２０時以降の残業が見込まれる場合には、
時間外承認一覧を作成することとし、上位職は職員
の業務の進捗の把握に努め、必要に応じて業務分担
の平準化を行うこととしている。
　今後も引き続き時間外勤務縮減に向けた取り組み
を行っていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）組織機構変更におけるリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　市民生活課内における内部統制を有効に機能さ
せるため、複数の職員で対応できる体制を構築す
ること。

　各業務について、主担当、副担当を配置している
が、各業務に対し副担当の職員を前年度よりも多く
配置することで、複数の職員で対応できる体制を構
築した。

（５）公有財産管理のリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　市民生活課では、各地区市民センターを中心に
多くの公有財産を管理しており、電柱などの設置
に伴う使用許可を行っている。使用許可を開始し
た時期も異なるので、許可の内容に相違がないよ
う見直しを図ること。

　公有財産の使用許可にあたっては、用途に応じて
許可期間や使用料の有無などの内容に違いがある。
　許可内容に相違がないよう見直した結果、使用許
可申請に対し適切に審査を行い、用途に応じ適切に
許可をしていることを確認した。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　市民生活課

３　監査実施期間　　　令和４年６月３日

　厚生労働省の定めている過労死の労災認定基準
を上回る勤務状況が発現し、かつ職員の時間外勤
務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が見受けられた。所属長は、職員
の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分担の
再確認等を行うこと。加えて、職員のワーク・ラ
イフ・バランスの充実を図るため、働きやすい職
場環境づくりを行い、働き方改革の取り組みを進
めること。また、ＡＩ技術の活用等による業務改
善をはじめとする業務効率化等による時間外勤務
の削減に早急に取り組み、過労死認定基準を上回
る状況の解消を実現すること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　日常業務の点検と適正な事務の執行について、総
務部作成の「適正な事務事業推進のためのチェック
事項」での確認を行うとともに、会計管理室作成の
「会計事務の手引き」等のマニュアルに基づいて書
類の作成を行うよう課内研修を行うなど、定められ
たルールに基づいた事務執行の意識の定着に努め
た。また、作成された書類については、内部事務管
理のため上位職を含めた複数の職員で確認を行うこ
ととしているが、複数の職員で十分な確認を行うた
めには時間が必要であることから、決裁・回覧等は
余裕を持って作成するよう周知を図った。適正な事
務の執行について引き続き注意喚起していく。

②　館長権限予算について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　館長がこれまでの実績を踏まえた上で、より地域
との対話及び会話を深めるとともに、複数の地区で
の取り組みや外部の知見を活用するなど、さまざま
な手法を取り入れることで、館長権限予算がより有
効に活用されるよう引き続き促していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　館長権限予算による事業については、地域課題の
解決につながる取り組みが必ずしも予算を伴うもの
ではないことから、執行額の多寡のみで事業成果を
評価することはできないため、定量的な目標で評価
することに馴染むものではないが、事業内容の新規
性が薄まっているのも事実である。
　こうしたことから、現在、館長権限事業の在り方
について地域と意見交換を行うとともに、地区市民
センター館長が地域住民と地域課題について議論を
重ねている。寄せられた市民の声とこれまでの実績
に照らしながら、さまざまな手法を検討し、館長権
限予算を活用するよう工夫していく。

③　自治会への負担軽減について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　自治会業務が増加する一方、高齢化や人口減少
により役員の成り手や自治会加入率が減少する
中、自治会の負担軽減や財政的支援に取り組んで
いる。他市町との意見交換から好事例をキャッチ
して、自治会の再構築に向けた研究を深めるこ
と。

　令和５年３月９日に豊田市及び岡崎市を視察し、
自治会に対する取り組みや事例の情報収集を行っ
た。自治会同士が合併する際の支援など先進的な取
り組みが見られた。得られた知見をもとに、引き続
き自治会の動向を見極めながら、負担軽減や財政的
支援の研究を進めていく。

④　地域活動の担い手について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　地域活動の担い手の不足と高齢化が課題であ
り、人材の固定化も見受けられる。地域での共助
を円滑に行い、より良い地域社会づくりを行うた
めには、地域での連携や協働に理解のある担い手
の存在が必要不可欠である。そのため、全国の地
方自治体が集う研修会などに参加して情報交換を
行うことで先進事例を学んでいる。本市にて実施
可能な事例については、館長会等を通じて各地区
市民センターと情報共有を行うことで、地域活動
の担い手の発掘や育成に取り組んでいる。ここ２
年間は新型コロナウイルス感染症にともなう対応
で、地域活動の縮小や研修会の中止等により、先
進事例の紹介等ができていないので、市民生活課
と各地区市民センターが一体となって取り組みの
強化を図ること。

　令和４年度については、前年度以上に各種視察研
修等に参加する機会が増加したことから、先進事例
の調査、研究に努めた。また、館長会等において人
材の発掘・育成に資する情報や他地区の事例等につ
いて紹介するほか、今後ますます地域活動が重要に
なってくることを地区内で啓発することを情報共有
した。引き続き市民生活課と地区市民センターが連
携しながら、これからの地域社会づくりを担う人材
の確保や育成に取り組んでいく。

　館長権限予算について、審査会を経て事業を実
施しているが、地区によっては格差が生じること
も想定できる。予算化して事業を実施することも
含め、館長権限予算の在り方を検討すること。
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⑤ 連絡員による広報等の配布について【経済性の
視点、有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　連絡員の業務として、広報等の配布の他に配布世
帯の見守り業務を行っているため、当面は現行制度
を運用することとした。今後も適宜制度の見直しを
含め、他市の事例等の調査を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き適宜制度の見直しを含め、他市の事例等
の調査を行っていく。

⑥ 地区市民センターで保有する図面等の証明発行
業務について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　令和４年度に関係する課によるワーキンググルー
プを開催し、集約場所に関する検討を行った。令和
５年度は本町プラザに集約が可能かの検討を行うと
ともに、他の市内施設による集約の可能性について
も検討を行う。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　本町プラザの構造を確認し、図面等の重量に耐え
られることが確認できたため、図面等保管後の証明
発行業務に係る課題の整理を行い、引き続き集約化
に向けた検討を行っていく。

⑦ 地区市民センターとの連携について【有効性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　地域活動の振興等のため、引き続き館長会等にお
ける情報共有や課題調整に努めるとともに、これま
で培ってきた地域との関係を維持し、行政と住民の
協働による持続可能な地域づくりに寄与する。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　次期総合計画策定に向け、市民生活部の体制強化
を目的に地区市民センター館長会内に分科会を設置
し、方針の検討を行っている。今後も引き続き市民
生活課と地区市民センターが一体となって地域振興
と社会教育の推進に努めていく。

⑧ 地区市民センターの役割について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　地区市民センターでは、証明書等の発行業務や
相談業務を行っているが、個人番号カード（マイ
ナンバーカード）を取得している人は、コンビニ
エンスストアで住民票等の証明書を取得すること
ができる。今後は、行政手続きや相談業務など、
センターの強みが更に生かせられるよう検討する
こと。

　市民に一番近い行政窓口として、地域づくりの拠
点である各地区市民センターの機能を充実させるた
め、推進計画として令和５年度から令和７年度にか
けて地区市民センター機能強化事業として、プライ
バシーに配慮した改修や、バリアフリー化、本庁等
の担当部局とオンライン画面でつなげるための窓口
用タブレット端末の利用を進めることとしている。

　市民生活課の業務は、地縁団体との連絡調整、
地域活動の振興など、地区市民センターとの連携
が必要不可欠である。そのため、毎月館長会を通
じて市民生活課と各地区市民センターの情報共有
や課題などの調整を行っている。また、館長会の
前に幹事会として、幹事である地区市民センター
と事前に議題などの調整を行うことで館長会が有
効に機能するような取り組みを行っている。引き
続き、幹事会や館長会を通じて、地域活動の振興
等につなげていくこと。

　市内の各世帯への広報等の配布は、主に連絡員
により配布されているが、連絡員の成り手が見つ
からない地区もある。ペーパーレス化につながる
タブレットを利用した電子媒体での配布などを検
証して、これからのデジタル化社会を見据えた連
絡員の在り方を検討すること。

　２１箇所の地区市民センターおよび資産税課に
おいて、明治時代に作成された土地に関する図面
等の古い資料が保管されており、土地家屋調査士
や市の職員などが土地の登記や固定資産税の算出
に関する資料として調査に活用している。市民へ
の効率的なサービス提供の観点から、行財政改革
プラン２０２０の改革項目に位置づけられてお
り、資料を１箇所に集めて保管し、証明書発行業
務の集約化を検討している。移転先については、
一定のスペースの確保、図面等の重量に耐えられ
る構造、浸水対策として施設の２階よりも高い階
層に配置することなど、様々な条件のもと、市民
生活部が所管する施設としているが、必要に応じ
て他部局が所管する施設についても検討するこ
と。
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指　摘

１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

①　原課契約工事について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　指定管理者での工事実績に依拠したり、設計図
書作成を割愛するなど不備がある。技術職員のい
ない事務職場で行う随意契約工事においては、受
託業者の定款を確認する等慎重な対応を取るこ
と。

　四日市市請負工事入札参加資格者名簿登録の有無
及び受託実績を確認するほか、「四日市市原課契約
工事事務取扱要領」や「原課契約工事発注・監督・
検査チェックリスト」等の活用により、ルールに基
づく事務執行を行うよう徹底した。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　時間外勤務の適正化に向けた取り組みにより、令
和４年度における時間外勤務が年間３６０時間を超
える職員数は前年度比３名減の１名であった。
　今後も時間外勤務の削減に向けて定期的に業務の
進捗確認を実施するなど事務の効率化や業務分担の
平準化に取り組むとともに、ワーク・ライフ・バラ
ンスの充実に努める。また、ＡＩ技術の活用による
業務改善についても今後検討を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　１０月３１日
　議事録システム等の活用により業務効率化に努
め、時間外勤務の削減を図っている。

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　定期的な業務の進捗確認、オンライン会議の活
用、課内研修の実施などにより業務の効率化を図る
ほか、ノー残業デーの呼びかけを徹底し、時間外勤
務時間数のさらなる減少に努める。

【　措置済　】　　令和　５年　７月　７日
　市民協働安全課働き方改革アクションプラン「Ｎ
ｏ連日残業！～時間外勤務の翌日は率先退庁し、自
分時間を充実させよう～」をもとに呼びかけを行
い、時間外勤務時間数のさらなる減少に努めた。

②　令和元年度から令和３年度の３年間の１人あ
たりの時間外勤務時間数を比較すると、年々減少
しているものの未だ多い状況にあることから、
様々な工夫により業務の効率化をすることで、さ
らなる減少に努めること。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　市民協働安全課

３　監査実施期間　　　令和４年６月３日

①　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外
勤務が年間３６０時間を超える職員が多く見受け
られた。所属長は、職員の時間外勤務を分析し
て、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。
加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの充実
を図るため、働きやすい職場環境づくりを行い、
働き方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ
技術の活用等による業務改善をはじめとする業務
効率化等による時間外勤務の削減に取り組むこ
と。

-9-



（４）客引き行為等適正化指導員による巡視・指導
活動のリスク

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　客引き行為等適正化指導員による巡視・指導活
動のために防刃チョッキを購入しているが、一度
も使用していないということである。重さ、暑さ
により常時の着用に不都合が生じるのであれば、
他の手立て等を検討すること。

　防刃チョッキは、平成２８年の条例施行当初にお
いて指導対象となる者が暴力行為に転じる恐れが想
定されたため、購入し着用した経緯がある。その
後、対象者に対して懇切丁寧な指導を継続している
こともあり、現在、特に反抗的な態度を示す者がい
ないため、必要性が低いとして常時の着用は行って
いない。しかし、今後において、銃刀の携行が確認
されたなどの事案が生じた場合などには、再び着用
していくこととする。
　なお、指導員は常時トランシーバー及び業務用携
帯を携行しており、非常時には指導員同士で連絡を
取り合うほか、警察に連絡できる体制としている。

（５）防犯パトロール中における事故のリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　よっかいち防犯ステーション勤務員の公用車の
運転においては、常日頃、注意を払いながら防犯
パトロールを行っているところであるが、再発防
止に努め、全市的に引き続き安全運転について啓
発を行っていくこと。

　よっかいち防犯ステーションの勤務員に対して
は、安全運転にかかる指導を実施し、公用車事故の
再発防止に努めた。また、乗用車を用いた防犯パト
ロール中の交通安全については、より慎重な配慮が
必要となることから、市内の防犯活動団体にも注意
を呼びかけた。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　「会計事務の手引き」など事務事業の適正な執行
にかかる各種マニュアルを精読する機会を設けるな
ど職員の知識不足が生じないよう努めた。
　また、チェックリスト「適正な事務事業推進のた
めのチェック事項」を活用し、担当職員以外が業務
をチェックする体制をとっている。

② 客引き行為等適正化指導員による巡視・指導活
動について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　これまでに指導員が巡視や指導活動を実施してき
たことにより、客引き行為等を行う者は指導員が巡
視すると現場を離れるようになった。監査結果の意
見に対しては、今後も継続して指導員が流動監視す
るとともに警察と連携し対応していく。また、客引
き行為等を行う者の動向を注視し、より効果のある
手法の検討を続けていく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　規制対象となる各業種の佇立が多い時間に合わせ
て重点的に巡視を行ったほか、ランダムに巡回する
流動監視を取り入れた。

　客引き行為等適正化指導員による巡視・指導活
動を主に表通りで行っているため、そのすきをつ
いて裏通りで客引き行為が行われている状況があ
る。警察ＯＢ職員である指導員の意見を聞くなど
効果の上がる方法を検討すること。
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③ 四日市市客引き行為等の防止に関する条例につ
いて【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　今後も引き続き四日市南警察署、諏訪栄町・西新
地地区防犯協議会等と協議し、迷惑な客引き行為等
の防止に向けた効果的な取り組みや啓発を行うな
ど、条例制定の趣旨である生活の安全と地域の平穏
の保持、市民等が安心して通行し利用することがで
きる快適な環境の確保に努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　６月２７日
　諏訪栄町・西新地地区防犯協議会の総会に出席
し、地域及び警察署と情報共有・意見交換を行っ
た。

④ 防犯外灯新設維持費補助金について【効率性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　電灯料補助の対象経費について、６月分の電灯
料金を基準とし、交付を行っている。設置・修
繕・撤去の申請は１月まで受理しているが、実態
に則した交付となるよう再検討すること。

　当補助金の申請者である自治会からさらにきめ細
かな制度の拡充を望む声がないこと及び双方の事務
的な負担増も考慮し、当面は現行制度のまま運用を
継続していく。

⑤　公有財産の管理状況について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　公有財産の実査について、下半期は実査をした
ものの記録を文書として保存していなかった。年
度末現在の状況を管財課に報告することから、下
半期に実査した公有財産についても記録を残して
おくこと。

　原則として年度内に１回以上の財産実査を行うこ
とになっていることから、公有財産の実査及び記録
を下半期である３月３１日に実施し、文書として保
存した。

⑥ なやプラザについて【有効性の視点、効率性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　市民の社会貢献活動や生涯学習活動などを推進す
るという施設の設置目的を常に意識し、これらの活
動を行う市民にとって有益な助成金情報やイベント
情報などの発信に努めるほか、利用者増に向けた施
設の積極的な周知についても指定管理者と協議して
いく。
　また、年２回実施しているアンケート（回答者：
前期８０人、後期８８人）では、学びたいテーマと
してパソコン、ＳＮＳの使い方に関する回答が多い
ことから、市民活動団体がコロナ禍前の活動を再開
しつつ、新しい生活様式に対応した活動を進めてい
くため、デジタル化等の支援に取り組むなど、指定
管理者に対して、引き続き創意工夫を行うよう求め
ていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　通常行っている利用者向けアンケートに加えて、
四日市市市民協働促進条例に基づく届け出のある市
民活動団体に対してなやプラザに関するアンケート
を１１月に実施する予定であり、活動のサポートに
向けてニーズ把握に努める。

⑦ プロポーザル等による契約について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月２１日

　プロポーザルによる契約や指定管理にかかる協
定については、特定の市民活動団体が業務を請け
負うことが多い。広く募集をかけ、多くの団体が
応募できるような環境を作り、よりよい提案をし
たところが活躍できるように努めること。

　市民協働の担い手育成・連携強化等に関する協働
事業委託については、例年４～５団体からの参加申
し込みとなっていたが、より多くの団体からプロ
ポーザルへの参加申し込みがあるよう、広報よっか
いちや市ホームページへの掲載に加えて、市民活動
団体登録のある市内の８３団体に向け、メールにて
直接募集の呼び掛けを行った。

　違反行為を発見した場合は口頭注意・口頭指導
を行っている。指導から勧告に至った件は４件で
あったが、いずれも勧告に従っており、中止命令
に至る事例はなかった。市条例の処分の対象者は
過去にはいない状況である。条例の目的を達成す
るため、関係機関と協議を深めること。

　なやプラザの知名度は低く、広く市民に周知さ
れていないため、利用者数も低い状況である。指
定管理者と連携し、市民のニーズをつかみ、活動
のサポートができる場となるよう努めること。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員配置におけるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　男女共同参画センターの企画運営業務について
は、正職員と会計年度任用職員が協力して行ってい
る。婦人相談事業については、チーフ婦人相談員１
名を任期付職員とし、処遇改善を行っており、引き
続き人員要求や処遇改善を行うなど、適正な体制づ
くりに努める。
【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　婦人相談事業については、婦人相談員に対する特
別研修を実施し、心理的ケアや資質向上を図った。
男女共同参画センターの企画運営業務については、
正職員の担当業務を増やすなど業務分担の見直しを
行い、適正な業務運営が継続できるような体制づく
りを行った。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１０月３１日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　事務処理誤りを防ぐために、「会計事務の手引
き」や「文書事務の手引き等」に基づき、各個人が
慎重に書類作成を行うこととした。また、事務執行
については、回議された文書を２名以上の職員が
チェックすることとし、特に、文書取扱主任及び課
長が二重にチェックする体制として、内部牽制を
図っている。さらに、決裁時にミスを発見した場合
は、当事者だけでなく、職員間で情報を共有し、再
発防止に努めている。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　男女共同参画課

３　監査実施期間　　　令和４年５月３１日

　婦人相談業務や男女共同参画センターの企画運
営業務については、現在は会計年度任用職員が
担っているが、こうした主要な業務については正
職員が担当することも含め、積極的な人員要求等
を通じて、適正な業務運営が継続できる体制づく
りに努めること。
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② 婦人相談員の確保と育成について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　婦人相談員の体制は、本来は４人を想定してい
るのに対し、現在は任期付職員１人、会計年度任
用職員１人の２人の体制となっている。年度中に
複数の職員募集を行ったり、相談員を指導する立
場の職員の身分を任期付職員として処遇改善を
図ったりするなどの対応をしているが、十分な相
談体制を確保するため、引き続き職員確保に取り
組むこと。
　また、確保した職員が短期間で離職することに
ならないよう、適切な職員育成にも努めること。

　令和４年度に職員募集を行い、令和５年４月１日
より会計年度任用職員２人を採用し、婦人相談員が
４人体制となった。
　また、研修期間を十分に設けるとともに、新任相
談員が相談を受ける際は、チーフ婦人相談員等が
フォローするなど、新任相談員のサポート体制の充
実に努めている。

③ 現金等の適正な取り扱いについて【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　４年１０月３１日

　男女共同参画課では、ＤＶ被害者女性等緊急避
難支援事業資金として、現金が保管されている
が、金庫の鍵の保管場所を定期的に変更するな
ど、事故が生じることのないよう取り扱いには十
分留意すること。

　現金等の保管場所は二重ロックにするとともに、
鍵の管理場所を分け、鍵のかかる引き出し等に保管
するなど、セキュリティを高めた。さらに、「金券
管理の基本方針」に基づき、現金等の出納の都度、
現金や現物を確認し、出納簿に記入するとともに、
業務終了後、出納簿の記載内容と現金、現物を確認
している。

④ 報酬に対する適正な源泉徴収の取り扱いについ
て【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　６月１７日

　男女共同参画課では、婦人相談において必要に
応じて臨床心理士による相談を受けられる体制を
とっているが、この相談業務にあたって臨床心理
士に支払う報酬から源泉徴収を行っている。この
源泉徴収について、所得税法に基づいて適正に源
泉徴収が行われているか改めて確認を行い、必要
に応じて取り扱いを改めるなど、適正な運用を行
うこと。

　臨床心理士に支払う報酬に対する源泉徴収につい
て、国税局及び関係各課に所得税法の解釈を再確認
したところ、解釈の誤りが判明したため、令和４年
６月以降の支払い分から、適正な徴収方法に改め
た。今後、源泉徴収をすべき支払いをする際は、適
正な源泉徴収が行えるよう所得税法の解釈を慎重に
行い、必要に応じて税務署に確認を行っていく。

⑤　各種講座の適正表現について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　企業に対するワーク・ライフ・バランスに関す
る講座や、保育園・幼稚園や小学校を対象とした
男女平等教育の講座などを開催しており、これら
の講座を指して「出前講座」という表現が用いら
れることがあるが、こうした表現が適正なものか
再検討し、必要に応じて表現の変更も検討するこ
と。

　企業に対するワーク・ライフ・バランスに関する
講座や、保育園・幼稚園や小学校を対象とした男女
平等教育の講座については、令和５年度より「出前
講座」から「講師派遣事業」という表現に変更し
た。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　市民課やマイナンバーカードサービスセンターへ
の休日応援を各地区市民センターへ依頼したほか、
９月後半からマイナンバーカードの交付前の各事務
処理を部全体の応援体制を組んだ事により、市民課
負担を軽減することに努めたが、それを上回る業務
量の増大には年度後半の延べ６名の兼務職員による
部外からの応援により対応した。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　マイナンバーカードサービスセンターや市民課で
の休日交付の応援を各地区市民センター職員に依頼
したほか、市民課職員の休日出勤は振替休日を徹底
した。また、２０時以降の時間外勤務については、
各グループリーダーに事前報告することとし、内容
を明確化し、時間外勤務の時間数の減少に取り組ん
でいく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

①　例規の適正な整備について【合規性の視点】 【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日
　当初、業務の内容や法改正の影響を想定していた
ため、令和６年度を目途にとしていたが、規則改正
は内部決裁で可能とのことなのでなるべく早い時期
で令和５年度中に改正を行う。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　戸籍証明の広域化ための条例改正に合わせ、令和
６年３月に行うこととした。

　市民課が所管する市民窓口サービスセンターの
取扱業務を定めている「四日市市市民窓口サービ
スセンターに関する規則」において、その記載内
容が現状と一致していないままとなっている条文
が見受けられた。総務課とも調整のうえ、現状に
あった内容となるよう、適正に改正を行うこと。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　市民課

３　監査実施期間　　　令和４年６月１日

　厚生労働省の定めている過労死の労災認定基準
を上回る勤務状況が発現し、かつ職員の時間外勤
務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、
職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分
担の再確認等を行うこと。加えて、職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図るため、働きや
すい職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めること。また、ＡＩ技術の活用等による
業務改善をはじめとする業務効率化等による時間
外勤務の削減に早急に取り組み、過労死認定基準
を上回る状況の解消を実現すること。
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　令和２年４月の特別定額給付金のオンライン申請
をきっかけにマイナンバーカードが普及し始め、そ
の後第１弾・第２弾マイナポイント等による普及促
進策により、交付率が大幅に上昇し、それに伴い時
間外勤務時間が増加している。第２弾のマイナポイ
ントの申請の締め切りは令和５年９月末だが、更
新・変更等の恒常的な業務の発生が想定されること
から、会計年度任用職員の雇用も視野にいれなが
ら、職員配置についても積極的に提案していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　第２弾のマイナポイントの申請の締め切りは令和
５年９月末だったが、更新・変更等の恒常的な業務
の発生が想定されることから、市民課、各地区市民
センター、マイナンバーカードサービスセンターに
会計任用職員が引き続き配置されるよう予算要求を
行った。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　　令和　５年　４月３０日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　適正な事務の執行について、「会計事務の手引
き」や「文書事務の手引き」等のマニュアルを確認
しながら、事務能力の向上に努めるとともに、起
こった具体的な事案を文書にして回覧し、グループ
内で情報を共有し、同じミスを防ぐため、上位職に
よるチェックや指導に努めた。

② マイナンバーカードの普及促進について【有効
性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

ア　マイナンバーカードの普及については、
ショッピングセンターにおいて交付申請のサポー
トを行うなどの取り組みを行っており、令和４年
４月１日現在で39.4%の交付率となり、徐々に増加
している状況にある。今後も、令和４年度から設
置したマイナンバーカードサービスセンターを中
心に、引き続きマイナンバーカードの普及促進に
ついて取り組みを進めること。

　令和４年度はショッピングセンターでの申請サ
ポートに加え、地区市民センターの窓口で無料写真
撮影も行う申請サポートを実施することにより、申
請率の向上に努め、地方公共団体情報システム機構
（JーLIS）発表の令和５年３月３１日付の当市の申
請率は81.72％となっており、２月→３月の申請率の
伸びは2.88％と国の平均値2.48％を上回っている。
また、令和５年４月からは、より身近な場所での申
請が可能となるよう、商業施設等を４カ所から１３
カ所に増設し、更なる普及促進に努めている。

　市民課の時間外勤務時間の平均は、令和元年度
から令和３年度にかけて１０時間ほど増えている
状況にある。新たな業務に対して適正な人員配置
がなされているか把握したうえで、人事課とも
しっかり協議を行うなど人員の確保に努め、職員
の負担軽減に取り組むこと。
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【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

イ　施設に入所している人や寝たきりの人など、
マイナンバーカードの申請が困難と思われる市民
への普及について取り組みを進めるとともに、効
果的に周知を行い、早期にマイナンバーカードが
市民に行き渡るよう努めること。

　介護施設に入所していたり、病院に長期入院され
ている方のマイナンバーカードの代理受け取りにつ
いて、マニュアルを作成し、マイナンバーカード
サービスセンターだけでなく各地区市民センターで
も対応できるよう整備した。高齢福祉課・介護保険
課と調整を図り、地域包括支援センター、入所施
設、ケアマネージャーの各会議に参加し、代理交付
制度について説明を行った。今後、市民や各施設等
に向けて周知をすすめていく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
ウ　マイナンバーカードについては、普及方法だ
けではなく、カードの利便性についても検討を進
め、市民がカードを利用する際に従来と比べてメ
リットを感じることができるような取り組みを行
うこと。特に、新たな取り組みを行う際には、民
間の視点も取り入れるなど少し従来の考え方を変
え、マイナンバーカードの利用につなげることが
できないかといった検討も行うこと。

　条例改正により、令和５年４月１日から窓口より
５０円～１００円安くコンビニのキオスク端末で住
民票等を取得できるようになった。
　市としての独自のマイナンバーカードでの取り組
みは管轄外であるが、ＩＣＴ戦略課や推進監会議で
の提案など全庁的な取り組みとして進めていく。

【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日
エ　マイナンバーカードの普及については、市職
員への普及にも力を入れるとともに、部局を超え
た連携を行い、市全体として普及を進めること。

　１１月より業務終了後に、職員専用の市民課臨時
受け取り窓口を開設し、掲示板で呼びかけること
で、受け取りがまだの市職員への普及を進めた。な
お現在も職員専用ではないが、市民課臨時窓口にて
予約交付可能である。

③ 証明書のコンビニ交付事業について【経済性・
効率性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　証明書コンビニ交付の導入においては、導入後５
年間のランニングコストを含めた価格での入札を行
い、総合的に安価な業者によるシステム導入を行っ
た。また、令和５年度のリプレースの際は、クラウ
ド化を行うことにより安定的かつ安価なシステム構
築を実現する予定である。マイナンバーカードの交
付率に伴いコンビニ交付の上昇が見込まれることか
ら、引き続き周知啓発に努める。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　マイナンバーカードの交付率は８７．２９％とな
り、さらなるコンビニ交付の上昇が見込まれること
から、周知啓発のチラシを作成し、民間施設に配置
することにより、窓口職員の負担軽減を図った。

④ 現金等の適正な取り扱いについて【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　令和４年１１月１日から、新たに窓口にキャッ
シュレス決裁サービスを導入しており、現金以外の
電子マネーやクレジットカードといった収納事務手
続きについても、取り扱いを進めていく。
　現金の取り扱いや保管方法について各グループご
とにグループリーダーから注意喚起を行い、つり銭
をはじめ、現金の確認は複数の職員で必ず行い、毎
日始業時に出納員が実査を行い厳重に管理してい
る。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　マイナンバーカードの夜間交付や休日交付に取り
扱った現金を複数の職員で確認し、金庫に保管する
ことで厳重な管理を徹底して行うようにした。

　証明書のコンビニ交付について、その事業導入
の効果を検証する際には、市民サービスの充実を
図るという視点のみならず、導入時の経費や、導
入に伴う人件費への影響といった点も含めて、そ
の効果を図ること。

　市民課では、多くの手数料などの収納を窓口で
行っており、多額の現金を取り扱っているが、事
故が生じることのないよう取り扱いには十分留意
すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

財産管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月１２日
　ホール吊天井耐震化工事が令和３年度中に完了
し業者から引き渡しを受け、音響設備等が更新さ
れているにもかかわらず、公有財産台帳が更新さ
れていない。公有財産の状況に変更が生じた場合
は、公有財産台帳を更新し、保有する財産の状況
を適切に反映させること。

　工事により整備された設備について、工事価格か
ら取得価格を抽出し公有財産台帳に計上した。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）利用者の安全性の確保に係るリスク 【　措置済　】　　令和　４年　６月　１日
　あさけプラザ総合管理業務委託について、契約
書に記載する業務内容を明確化し、委託業者から
は、具体性のある報告内容を提出させることによ
り、業者への牽制を強化し、利用者の安全確保に
つなげること。

　直ちに、業務日報の書式について具体的な確認事
項（巡回時間等）を加えた。

（４）施設の老朽化に係るリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月２４日
　施設が老朽化していることから、あさけプラザ
の原課修繕計画に基づき，適切な予算確保を行う
こと。

　アセットマネジメント計画に沿って、令和５年度
予算を確保した。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　あさけプラザ

３　監査実施期間　　　令和４年６月１日
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①  内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　６月１０日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　事務処理誤りについては、監査後、直ちに修正し
た。
　内部チェック体制の整備については以下のとおり
対応した。
(1)事務作業での多重チェック、管理職のダブル
チェックを習慣化することにより自律的な内部統制
環境の構築に努めている。
(2)窓口対応、現金管理等について円滑な事務引継ぎ
のため業務マニュアル等を整備することと並行し
て、業務フロー等で予測されるリスクを想定し受付
システムの導入にむけてＩＣＴ戦略課と協議を行っ
た。
(3)なんでも相談できる環境づくりに努め、情報や責
任の偏在によるリスク形成の予防に努めている。

②  今後の運営方針や自主事業のあり方について
【有効性の視点】

【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日

　令和４年度は、各地の田園都市中核施設の状況を
調査するとともに、令和５年度の視察調査を予算化
した。
　令和５年度は、政策推進課（四日市地区広域市町
村圏協議会を所管）をはじめとする庁内合意を形成
し、三重郡３町関係者が出席するあさけプラザ運営
協議会で課題を提起する。

【　継続努力　】　　令和５年１０月３１日
　施設の利用圏については、７月に運営協議会を開
催、体育館を例にプラザの利用には住所制限がある
が、各市町の施設にはないことを委員で確認した。
　また３町との関りについては、庁内においても政
策推進課等と、１市３町を含めた広域施設としての
プラザのあり方を今後検討していく方向で調整を
行った。

③　自動販売機の管理について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　６月　１日
　館内への複数の自動販売機設置を四日市市母子
寡婦福祉会に使用許可し、施設使用料を免除（光
熱水費は実費弁償）しているが、個々の販売機ご
との使用許可期間、免除理由等を明確にしておく
こと。

　当館の自動販売機（１階６台、２階１台）は、す
べて母子寡婦福祉会に一括で許可しており、使用許
可期間（１年）、免除理由（母子及び父子並びに寡
婦福祉法第２５条）は同一である。

④ 費用対効果を意識した計画的な設備更新につい
て【経済性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　６月　１日

　館内照明のＬＥＤ化を工事により行っている
が、リース契約で設置した方が低コストとなった
実例があり、また、設置後の維持管理費も、工事
に比べリース契約の方が軽減できる。今後の導入
に当たっては、当初の設置費にその後の維持管理
費も含めて、工事とリース契約との比較検証をす
ること。

　当館は全館ＬＥＤ化を終えたばかりであり、ＬＥ
Ｄランプの寿命には個体差があるため、当面の間
は、不具合の出たＬＥＤランプをその都度交換する
ことを想定しているが、今後の全庁的な動向を注視
していく。

　当施設は、当時、自治省（現総務省）が提唱す
る田園都市中核施設整備構想に基づく事業とし
て、本市が重点施策として掲げていた“心のふれ
あう地域社会づくり”を実現するため、より広い
地域の人々のふれあいができるよう「四日市市と
三重郡４町(当時の、楠町、川越町、朝日町、菰野
町、現在は３町)」を対象とした広域的な複合コ
ミュニティ施設として建設されている。
　しかし、利用圏内における都市化の進展に伴う
文化施設・福祉施設の充実もあり、過去５年間
（平成２９～令和３年度）において、自主事業に
おける３町の利用割合は全体の５％未満という状
況もうかがえることから、地域のニーズに応じた
自主事業の展開について検討を行うとともに、３
町との係わりについては政策推進課所管の四日市
地区広域市町村圏協議会で、基本的な方針につい
て議論されるよう、政策推進課に働きかけるこ
と。
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⑤　利用者の立場に立った施設改修について【住民
福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月　１日

　体育館の大規模改修工事が令和４年度半ばから
開始される予定である。営繕計画で決定されてい
るが、コロナ禍がようやく収束しようとし、利用
者が戻ろうとしている時期での工事開始であり、
断続的な休業により再び利用者の減少につながら
ないよう、可能な限り配慮すること。

　工事により利用者には不便をかけることとなった
が、工事中も可能な限り他の貸室を利用していただ
くなどの配慮に努め、工事前の利用団体の利用を維
持できた。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　こども関連施策の増大及び多様化が進む中、各係
の業務量が増大の一途を辿っており、相互応援を行
うことで特定の職員に業務が偏らないように努めた
が、年間３６０時間を超える職員については、令和
３年度の６人から、令和４年度は８人に増加した。
　令和５年度は、こども施策に加え新たに結婚支援
施策が所掌となり人員体制が強化された。（増員３
人：内訳　正職１人、再任用１人、会任パート１
人）時間外勤務の削減に努めるため、新体制のも
と、課全体での相互応援のあり方や職員体制と分担
を確認し、業務の効率化を行う。また、ワーク・ラ
イフ・バランスの充実を図るため、課全体で時間外
削減を推進するための目標を設定していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　時間外削減を推進するための目標として、「各自
が決めた月６日以上は、定時で帰ろう！」を決めて
時間外の削減に努めている。また、朝の朝礼におい
て所属長から水曜日のノー残業デーの声掛けを行い
時間外の削減に努めている。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

① 学童保育所の指導員の研修について【住民福祉
の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　以前、学童保育所の指導員による子どもへの指
導、接し方について問題のある事案が確認された
ことから、指導員の質の確保のため、指導員を対
象とした研修を実施するなどして指導員の教育を
支援すること。また、こども未来課においても学
童保育の実態の把握ができる体制強化に努めるこ
と。

　指導員を対象とした研修は、初任・中堅等それぞ
れの経験に応じた育成支援に繋がるもの、工作等あ
そび・文化活動の創造に繋がるもの、児童の発達に
かかるもの、実際の保育現場での事例検討など対
面・オンラインを組合せ実施し、保育の質の向上に
努めている。
　LoGoフォームを活用することで、いつでも・どこ
でも全指導員が基本的な育成支援を学ぶことができ
る動画をアップロードした。その閲覧履歴をこども
未来課で確認している。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　こども未来課

３　監査実施期間　　　令和 ４年 ８月１８日

　厚生労働省の定めている過労死の労災認定基準
を上回る勤務状況が発現し、かつ職員の時間外勤
務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、
職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分
担の再確認等を行うこと。加えて、職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図るため、働きや
すい職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めること。また、ＡＩ技術の活用等による
業務改善をはじめとする業務効率化等による時間
外勤務の削減に早急に取り組み、過労死認定基準
を上回る状況の解消を実現すること。
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② 指定管理業務委託における修繕工事について
【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　指定管理業務委託における修繕工事の費用負担
については、基本協定書に定めた金額までは指定
管理者とし、その金額を超えると市で負担してい
る。また、修繕等経費負担区分に基づき、施設の
増改築、設備の更新については市負担として行っ
ている。しかし、中には設備の更新に該当すると
言い切れない工事を指定管理者との協議なく市で
行っているものが見受けられる。このように経費
負担区分が明確でないもので市負担とする場合
は、協議記録を決裁に残すこと。

　工事に関しては、指定管理者との協議のうえで行
うことを徹底するとともに、経費負担区分が明確で
ないもので市負担とする場合は、協議記録を決裁に
残すようにしていくことを確認した。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置のリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　多岐にわたる大量の業務を有しており、時間外
勤務時間数が多い水準のままであるが、市民ニー
ズに的確に対応するために必要な人員配置の要求
を強く行うこと。

　令和５年度の職員配置は、結婚支援に関する新規
事業増に加え、こども家庭庁関連の新規拡充事業へ
の対応に備えるため、企画総務係の人員が３人から
６人に増員された。今後も市民からの期待と注目度
の高い子育て施策の充実に対応できるよう必要な人
員配置要求を行っていく。

（４）補助金が適切に支出されないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月２４日
①　子ども緊急支援プロジェクト補助金につい
て、各団体が事業を行うきっかけとして支出する
ものであり、一回きりで終わるようなことなく、
今後も各団体に事業を継続してもらえるよう、努
力すること。

　本補助金は、令和３年度から開始した新しい補助
メニューであり、各団体からのヒアリングも行い補
助金の見直しを行うとともに、市のホームページに
団体情報を掲載したマップを掲載するなど補助団体
のサポートに努めてきた。また、これまで補助して
きた団体に対して令和５年度の補助金の案内を送付
し、継続した事業展開を図ってもらえるような働き
かけも行った。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
②　子どもの人口が減少する中、子ども会の会員
も少なくなり、すでに休会している子ども会も複
数ある。子ども会の必要性は理解できるものの、
補助金の支出、青少年育成室内に事務局として利
用する場所の貸与を現状のまま行うべきなのかな
どについて、前例踏襲で続けるのではなく、現在
の実態に合ったやり方となっているか検証し見直
していくこと。

　子ども会活動は地域における青少年健全育成のた
めに欠かせない組織である。しかし、少子化に伴う
子ども会活動維持の難しさに直面しており、引き続
き補助金の活用が必要であると考える。また、四日
市市子ども会育成者連絡協議会の活動は、青少年育
成室の業務やそのねらいとも合致し、緻密な連携を
とっていくためにも室内に事務局を置くことは適当
であると考える。なお、事務局の電話利用について
は、市の外線電話を利用しておらず、協議会が契約
する携帯電話を使用している。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　財務会計システムにおける事務処理の誤りについ
ては、決裁の種別の選択誤りや委託契約や工事契約
において業者から提出された検査書類において件名
の不一致があるなど基本的なミスであり、所属長か
ら改めて会計事務の手引きなどを確認し事務処理を
進めるように指導を行った。また、今後は決裁の回
議時に承認者の内容確認を徹底し、事務処理の誤り
を見逃さないように対応する。

② 児童館について【公平性の視点・住民福祉の向
上の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　学童保育所は、保護者が就労等により昼間家庭で
養育できない小学生の子どもを対象としており、通
所に保育料がかかるのに対し、児童館は、１８歳未
満の全ての子どもを対象としており、児童館での遊
びを通して、子どもの心身を育成し情操をゆたかに
することを目的とした施設であって、無料で利用す
ることができる。現在、全市的な施設としてのこど
も子育て交流プラザのような拠点的な施設の拡充に
向けて調整を図っている。今後も移動児童館事業を
継続し、人口動態も考慮しながら、設置場所の偏り
に対応していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日

　今後も移動児童館事業を継続し、年内に国から発
出される予定のこども大綱やこどもの居場所づくり
の指針などの内容も踏まえて、児童館の在り方につ
いて検討を続ける。

③ 青少年の非行防止・インターネット被害等防止
の取り組みについて【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　まずは、出前講座の実施に向けて、市内各校園に
働きかけを行い、非行防止やインターネットの利用
について多くの児童生徒に青少年育成室の考えを伝
えていく。そのうえで、関係課や機関とも連携し
て、補導件数やインターネットでのトラブルの件数
にも注視し、効果を検証していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日

　出前講座では、児童生徒に働きかけるだけでな
く、保護者にも青少年育成室の考えを伝えること
で、出前講座の効果を向上させている。出前講座の
実施回数とともに補導件数やインターネットトラブ
ル件数を注視することで、引き続き、取り組みの効
果を検証していく。

　非行防止や適切なインターネットの利用などの
教室、出前講座を行うことは大切であるが、実施
回数だけに注目するのではなく、それによってど
れくらい補導件数やインターネットトラブルが減
少したかなど、効果をよく検証すること。

　児童館の設置場所に偏りがあるという意見に対
し、移動児童館で対応しているとのことである
が、子どもの人口動態を考慮した上で現況のまま
で適切なのか、学童保育所も充実している中で
あっても必要といえるのか、学童保育所との違い
も明確にしながら、児童館のあり方を再度検討す
ること。
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④ 少年自然の家の公有財産管理について【合規性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　少年自然の家の管理運営は指定管理者に委託し
ており、かつ離れた場所にあるので目が行き届き
にくくなりがちであるが、公有財産は市の大切な
財産であり、その実査及び公有財産台帳へ反映さ
せる業務を適正に行い管理すること。

　月に一度の連絡調整会議で室員３名が現地におい
て、設備の確認や公有財産の実査を行っている。ま
た、自然教室や主催事業のモニタリングのために月
に数回少年自然の家を訪れた際も同様の確認をして
いる。今後も実査の結果を公有財産台帳へ反映させ
る業務を適正に行っていく。

⑤ 少年自然の家の老朽化に伴う改修工事と今後に
向けての考え方について【効率性の視点、経済性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　少年自然の家の老朽化に伴い、アセットマネジ
メント計画に基づいて改修工事を行うこととなっ
ているが、次第に人口が減少し、予算にも余裕が
なくなる中で、従来と同様に既存の施設にこだわ
る必要があるのか。自然体験に適した環境にある
近隣市町の施設を使用するなど、視点を変えて今
後のあり方を検討していくこと。

　自然教室で四日市市少年自然の家を利用すること
は、市内の小中学生が四日市市の自然の素晴らしさ
を実感できる絶好の機会だと考える。今後も市内の
子どもたちが安心安全に利用できるよう、指定管理
者とも連携しながらアセットマネジメント計画に基
づく必要な改修工事に取り組んでいく。

⑥ 原課契約工事における設計書の添付及び事務の
引継ぎについて【合規性の視点、経済性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　原課契約工事において、工事金額が少額である
場合は設計書の添付を省略できることとなっては
いるが、そもそも原則として設計書の添付を求め
ているのは金額の妥当性を担保するためである。
都市整備部に、こども未来部施設担当の建築技師
も配置されたことから、見積金額に疑義がある場
合については、設計書の添付を省略できる場合で
あっても、金額の妥当性の確認を行うこと。加え
て、各事務手順の根拠となる事務規程を確認し、
その意味とともに引き継ぐよう留意すること。

　原課契約工事において、設計書の添付を省略でき
る少額の工事の場合であっても、見積金額に疑義が
ある場合には、都市整備部のこども未来課担当の建
築技師などに工事内容の確認を行うよう、適正な事
務処理に努めることを周知した。また、各事務手順
の根拠となる事務規程や要領は、その都度確認をす
るとともに事務の趣旨や意味についても引き継ぐこ
ととした。

⑦ 部の独立による効果的な事業展開について【有
効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　こども未来部が独立したのは、子育て支援に関
する事業をより強力に推進するためである。した
がって、当初の理念に立ち返り、積極的な事業展
開を行うこと。

　主管課の庶務係である企画総務係の人員増強によ
り、国のこども家庭庁の発足にあわせて様々な政策
課題に柔軟に対応できる体制を整えた。特に、子ど
もの声を拾い上げ、当事者目線を反映した仕組みや
場づくりなどの課題について取り組んでいく。

⑧ こども未来課の事業全般について【効率性の視
点、経済性の視点、有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　子ども・子育て会議など外部委員の意見を聞く場
を活用し、長期継続事業の内容や効果検証を行い、
必要に応じた見直しも検討する。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日

　こども家庭庁の創設、こども基本法の施行によ
り、こども政策がより一層強化されると見込ま
れ、年内にはこども大綱が示される予定である
中、引き続き子ども・子育て会議など外部委員の
意見を聞く場を活用し、長期継続事業の内容や効
果検証を行い、必要に応じた見直しも検討する。

　こども未来課は多くの事業を抱えているが、長
期継続事業も多く、時代の変遷に対応できていな
い事業も見受けられる。専門家の意見を取り入
れ、継続か見直しかも含め全般的に検討するこ
と。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　新型コロナ感染症対応の動員減少、一人の職員に
業務が集中しないよう業務分担の見直しを行う等の
業務改善により課全体の時間外業務時間は、令和３
年度の８，７５４時間から、令和４年度は７，１４
１時間に減少し、年間３６０時間を超える職員も１
３人から１０人に減少した。また、働きやすい環境
づくりのため、ノー残業デーや休暇の取得を定期的
に朝礼で呼びかけた。この他、子育て支援アプリ
「よかプリコ」から、「乳幼児食教室」の参加申し
込み可能としたり、おたふくかぜワクチン接種補助
券の申請手続きに、四日市市電子申請システムを利
用するなど、受付業務の一部をオンライン化するこ
とで事務の効率化を図った。引き続き、業務の平準
化、効率化に取り組み、時間外勤務の縮減に努めて
いく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　「各自が決めた月８日は定時で帰ろう！」を職場
のワーク・ライフ・バランスを確保するための目標
に掲げ、定期的に朝礼で呼びかけている。また、会
計年度任用職員の活用を含め事務分担の見直しに努
めたが、所属内において、育児休暇取得中の職員が
２名増えて８名となり、個々の職員の担当業務が増
加したため、令和５年度上半期の月平均時間外勤務
は１６５．５時間となっており、前年度上半期の新
型コロナ感染症対応に要した時間を除いた月平均時
間外勤務１６０．９時間と比して増加した。育休代
替職員を任用するなど、引き続き、職員の業務軽減
を図り、ワーク・ライフ・バランスの向上に努めて
いく。

（３）時間外勤務における特殊要因が均等に割り振
られないリスク

【　措置済　】　　令和　５年　１月　４日

　職員の時間外勤務時間について、コロナに関す
る兼務業務による影響で増加している。母子保健
係の中でも業務内容によって兼務業務の度合いが
違うことは推察できるので、管理職は職員の健康
管理に努めること。

　母子保健係のコロナ関連の業務については、１月
(年末年始）が最後の動員となっている。それまでの
間、コロナの業務に従事する職員については、個々
の職員の担当する業務量に考慮して平準化に努め割
り振りを行った。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　こども保健福祉課

３　監査実施期間　　　令和 ４年 ８月１７日

  職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務　が年間３６０時間を超える職員が多く見受け
られた。所属長は、職員の時間外勤務を分析し
て、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。
加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの充実
を図るため、働きやすい職場環境づくりを行い、
働き方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ
技術の活用等による業務改善をはじめとする業務
効率化等による時間外勤務の削減に取り組むこ
と。
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（５）滞納債権の整理におけるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　今後も滞納者との交渉を図る中で、支払い能力や
家庭状況等の把握に努めていく。マニュアル等につ
いても、昨年度滞納整理の研修を受けるなど、学習
してきた。市の債権管理マニュアルや研修結果を生
かして、滞納整理を進めていく中で、本課の取り組
みとしてのマニュアルの必要性についても整理して
いく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、滞納者の状況把握、滞納債権の整理に
努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年　８月１７日
②　徴収は大事だが、多重債務に陥るなど支援が
必要な場合もあるので、生活保護につなげるなど
滞納者に寄り添った対応を行うこと。

　支払能力や家庭状況の把握に努め、支援が必要な
場合には、適切な部署に繋げている。

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　滞納債権については、債権者台帳により継続性を
もって対応する様に努めているが、少額の短期滞納
者については、統一的な運用ができていないことか
ら、令和５年度内を目途に作成基準等について検討
していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　滞納債権については、債権者台帳による継続的な
対応に努めている。少額の短期滞納への対応につい
ては、引き続き検討していく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　８月１８日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　文書事務や財務会計事務等において不明な点があ
れば、その都度手引き等で確認し、正確な事務を遂
行するように徹底した。
　また、所管する種々の委託業務や補助事業等につ
いて、年度更新時に職員間で内部事務手続きについ
て確実に引継ぎを行い、ミスのあった事項を含めて
事務処理手順を共有して同じ誤りを繰り返さないよ
うに徹底を図った。なお、誤りのあった事例につい
ては、その都度、課内ミーティング等を通じて共有
することで、職員一人一人の意識向上を図った。

③　滞納債権について、債権者台帳等で納付交渉
を行った経緯や記録を整理することで、継続性を
持った対応ができるようにすること。

①　滞納債権の整理について、新型コロナウイル
ス感染症による影響など、支払能力がないため滞
納になる家庭状況を把握すること。また、担当者
だけの判断ではなく、マニュアル等を活用し一貫
性のある対応を行うこと。
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② 中学生ピロリ菌検査事業について【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　ピロリ菌の感染の有無を診断するため、二次検査
の受診率向上を目的として、令和４年度には未受診
者に対する受診勧奨通知を送付した後、更に、電話
による個別勧奨を実施した。これにより、二次検査
受診率は、令和３年度の５７．１％から、令和４年
度は６８．４％と上昇した。今後も、引き続き二次
検査の受診率向上を図るため、受診啓発および個別
受診勧奨を継続していく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月２６日
　昨年度に続き、二次検査の未受診者に対して、受
診啓発のために個人通知を行った。更に、保護者に
二次検査受診の必要性についてを伝えるため、電話
による啓発を行った。今後も、二次検査の受診率向
上を図るため、受診啓発および個別受診勧奨を実施
していく。

【　措置済　】　　令和　５年　２月２２日
イ　中学生ピロリ菌検査事業について、学校など
教育委員会と連携してピロリ菌が与える影響をわ
かりやすく伝えることで受診率の向上につなげる
こと。

　対象者への通知を作成するにあたっては、令和５
年１月学校教育課に確認をしてもらい、申込書の検
査希望の有無の記入欄を上段に配置し、前年度より
も更に記入しやすくなるよう工夫した。また、学校
現場の養護教諭から検査申込書の期限を過ぎてから
の申込書提出や、申込書提出後の検査希望無から有
への変更について相談があった際には、薬剤師会と
も調整し、できる限り検査を受けられるよう臨機応
変に対応した。今後も、検査について理解が得られ
るような周知に努め、受診率の向上に努める。

③　不妊治療費助成事業について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　保険適用された令和４年４月以降も、治療費に対
する助成申請が月３０～６０件あることから、助成
制度の継続は必要であると考えている。今後も晩婚
化の流れなどから不妊治療の件数は増加していくこ
とが予想されるため、時代に合った制度設計となる
よう引き続き検討していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　特定不妊治療は保険適用となる回数の上限が決め
られているため、上限回数を超えて治療を受けた患
者は自費診療となり、高額な自己負担が発生してい
ることから、引き続き、助成制度の改正を検討して
いる。

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　市ホームページに令和４年４月以降に治療を開始
した場合でも、助成制度があることを載せている。
市の広報にも掲載するなど周知を続けていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、助成制度について市広報およびホーム
ページ等へ掲載するなど周知に努める。

ア　令和３年度から、学校検尿などを利用して、
胃・十二指腸潰瘍や胃がん等の主な原因であるピ
ロリ菌の検査を、中学３年生の希望者に対して実
施している。尿検査の結果が陽性であった場合に
は、医療機関で二次検査を受診していただくよう
案内しているが、二次検査の受診率が低かった。
ピロリ菌感染の有無を生徒や保護者が知る機会の
ためにも、二次検査の受診啓発に取り組むことで
受診率の向上につなげること。

ア　不妊治療費の助成について、令和３年度に制
度を改正して年齢所得に関係なく統一した。ま
た、令和４年４月から人工授精等の｢一般不妊治
療｣、体外受精・顕微授精等の｢生殖補助医療｣につ
いて、保険適用になったことで国の補助金が廃止
された。そのため、治療額によっては自己負担額
が増えるケースもあるなど、自己負担分は保険適
用後も生じるため、市の助成制度は、助成額を変
更して継続することとした。今後も、必要とされ
る助成制度のあり方を継続して検討すること。

イ　不妊治療費助成等について、制度が変わった
ということを知らない人もいる。市としても、保
険適用になったことの周知に取り組むこと。
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④　予防接種の接種率について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　予防接種について、子育て支援アプリ（よかプ
リコ）を活用しながら周知に努めることで予防接
種の接種率向上につなげること。

　毎月１日に、ＭＲワクチン（１期、２期）の接種
勧奨記事を繰り返しアップすると共に、隔月の１日
には、よかプリコによる定期予防接種の接種管理方
法について紹介する記事をアップし、接種啓発に努
めた。今後も予防接種に関する適切な情報を繰り返
し配信することで、予防接種率の向上に努める。

⑤　多胎児支援事業について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　多胎児親子の交流の場として実施しているさくら
んぼひろばをはじめ、多胎児家庭訪問等を実施する
中で、当事者の声を十分に聴き取り、多胎児家庭に
必要な施策の実施について引き続き検討していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、家庭訪問やさくらんぼひろばなど多胎
児家庭と関わる機会を通じて、当事者の声を聴きな
がら、必要な施策の実施について検討していく。

　多胎児支援として、多胎児親子や多胎妊娠中の
人達の交流の場としてさくらんぼひろばを開催し
ている。さくらんぼひろばは近隣市で実施できて
いない本市の強みであるので、そこでキャッチし
た市民の声を施策に反映させることで支援につな
げること。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

  業務分担の見直しや事務の平準化、ＡＩ技術の活
用を検討等の業務効率化の取組みの他、ノー残業
デーや振替休日の取得を徹底して、時間外勤務の削
減に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　ノー残業デーや振替休日取得の徹底、時差勤務の
活用等により、時間外勤務の削減を図った。引き続
き、業務効率化等による時間外勤務の削減に努めて
いく。

（４）滞納債権の整理におけるリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
　滞納者の実態把握に努め、それぞれの実情に応
じた納付を働きかけることで、解決に向けた徴収
対策を進めること。

  引き続き、滞納者全員に対して、文書催告や電
話、訪宅を実施する。また、生活困窮等により、一
括納付が困難な場合には、個別に納付相談を行い、
それぞれの実情に応じた金額での分納誓約による返
還を求めていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１０月　４日
ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　課内会議等で、事務執行の適正化に係る研修を行
うとともに、チェック項目の一覧を作成し、起案者
以外の者が改めて確認する等、内部事務の管理の改
善を図った。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　こども家庭課

３　監査実施期間　　　令和 ４年 ８月１５日

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務を分析して、職
員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図
るため、働きやすい職場環境づくりを行い、働き
方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ技術
の活用等による業務改善をはじめとする業務効率
化等による時間外勤務の削減に取り組むこと。
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【　措置済　】　　令和　５年　３月３０日
イ　事前調査において、複数の請求書を支出負担
行為兼支出命令書において支出している事例が
あった。支出負担行為とは、対外的に債務を負う
ことを確定させる行為である。兼命令で支出事務
を執行できる支出は、支出負担行為書を省略でき
る支出に限られるので、前提にある支出負担行為
を行う意味を理解して内部事務管理に取り組むこ
と。

　監査結果を課内会議等で、職員に周知すると共
に、改めて手引き等で事務の意味やルールについて
確認し、正確な事務を遂行できるように意識付けを
図った。

② 児童虐待について【効率性の視点、有効性の視
点、合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年１２月　５日

ア　児童虐待は発見するための手法が難しく、子
ども達と直接触れ合う若手の保育士では発見する
ことが困難である。そのため、保育園の保育士等
が情報提供を行う手段としてアセスメントシート
を試行的に活用してモニタリングを行ったうえ
で、保育士が使用しやすい児童実態調査のチェッ
ク表を作成して活用している。引き続き、保育士
向けの研修の実施とともに、調査表を活用して親
子の実態把握に努めることで、児童虐待の未然防
止や早期発見につなげていくこと。

　引き続き保育士向けの研修を実施するとともに、
保育士が、虐待の恐れのある児童にかかる情報を円
滑に提供できるチェック表となるよう、保育士から
の意見を参考にしながら、必要に応じて、改善を図
り、虐待の未然防止や早期発見につなげていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
イ　児童実態調査チェック表は、保育園において
紙で作成してファイルに保管している。令和５年
度から保育園にもＩＣＴの導入が予定されている
ことから、併せてシステム化することで保育士の
事務負担の軽減にもつながる。また、ＡＩを活用
することで的確な判断につながることも期待でき
る。チェック表の活用手法について、ＩＣＴやＡ
Ｉによるシステム導入を研究すること。

　保育園に導入されるＩＣＴ端末は保護者との連絡
を主目的としたものであり、児童虐待に関する情報
は個人情報保護の観点からも確実に別に取り扱う必
要があることから、現時点では同一端末による管理
運用は難しいと考えるが、今後も保育園現場の状況
や他市の先進事例等の情報収集を行いながら、事務
負担の軽減や的確な判断につながる手法を研究す
る。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
ウ　児童実態調査チェック表は、個人情報の詳細
なところまでを記載している。こども家庭課では
原本を５年間、保育園では写しを児童が退園する
まで保管しているが、個人情報として適切な管理
に努めること。

  児童虐待調査チェック表をはじめ、当課の扱う個
人情報について、適切な管理を保育園及びこども家
庭課内において、改めて周知を行った。

③ ヤングケアラーへの対応について【有効性の視
点、合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

ア　ヤングケアラーの認知度はまだ低いため、国
は社会的な認知度を引き上げることを目標に、令
和４年度から３年間を集中取組期間としてヤング
ケアラーの認知度向上の取り組みを進めている。
こども家庭課においても、関係機関や団体、地域
と協力してヤングケアラーの認識を広げる活動を
行うとともに、四日市市子どもの虐待及び配偶者
からの暴力防止ネットワーク会議を通して必要な
支援の検討や実態把握に努めること。

  四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止
ネットワーク会議を通して、ヤングケアラーの実態
把握に努めるとともに、出前講座やＨＰによるヤン
グケアラ―の概要や相談窓口の周知を行い、社会的
認知度の向上に取り組み、必要な支援につなげてい
く。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
イ　ヤングケアラーは、年齢によって家庭内でお
手伝いをする子としない子で、該当するかの判断
が難しい。相談員の感性により判断が異ならない
よう相談員が連携して取り組むこと。

  ヤングケアラーの担当者が積極的に研修に参加
し、課内会議等を利用して、担当者の知見を課内で
情報共有し、適切な相談につながるように努めてい
る。
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【　措置済　】　　令和　５年　３月３０日
ウ　事前調査において、支出事務の誤りなどが見
受けられた。細かいところを見逃すと、大きなと
ころを見過ごしてしまうことにつながるので、ヤ
ングケアラーへの対応は、課全体でお互いを
チェックする体制を構築すること。

　担当個人ではなく、課内の他の職員や庁内の他部
署、関係機関と連携して、適切な現状把握や対応を
行っていく。

④ 支援対象児童等見守り強化事業について【有効
性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　行政では把握できないこどもの情報も、事業の
支援団体を介して取得することができる。支援団
体と連携して、こどもの状況を早期に察知するこ
とで支援につなげること。

  令和５年度からの業務委託化に伴い、支援団体と
連携してより効果的な見守り支援につなげるために
令和４年度中に仕様書やマニュアル等を整備した。

⑤ こども未来部内での連携について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

ア　こども未来部は、比較的新しい組織なので、
部全体で協力して運営する体制が十分でない。部
全体で役割分担をチェックする機能を強化するよ
う、部内へ働きかけること。

  令和５年度は国においてこども家庭庁が設置さ
れ、ヤングケアラーの対応等、部内での役割分担の
構築や連携がより重要となってくることから、国等
の動向を把握しながら、部全体で役割分担の調整を
図った。

【　措置済　】　　令和　４年１２月１２日
イ　こどもに関わる施策（事業）が多くなってい
る。親が困ったときに、相談窓口がわかる一覧が
あると便利なツールになるので、部内へ働きかけ
て各所属の業務をまとめること。

  子育て施策（事業）と相談先を取りまとめた
「よっかいち子育てガイドブック」や「ひとり親家
庭のしおり」を活用して、引き続き、相談業務を行
うとともに、保護者をはじめとした市民が相談しや
すい環境となるよう、新たにヤングケアラーの相談
窓口一覧をとりまとめて、市のホームページに掲載
した。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　特定の職員への業務の偏りがないよう、業務分担
の見直しや、対応方法の見直しを行った。関係機関
からの提出書類のうち、点数計算が必要な書式につ
いてはエクセルを活用し自動計算できるように様式
の修正を行い、双方の時間外削減につながるよう業
務改善を行った。しかし、新型コロナウイルス感染
症に関連する業務の増や、既存事業の対象者の増等
による業務が増加したことにより、年間３６０時間
超の職員は令和３年度の５名から、令和４年度の６
名に増加した。
　児童通所支援事業担当職員を中心に時間外勤務が
多いことから、システムの更新と並行してＡＩ技術
等の活用・検討を行っていくほか、職員配置計画に
より人員増の要求を続けていくとともに、業務量の
平準化・効率化を図り、時間外勤務の縮減に努め
る。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　業務分担の見直しや対応方法の見直し等を行うと
ともに、問合せ時間の減をねらい、申請様式のホー
ムページへの掲載等を行っている。児童通所支援事
業における申請者数が増加傾向にあり、令和５年度
においても年間３６０時間超となる職員は同程度と
見込まれることから、引き続き業務量の平準化・効
率化を図り時間外勤務の削減に努める。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　８月１６日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　事務処理については、チェックすべき事項を改め
て確認・周知し、日々複数の職員で確認を行い、業
務精度の向上に努めている。処理方法について疑義
がある場合は担当課職員に確認を行う等、ミスの発
生の防止に努めた。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　こども発達支援課

３　監査実施期間　　　令和 ４年　８月１６日

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が多く見受けら
れた。所属長は、職員の時間外勤務を分析して、
職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図
るため、働きやすい職場環境づくりを行い、働き
方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ技術
の活用等による業務改善をはじめとする業務効率
化等による時間外勤務の削減に取り組むこと。
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②  ５歳児健診の必要性について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　５歳児に対する健診は法定健診でないことから実
施方法についての取り決めがなく、自治体により実
施方法が様々であり、こども発達支援課においては
「５歳児保護者アンケート」を採用している。
　アンケート方式については７年分の積み重ねがあ
り、こども発達支援課から保護者へのフォローの方
法については検討を続けている。フォローの必要性
の有無についてはアンケートから判断しやすいと考
えており、現時点ではアンケートの継続を検討して
いる。
　「５歳児健診」を行っている自治体についての調
査は継続して実施したうえで、それぞれの実施方法
におけるメリット・デメリットを見比べ、実施方法
の検討を継続して行っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　令和５年度においても５歳児保護者アンケートに
て実施をしているが、本市と同程度の人口及び対象
児人口の自治体が５歳児健診を行っている例がな
く、調査については継続して実施していく。

③  おもちゃ図書館の運営について【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　おもちゃ図書館は、平成２年の開館に合わせて結
成されたボランティア団体の協力を得て運営してい
ることから、経理・事務処理・スタッフ募集等につ
いてはボランティアを統括できる市社会福祉協議会
に業務委託している。市社会福祉協議会が事務手続
きや関係各所への連絡及び調整等をするとともに、
市が本事業の全体的な調整・決定をすることによ
り、ボランティア団体に過度な負担がかからないよ
う配慮している。
　今後もボランティア団体、社会福祉協議会と市の
連携を現在のニーズに沿った運営を行えるよう努め
ていく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　おもちゃ図書館の運営にあたり、毎月１回市社会
福祉協議会及び運営ボランティアが出席する定例会
に市担当者が出席しており、業務においての伝達や
情報共有を行っている。定例会以外の場においても
必要事項や運営にあたっての協議を都度行ってい
る。令和６年度の予算要求に際して市社会福祉協議
会から業務委託についての聞取りも実施しており、
積算について精査を行っている。

④  駐車券の管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　８月１６日
　来客に配付するために駐車券を保有している
が、保管枚数が多いと思われる。適正な管理を徹
底するとともに、保有するのは必要最小限の枚数
とすること。

　各種教室参加保護者等への配布見込み数により駐
車券を購入していたため、購入枚数の考え方を見直
し、過去３カ月の配布実績数同数の購入とし、保有
数を必要最小限とするよう改めた。

　おもちゃ図書館は運営開始から３０年が経過
し、当初の障害児の情緒・身体機能の発達の促進
を主目的とする運営方針が、現在ではそれに加
え、障害児とその他の子どもとの交流を図ること
も主要な目的となっている。おもちゃ図書館につ
いて、現在の市社会福祉協議会への業務委託方式
の妥当性の検討を含めて運営方法の検討を行うと
ともに、仕様・積算を十分精査し、現在のニーズ
に合った運営を行うこと。

　３歳児健診以降、就学時健診までスクリーニン
グの機会がなく、また、発達障害の特性が５歳頃
に顕著に現れてくることから、発達に課題のある
児童の早期発見の観点で、５歳児健診は重要な手
段の１つであるといえる。
　こども発達支援課は、平成２８年度から、発達
に課題のある児童の早期発見・早期支援の観点か
ら、「５歳児保護者アンケート」を実施してお
り、様々な工夫により回収率を上げ、また、推進
計画「途切れのない発達支援事業」として様々な
事業を実施することにより、効果を上げている。
５歳児健診については、実施する自治体を調査す
るなど、今後も継続して実施の検討を行っていく
こと。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置のリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　引き続きハローワークや市の広報媒体を活用し、
育休代替職員の確保に努めていく。
　職員間の連携について、円滑な業務遂行ができる
よう、今後も会議等の場を活用していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　作業療法士については、令和５年度に育休代替職
員を募集したが採用に至らなかった。今後も引き続
き職員の確保に努めていく。
　職員間の連携については、代表者会議、職員会
議、各部門別の会議等多数開催されており職種を超
えた連携も図られている。

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員の事務
量とその業務内容について把握し、業務分担に偏り
が生じないよう注意を払っていくとともに全体とし
て時間外勤務の削減に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　時間外勤務が年間３６０時間を超えないよう、職
員の業務内容とその事務量等について注視し、全体
として時間外勤務の削減に努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日
②　時間外勤務の時間数が職員により偏りがある
ことから、偏りのない業務配分とするなど、管理
職がしっかり意識をもって対応すること。

　育休の職員が複数あり、専門職の採用について、
継続的に実施しているものの、育休代替職員の募集
という雇用期間に制限がある中で、採用には至って
いない。今後も適正な人員配置に努めるとともに、
職員に対し、「ノー残業デーの徹底」や「ワーク・
ライフ・バランスの推進」を積極的に呼びかけてい
く。

　

①　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外
勤務が年間３６０時間を超える職員が見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務を分析して、職
員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図
るため、働きやすい職場環境づくりを行い、働き
方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ技術
の活用等による業務改善をはじめとする業務効率
化等による時間外勤務の削減に取り組むこと。

　専門職の配置については、利用者の利便性を高
めるよう、引き続き育休代替職員の確保に努める
こと。
　また、職員間の連携については、種々の会議が
行われているとのことであるが、引き続き、会議
等により職員間の連携を図ること。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　児童発達支援センターあけぼの学園

３　監査実施期間　　　令和 ４年　８月１２日
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日
ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　会計処理にあたっては「会計事務の手引き」「支
出事務の要点」ほかマニュアルに基づき、適正に事
務を進めていくことを確認した。また、事務担当者
以外のチェック体制について、引き続き主幹・副園
長・園長の３人体制で行い、特に決裁日や請求書の
代表者氏名の記載など今回指摘のあった事項につい
て重点的に審査を行うことを確認した。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
イ　事務誤りの発現は、担当者以外が視点を変え
てチェックしたことにより発見できることから、
年２回の自己検査点検を適切に行うこと。

　年２回の自己点検について、事務担当者以外で実
施した。

②　園内の整理について【効率性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１２月２１日
　施設規模に対し、倉庫面積部分が狭いためか、
遊具や訓練具が廊下に置いてある状況である。子
どもの動きは予測ができないため、事故が起きな
いよう職員は常に意識すること。

　廊下に遊具や訓練具が放置されていないことを確
認した。また、職員会議の場で職員に対し周知し
た。

③　給食代金について【経済性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日
　職員や保護者の給食代金は1食あたり３２０円を
徴収している。保育園の職員の給食代金と比較す
るとあけぼの学園の方が単価が高い現状である。
当初からの設定ということであるが、なぜ保育園
より高いのか原因を調査し、改善策を見出すこ
と。

　当学園の給食は、保護者にも提供していること、
摂食指導としてバナナなどの噛み取り食材を加えて
いること等の理由により、一般的な給食に比して単
価が高くなる傾向にある。一食あたりにかかる食材
料費については毎月把握しており、今後も給食代金
の適正な設定に努めていく。

④　送迎バスについて【有効性の視点】
【　措置済　】　　令和　５年　２月　１日

ア　運転手の確保は困難であるものの、確保がで
きないと送迎が成り立たなくなることから引き続
き確保に努めること。

　令和５年２月から新たに運転手１人を採用した。
今後も引き続き確保に努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年　８月１７日
イ　バスに備え付けられている発作対応マニュア
ルは古いため、常に最新の状況に更新すること。
保育士はマニュアルをしっかりと把握した上で添
乗すること。

　早急にマニュアルの見直しを行い、バスに配置し
た。また、センター会議の場で保育士全員に周知を
した。

⑤　保護者への連絡について【効率性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１２月２６日
　保育園や幼稚園は保護者への緊急時の連絡とし
て「すぐメール」を活用している。職員の負担軽
減も考えられることから、あけぼの学園において
も保護者への連絡にＩＣＴを活用できないか検討
すること。

　連絡ツールアプリについて、業者に説明を求める
など具体的な検討を行ったが、結果として、当学園
の規模ではアプリはなじまないと判断し導入を見
送った。

⑥　近隣病院との連携について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　四日市消化器病センターとは、子どもの診察や
職員のワクチン予防接種、栄養士や言語聴覚士と
の情報交換をする機会があり、連絡を取り合って
いる。近隣であり、立地に恵まれていることから
病院の経験や知識など情報提供をしていただきな
がら引き続き連携を行うこと。

　従来から当学園と消化器病センターの双方を利用
する児童について情報交換を行っているほか、職員
の健康管理についても一定の考慮をしてもらってい
る。今後も引き続き良好な連携を継続していきた
い。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　保育幼稚園課の時間外勤務時間の課内平均は、令
和３年度実績が年間３８２時間であるのに対し、令
和４年度実績は年間３８５時間であり、前年度と同
水準であった。引き続き時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が多く発生している状況であるた
め、係ごとの業務分担の見直しや、ＲＰＡ導入によ
る業務の効率化等、時間外勤務削減のための取り組
みを実施することで、職員のワーク・ライフ・バラ
ンスの確保に努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　保育幼稚園課の時間外勤務時間の課内月平均は、
令和４年度上半期が３８．４時間であるのに対し、
令和５年度上半期は２９．８時間であり、改善傾向
が見られる。係ごとの業務分担の見直しや、ＲＰＡ
導入による業務効率化等の時間外勤務削減のための
取り組み実施の効果が反映していると考えられる。
　下半期も引き続き、取り組みを継続し、職員の
ワーク・ライフ・バランスの確保に努める。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

① 保育士等の服務規律の徹底について【合規性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　保育士等の不祥事が生じており、子どもを預け
る保護者にとっては大きな問題である。こうした
事態を重く受け止め、全体的な緩みがないか、保
育幼稚園課としても現場に目を向け、こうしたこ
とが二度と起こることのないよう取り組むこと。

　市職員、保育士等の服務規律の遵守については、
課主催の新規採用職員研修をはじめとし、様々な研
修の機会において働きかけを行った。また、園では
保育士だけでなく用務員や調理員等の多様な職種の
職員が働いているが、当該職員に対しても、各園で
服務規律、こどもの人権等に関する研修を必ず実施
するよう指導し、全園で研修を実施したことを確認
した。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　保育幼稚園課

３　監査実施期間　　　令和 ４年　８月１６日、９月８日

　厚生労働省の定めている過労死の労災認定基準
を上回る勤務状況が発現し、かつ職員の時間外勤
務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、
職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分
担の再確認等を行うこと。加えて、職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図るため、働きや
すい職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めること。また、ＡＩ技術の活用等による
業務改善をはじめとする業務効率化等による時間
外勤務の削減に早急に取り組み、過労死認定基準
を上回る状況の解消を実現すること。
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②　適正な文書管理について【合規性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　担当課としては、新設整備に関する三重県への事
前協議書の提出の決裁をもって、市の意思決定文書
としていたものである。今回、当該文書は市の意思
決定文書に当たらないとの指摘がなされたことを踏
まえ、適切な決裁文書作成に努める。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日
　担当課としては、新設整備に関する三重県への事
前協議書の提出の決裁をもって、市の意思決定文書
としていたものである。今回、当該文書は市の意思
決定文書に当たらないとの指摘がなされたことを職
員全員が認識し、今後、課全体として適切な決裁文
書作成に努めていく。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　保育幼稚園課職員の園訪問や園長会等で、職員へ
直接聞き取りを行う等、現場状況の把握に努め、園
職員の健康管理、ワーク・ライフ・バランスの確保
についても課として引き続き取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日

　令和４年度上半期の現場職員の時間外月平均が１
４．８時間であったのに対し、令和５年度は７．９
時間と、改善傾向がみられる。保育幼稚園課におい
て、園職員の健康管理、ワーク・ライフ・バランス
の確保に取り組んだ結果が少なからず反映された結
果と考えられる。今後も引き続き、現場職員の適切
な時間外勤務等の管理に努めていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　所属において発生した事務処理誤りについては、
必要に応じて係内・課内で共有を行い、同様のミス
が発生しないように努めている。ミスが発生しやす
い事務については、マニュアル等を作成し、園へ展
開した。また、複数人で確認を行う等のミスを未然
に防ぐ取り組みを徹底し、今後も引き続き課全体
で、適切な事務執行に努めていく。

　保育園・幼稚園等の現場における時間外勤務の
状況についても、特定の職員に負担がかかってい
ないかなど、保育幼稚園課としても現場の状況を
しっかりと把握し、適切な時間外勤務の管理に努
めること。

　私立保育園の新設に関する市の意思決定を行っ
た決裁文書が存在しないということである。この
ような状況では、決定に関する経緯が不明瞭であ
るとの市民からの指摘を招きかねず、こうした決
定については適切に決裁をとるなど、適正な業務
執行に努めること。
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②　保育士等の人材確保について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
ア　高まる保育の利用ニーズに対応するために
は、公立・民間ともに保育士等の人材確保が大き
な課題となっている。養成校への訪問などに加
え、関係機関との連携をとりながら、効果的な人
材確保に努めるとともに、こうした人材の四日市
市への定着が進むよう取り組む必要がある。

　保育士等の人材確保については、公立・民間共通
の課題と捉え、四日市私立保育連盟と連携をとりな
がら、事業を進めている。令和４年度は「保育士確
保推進に向けた連携会議」（計７回）の中で私保連
と調整しながら、養成校訪問やＰＲパンフレットの
作成・専用ホームページの開設を行った。令和５年
度は就労奨励金の支給により保育士等の定着を図る
ほか、引き続き効果的な事業に取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
イ　保育士等の人材確保においては、新卒の採用
に取り組むだけでなく、離職した人材の採用や、
民間の保育所の支援など、公立・民間がともに円
滑に園の運営ができるような取り組みについて検
討すること。

　令和４年度は、市職員の採用試験を３ヵ月早めて
実施し、人材確保に努めた。また、「職場復帰支援
就職セミナー」を開催し、離職者や保育士資格を持
つ未経験者等（潜在保育士）の確保を図ったほか、
私立保育連盟が主催する就職ガイダンスに要する経
費を補助することで、民間保育所への支援を行っ
た。令和５年度以降も民間保育所が保育士確保・定
着のために実施する就労奨励金支給への補助を行う
など、民間保育所への支援に取り組んでいく。

③ 私立保育園の適切な定員管理について【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　私立保育園において、設立当初の定員から削減
する園が見受けられる。公定価格の観点から、削
減の申し出を受けざるを得ないところがあるとの
ことであるが、基本的には当初の定員を維持して
もらえるように、私立保育園とのコミュニケー
ションに努めること。

　定員の減少については、私立保育園と事前の協議
を行い、利用園児数の推移や保育士確保状況などを
確認し、必要最低限の減少数となるよう調整してい
る。また、保育士不足を背景に当初の定員の維持が
難しいという事情があるため、引き続き、私立保育
連盟と連携しながら保育士の確保に取り組んでい
く。

④　公立幼稚園の園児の確保について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　園児数が減少している状況において、全国国公
立幼稚園・こども園長会を活用するなどして、園
児数の増加につながるような取り組みを行ってい
る先進的な事例などについて情報収集を積極的に
行い、四日市市における園児数の確保にも活かせ
るよう取り組むこと。

　全国国公立幼稚園・こども園長会研究大会総会研
究大会（奈良大会）や同じく研究協議会（香川大
会）にオンラインで参加し、子育て支援や小学校の
連携をテーマにした実践を学んだ。また、幼児教育
研究協議会（津）に参加し、園長会等で還元を行っ
た。

⑤　保育園等の整備等における適正な手続きについ
て【合規性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　ご指摘の事例における具体的な経緯は不明である
が、開発許可制度は都市整備部が所管しており、開
発許可に関する相談については、開発審査課で行っ
ている旨、案内し、適切な手続きを進める。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日

　ご指摘の事例における具体的な経緯は不明である
が、開発許可制度は都市整備部が所管しており、開
発許可に関する相談については、開発審査課で行っ
ている旨、案内し、適切な手続きを進めた。

⑥ 保育環境の整備について【効率性・有効性の視
点】

【  措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　公立幼稚園での３歳児の受け入れを進めること
で、保育需要の高い０歳から２歳児を保育園で受
け入れやすい環境をつくることができると考えら
れる。私立保育園の認定こども園化も含め、より
広い視野に立って保育環境の整備を考えること。

　公立幼稚園の３歳児の受け入れについては、公立
幼稚園がこども園に移行する際に、教育認定３歳児
の受け入れを行う予定である。また、私立保育園の
こども園への移行についても、移行を希望する園や
関係機関と協議しながら進めている。

　保育園等を新規に整備するにあたり、市街化調
整区域への設置について、開発許可手続き上、一
概に不可とはされないにも関わらず、調整区域で
あるという理由で保育幼稚園課が認めない事例が
あったと認識している。開発許可については都市
整備部が決定するものであり、保育幼稚園課には
許認可権がないことを十分認識し、園の申請等に
おいて事業者に誤解を与えることのないよう、正
しい対応に努めること。
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⑦　園と地域との連携について【有効性・住民福祉
の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

ア　園と地域との連携において、様々な協議会等
が設立されることもあると思われるが、こうした
協議会等の活動については各園独自で行うにとど
まらず、その方向性や内容について保育幼稚園課
も確認の上で進めるなど、課と園等における連携
をしっかり行うこと。

　幼稚園・こども園は、地域住民、保護者等と協働
して、園づくりビジョンの実現を図るため、園づく
り協力者会議を設置していている。年３回の園づく
り協力者会議報告書や、年度末に各園が実施してい
る園関係者評価を課で供覧し内容把握に努めてい
る。園関係者からいただいた意見を参考にしなが
ら、次年度の園運営に反映させている。

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
イ　新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的
として、運動会等への地域の人の参加ができない
状況が続いている。運動会等は地域の子どもたち
の成長を見るよい機会でもあることから、今後の
感染状況を見ながらではあるが、地域の人の参加
ができないか検討を行うこと。

　園及び地域での感染状況を踏まえながら、行事の
運営については園と共に協議をしており、地域の方
にこどもたちの育ちをみていただける方向で検討・
調整を進めている。

⑧　園における子どもの受け渡しについて【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　園における保護者と園との子どもの受け渡しに
ついては、特にリスクの高い帰りの際には誰に子
どもを受け渡したかなどの確認をしっかり行うな
ど、職員にマニュアルを徹底させ、受け渡しにお
ける事故が生じることのないよう取り組むこと。

　こどもの安全確認については、各園での職員への
マニュアルの再確認を行い、併せて保護者とも安全
管理について共有するよう各園に指導を行った。

⑨　園における施設環境の整備について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

ア　園に設置される監視カメラについては、子ど
もたちの安全を守るためにも全方位に向けて設置
されるのが望ましく、死角が生じることのないよ
うな設置に努めること。

　修繕計画等に基づき、毎年４園程度監視カメラの
更新を行っており、その際、増設が必要か検討・判
断している。今後も計画に沿って、適切に監視カメ
ラの設置を行う。

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日
イ　園の周囲のフェンスについては、古い園では
大人の腰高までしかないようなものも見受けられ
る。子どもたちの安全を守るためにも、乗り越え
られないものを基準としてフェンスの設置を行う
よう努めること。

　フェンス更新の際は原則１．５ｍの高さのフェン
スに更新している。

⑩　園における事故の原因把握と再発防止について
【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　日本スポーツ振興センターの災害共済給付金の
制度を通じ、園で発生する事故について、それが
園の環境によるものか保育士等の指導によるもの
かなど、その原因の把握に努めるとともに、その
結果を現場への指導につなげ、事故の再発防止に
取り組むこと。

　園で発生する事故について、その都度状況を確認
し、それが園の環境によるものか、保育士が連携し
て見守る中でも子どもの動きの予測ができなかった
のはなぜかなど、丁寧にその原因の把握に努め、検
討結果や具体策を事故報告書で報告すると共に、必
要に応じて、同様の事故の再発防止のため、他園に
も園長会（緊急の場合にはメール等も活用）で事故
の情報と併せて、予防策・留意点などを情報共有し
て現場への指導につなげている。

⑪　園における給食について【効率性・有効性・住
民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　２年　３月　１日

　保育園等における給食において、宗教的な配慮
が必要な事例がある。アレルギーを持つ子どもへ
の対応と同様、しっかりとマニュアルを整え、研
修などを通じて周知に努め、今後は問題が生じる
ことのないよう取り組むこと。

　宗教的な配慮については、令和２年３月にマニュ
アル「保育施設の給食に関するハラール対応の考え
方」を作成し、市内の全園（公・私とも）に配布及
び周知を行っている。今後も研修などの機会に基本
事項を確認し、対象となる場合には、家庭と十分に
連携して対応をするよう徹底していく。なお、令和
５年度は、令和５年５月２６日に給食調理員対象の
研修会で、再確認を行った。
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⑫　借用物件の取り扱いについて【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　土地の借用について、無償での借用となってい
る事例が見受けられる。土地の所有者の確認は定
期的にはされておらず、所有者が死亡した際の対
応に課題もあることから、無償での借用自体の是
非も含め、送迎用の駐車場の借地契約のあり方に
ついて検討を行うこと。

　送迎用駐車場として無償借用を行っている土地の
所有者は令和５年度当初時点で確認が取れている。
無償で借用している場合も定期的に所有者へ連絡を
行い、引き続き適切に借用物件の管理を行ってい
く。

⑬　園での現金の取り扱いについて【合規性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

　園において保護者から現金を徴収する機会があ
るが、こうした現金管理については事故の生じる
ことのないよう適正管理に努めること。

　園において保護者等から現金を徴収した場合は、
基本的に当日銀行へ入金を行っており、園で現金を
保管することがないよう徹底している。また、銀行
に入金するまでは、鍵付きキャビネットに保管する
等適切に管理している。

⑭　監査に対する適切な取り組みについて【合規性
の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日

　時間外の縮減、人員確保、事務処理のチェックに
関する項目については、引き続き改善に努める必要
があることから、継続努力としたものである。今後
とも可能な限り意見への対応を行うよう努める。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日

　時間外の縮減、人員確保、事務処理のチェックに
関する項目については、引き続き改善に努める必要
があることから、継続努力としたものである。今後
も引き続き可能な限り意見への対応を行うよう努め
ていく。

　前回の監査における意見等に対し、３年経過し
た現時点においても継続努力となっているものが
複数見受けられる。保育幼稚園課のみでは困難な
ものについてはやむを得ない部分もあるが、可能
な限り意見への対応を行うよう努めること。
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【総務課】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月３０日

イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　財務事務及び個人情報管理事務処理について、今
回の定期監査での指摘はなかったが、過去に指摘さ
れた事項もある。「会計事務の手引き」等のマニュ
アルを活用した事務の適正処理及び「個人情報保護
法」に関して職員に周知徹底し、チェック体制を強
化して内部牽制を構築している。

③ 預金通帳の管理について 【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日
　通帳と印鑑を別々の場所に保管するとともに、
盗難防止強化策として、保管場所をときどき変え
ることも検討すること。

　通帳と印鑑については、以前より別保管している
が、印鑑については、管理職によって不定期に保管
場所の変更を行うこととした。

⑤ 出動に対応できる環境整備について 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　北西出張所の建設を進めるとともに、西南出張所
の新たな出張所整備に向けて土地を取得するなどの
職場環境の整備に取り組む。併せて資格取得、昇
任、現所属の配属年数などを考慮し、災害現場活動
と予防業務などのジョブローテーションを行い、消
防職員としての能力向上を図るとともに、個々のラ
イフステージに応じた働き方ができる職場環境の整
備に取り組む。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　職場におけるハード面の環境整備に関して、北西
出張所は建設工事を進めており、西南出張所の出張
所整備に関しては、庁舎の設計業務に取り組んでい
る。
　また、ソフト面の環境整備に関して、ジョブロー
テーションや個々のライフステージを考慮した、職
員配置を検討している。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　消防本部

３　監査実施期間　　　令和４年　８月２３日

　８分消防・５分救急を目標とし、分署の増設や
車両の充実等、出動体制の整備に取り組んでいる
ところであるが、さらにベストなパフォーマンス
が発揮できるよう、人員配置を含めた環境整備を
行うこと。
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⑦ キャッシュレス化への対応について 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　キャッシュレス化やＤＸ化の分野において先進的
な取組みを行っている神戸市消防局を視察したとこ
ろである。導入については現在検討中であるが、当
消防本部として市民や事業者の利便性を高めつつ、
職員の負担軽減に向けて、今後とも予防保安課と連
携して研究を進める。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　キャッシュレス化の導入による、市民や事業者の
利便性向上の効果等について、ヒアリング等をおこ
ない、職員の負担軽減も含めた継続した検討をおこ
なっている。

＜総務課個別事項＞
分署長の代替要員の確保について

【　措置済　】　　令和　４年１１月３０日

　消防署の各分署において、分署長の年休取得数
が少ない。その要因の一つは、分署では、出動時
に分署長が残ることとしているためであり、分署
長の代替要員の確保についても検討すること。

　分署長の代替要員として、消防署と分署が連携し
て職員の回勤を行い､年休取得を促進することとし
た。

【消防救急課】
指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　　摘 措置（具体的内容）・対応状況

四日市市消防団運営費交付金について 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　四日市市消防団運営費交付金交付要綱における対
象経費を明確にするように要綱の改正（案）を作成
し、令和６年度からの施行に向けて消防団と協議を
行っている。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
 四日市市消防団運営費交付金交付要綱における対象
経費を明確にするように要綱の改正（案）を作成
し、消防団の会議等で協議を行った。
　令和６年３月中に改正を行う。

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　令和６年度からの施行に向けて各分団の実員数で
交付するように消防団と協議を行っている。
　なお、交付金額を算定する基準日についても併せ
て協議を行っている。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
 四日市市消防団運営費交付金交付要綱における対象
経費を明確にするように要綱の改正（案）を作成
し、消防団の会議等で協議を行った。
　令和６年３月中に改正を行う。

　危険物許可に関する手数料について、現金での
取り扱いが多い。事故を起こさないため、また、
職員の負担軽減のためにも、キャッシュレス化へ
の対応を研究すること。

ア　四日市市消防団運営費交付金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）第２条で規定する６
項目の交付対象のうち、「(6)その他市長が認めた
もの」に該当としているものが交付金額全体の
内、多くの割合を占める。交付要綱において、対
象経費を明確にすること。

イ　交付要綱では、四日市市消防団規則で定めら
れた定員数で交付金を算定することとしている
が、定員割れしている分団が多く存在するため、
実態に応じたより適切な交付実績となるよう検討
すること。
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【　措置済　】　　令和　５年　３月１０日
ウ　実績報告書の早期提出について、申請者に徹
底した指導を行うとともに、交付金額の正確な算
定を担保するため、交付申請書と実績報告書の精
緻な照合について、再徹底すること。

　消防団の会議、通知で実績報告書を早期に提出す
るように徹底を図り、提出後、交付申請書と実績報
告書の精緻な照合の再徹底を図った。

【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　令和６年度からの施行に向けて、交付対象、交付
金額について消防団と協議しながら四日市市消防団
運営費交付金交付要綱の改正を行う。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　令和６年３月中に改正を行う。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）大規模災害時における他市町との応援・受援
体制に係るリスク

【　措置済　】　　令和　５年　３月１０日

　大規模災害が発生した場合に、実際に本市に応
援に入ることが想定される消防隊と、平常時から
ともに研修等を行うことで交流を持ち、緊急時に
お互いに役立つような、目で見て分かるような情
報発信をすること。

　大規模災害の発生に備え、年２回（中部ブロッ
ク、近畿ブロック）の訓練を実施し、訓練時に本市
へ応援が想定される消防隊と交流を図っている。
　また、緊急時には、被害情報等を全国の消防機関
が共有するシステムが構築されている。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月１０日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　事務処理については、各係で責任を持って確認作
業を実施するとともに、法令等に基づいて処理が行
われているか、目的に見合った成果が出ているかな
ども併せて確認を行うことを徹底した。
　また、ルールに基づいた事務執行が出来るように
所属長等による研修を実施した。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１０日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　財務処理の方法や個人情報に関する事務処理につ
いて、研修を実施し、各個人のスキルアップを図る
ことによりチェック機能の強化を図った。
　併せて、上位職による内部牽制体制の構築を図っ
た。

③ 預金通帳の管理について 【　措置済　】　　令和　５年　３月１０日
　通帳と印鑑を別々の場所に保管するとともに、
盗難防止強化策として、保管場所をときどき変え
ることも検討すること。

　管理職で保管場所、通帳管理について適宜確認を
実施するとともに、盗難防止策として保管場所（施
錠できる場所）も随時変更した。

エ　四日市市補助金等交付規則の趣旨に則り、交
付要綱を改正し、上記ア、イ及びウについて反映
させること。
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＜消防救急課個別事項＞
① スマート信号導入の働きかけについて

【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日

　スマート信号の導入について、今後、警察等の関
係機関と調整を図っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　他都市の状況を調査研究し、引き続き警察等の関
係機関と調整を図っていく。

② 消防団分団の定数について 【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日
　消防団員の確保については、全国的な問題となっ
ている。本市においても定員を確保できるように消
防団のＰＲ活動を実施している。
　定数の見直しについては、地区人口などを考慮し
ながら、消防団と協議していく。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　消防団員の定数については、消防団幹部と会議の
場等で協議を行っている。
　今後も地区人口の変動などの地域事情も踏まえて
協議を継続していく。

③  「みえ消防団応援の店」制度の周知について 【　継続努力　】　　令和　５年　４月３０日
　実施主体である三重県消防協会などと協力を図り
ながらホームページでＰＲを行うとともに、消防団
入団促進キャンペーンなどの機会を捉えて周知を
図っており、さらに、商工会議所が会員向けに発行
する会報に募集記事を掲載することで、市内事業者
に向けて周知を図った。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　実施主体である三重県消防協会へこの制度のＰＲ
活動を実施していくように依頼を行った。
　また、三重県消防協会と協力してこの制度をイベ
ント等において周知を図っていく。

【予防保安課】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

　出動中の車両事故は、現場にいかに早く到着す
るかという業務の性質上、どうしても起こり得る
ものと考えられる。安全対策として、スマート信
号（現場急行支援システム：ＦＡＳＴ）の導入に
ついて、関係機関への働きかけを検討すること。

　消防団の分団について、多くの分団で定数割れ
している状況がある。地区の人口変動もあり、分
署の増設もあったことから、定数自体が実態に合
わなくなっている可能性もあり、定数の見直しを
行うこと。

　県の「みえ消防団応援の店」制度で、本市で約
３００店の飲食店等が登録され、消防団を応援し
ているが、この制度自体があまり周知されていな
い。登録店が増えることにより消防団の活性化に
つながるため、周知に力を入れること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年１２月１９日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

  事務処理におけるミス等の防止については、各自
が「文書事務の手引き」等で基本的な事項を確認す
るとともに課内で徹底を図った。引き続き事務能力
の向上に努めるとともに、発生しやすいミス等によ
るリスクを認識させ、上位職による牽制やサポート
を行っていく。

【　措置済　】　　令和　４年１２月１９日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

  財務事務は「適正な事務事業推進のためのチェッ
ク事項」や「会計事務の手引き」等のマニュアルを
活用することで、適正な事務処理が行われるよう徹
底を図った。また個人情報管理事務は、個人情報保
護法等を再認識させ、上位職による内部牽制体制の
構築を図った。
　引き続き事務能力の向上に努めるとともに、発生
しやすいミス等によるリスクを認識させ、上位職に
よる牽制やサポートを行っていく。

③ 預金通帳の管理について 【　措置済　】　　令和　４年１２月１９日
　通帳と印鑑を別々の場所に保管するとともに、
盗難防止強化策として、保管場所をときどき変え
ることも検討すること。

  通帳と印鑑はすでに別保管をしていたが、保管場
所についても検討を行い、四半期ごとに変更するこ
ととした。

⑦ キャッシュレス化への対応について 【　継続努力　】　令和　５年　４月３０日
  キャッシュレス化やＤＸ化の分野において先進的
な取組みを行っている神戸市消防局を視察したとこ
ろである。導入については現在検討中であるが、当
消防本部として市民や事業者の利便性を高めつつ、
職員の負担軽減に向けて、今後とも総務課と連携し
て研究を進める。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　キャッシュレス化の導入による、市民や事業者の
利便性向上の効果等について、ヒアリング等をおこ
ない、職員の負担軽減も含めた継続した検討をおこ
なっている。

【情報指令課】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

　危険物許可に関する手数料について、現金での
取り扱いが多い。事故を起こさないため、また、
職員の負担軽減のためにも、キャッシュレス化へ
の対応を研究すること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　１月　２３日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　文書事務の手引きを活用して、適正な事務を行う
ために確認すべき事項について周知徹底した。ま
た、上位職に対して発生しやすいミスやそれによっ
て発生するリスクを周知し、決裁時におけるチェッ
ク体制の強化を図った。

【　措置済　】　　令和　５年　１月　２３日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　所属職員に対して、会計事務の手引き及び個人情
報保護制度の手引きを活用して、制度の概要や注意
すべき点について周知徹底した。

③ 預金通帳の管理について 【　措置済　】　　令和　５年　１月　２３日
　通帳と印鑑を別々の場所に保管するとともに、
盗難防止強化策として、保管場所をときどき変え
ることも検討すること。

　現在、通帳と印鑑は別々の場所で保管し、金庫の
暗証番号も人事異動時に変更している。さらなる対
策として、鍵の保管場所及び金庫の暗証番号を定期
的に変更することとした。

＜情報指令課個別事項＞
１１９番映像通報システムについて

【　措置済　】　　令和　５年　１月　２３日

　傷病者の状態や災害現場の状況などを、現場到
着前に映像で把握することができ、有効なシステ
ムである。もっと活用されるよう周知を図るこ
と。

　広報よっかいち、ツイッター及びインスタグラム
を使用した広報を実施した。また、救命講習や事業
所等の訓練時に、映像通報システムのデモンスト
レーションを行ったり、参加者に対してシステムの
概要を説明している。

【中消防署・中央分署・西分署・港分署】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　８月２３日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　所属職員に対して、監査結果を周知するととも
に、日常的に確認すべき事項については、職員間で
の共有を再度徹底した。
　引き続きミスが生じないよう、担当者及び上位職
は、各種の規程を活用した内部事務のチェック及び
牽制体制に努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　個人情報の漏えいや目的外使用が発生しないよう
に、個人情報保護制度の手引きを活用し、公務員と
して服務規律の徹底を図った。

② リスク管理について 【　措置済　】　　令和　４年　８月２３日
　救急出動の際の隊員の負傷、火災出動中の車両
事故、消火活動中の事故が近年発現している。各
消防署において、事故を起こさないよう、リスク
管理に取り組むこと。

　消防本部全体でヒヤリハット事例や事故事例の共
有を図り、再発防止に向けた職員の意識を高めた。
また、当署としては様々な災害を想定した訓練を企
画し、訓練の前後でリスクに関する情報共有を図
り、日頃から事故を生じさせないようリスク管理に
努めている。
　また、年間の業務計画の中で過去の事故事例等に
よる安全教育を実施するなど、事故防止の徹底に努
めている。

④ 大規模災害への対応について 【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
ア　津波浸水対策については、本市は沿岸部の事
業所も多く、事業活動中には相当数の従業員も存
在する。事業所の従業員の避難対策も想定し、関
係部局と連携し、啓発・訓練を行うこと。

　津波浸水対象地域に立地する事業所には、消防法
で規定する消防計画の中に大規模災害への対応につ
いて明記するよう指導している。また、県等の関係
部局とも連携し、査察等の機会を通じて啓発すると
ともに、消防訓練の実施についても指導している。

【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
イ　本市は、南海トラフ地震のような海溝型地震
だけではなく、直下型地震も想定されており、災
害への対策・対応も異なる。海溝型地震に加え、
直下型地震も想定した住民への啓発や避難訓練を
関係部局と連携し、行うこと。

　様々な地震への対応については、地域の防災訓
練、消防訓練、中学生への防災教室等の機会を通じ
て、理解を深めてもらえるよう啓発することとし
た。今後も、市部局と連携し実効性ある避難訓練を
行うよう努める。

【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
ウ　高齢者等の中には、大規模災害が起こった場
合に、避難を諦めている人も見受けられる。災害
時に、高齢者等を含め全ての人が避難できるよう
な地域における意識付けにも留意し、関係部局と
連携し、訓練や啓発を行うこと。

　消防本部が行う訓練等を通じて避難の重要性を啓
発することとした。今後も、市部局と連携して高齢
者等が避難を意識づけられるような訓練が行われる
よう努める。
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⑤ 出動に対応できる環境整備について 【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
　８分消防・５分救急を目標とし、分署の増設や
車両の充実等、出動体制の整備に取り組んでいる
ところであるが、さらにベストなパフォーマンス
が発揮できるよう、人員配置を含めた環境整備を
行うこと。

　職員の多くは、主に火災救急の現場活動を任務と
しているため、署所の職場環境は違えども日頃の訓
練を通じてベストパフォーマンスが発揮できるよう
努めている。今後も引き続き、訓練を重ねることで
災害対応に係る練度を高め、市民等の負託に応える
ように努める。

⑥ 消防業務のＰＲについて 【　措置済　】　　令和　４年１２月１５日
　期日前投票所になっている消防署では、投票に
同伴される子どもに対し、消防車両の案内や啓発
グッズの配付など、消防業務に親しみを持っても
らえるような取組みが行われている。選挙や社会
見学などに限らず選挙の行われていない平時にお
いても、このような取り組みを創意工夫して行
い、窓口を訪れる全ての子どもに消防業務・消防
職の重要性をＰＲすること。

　住民等の来庁は、消防について知ってもらえる絶
好の機会であると考えている。様々な機会を無駄に
することなく、これまでと同様に消防車両、装備品
の案内や啓発グッズの配布を行い、消防に関するＰ
Ｒを行っていく。

⑦ キャッシュレス化への対応について 【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日
　総務課及び予防保安課を中心に、キャッシュレス
化に向けた研究を行っている。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、総務課及び予防保安課を中心に、
キャッシュレス化に向けた研究を行っている。

【北消防署・北部分署・朝日川越分署】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　９月３０日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　「文書事務の手引き」等を用いた職員研修を実施
したうえで、定められたルールに基づく事務の執行
を徹底した。また平成26年4月28日付の総務部長通知
にあるチェック用一覧を活用し、チェック事項の明
確化、見える化を図るとともに、ダブルチェック体
制の強化を図った。

　危険物許可に関する手数料について、現金での
取り扱いが多い。事故を起こさないため、また、
職員の負担軽減のためにも、キャッシュレス化へ
の対応を研究すること。
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【　措置済　】　　令和　４年　８月３０日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　財務事務、個人情報管理事務にかかる各種規定に
基づいた適正な事務処理について再確認し、徹底を
図るとともに、個人情報保護にかかる事故事例を共
有し、再発防止を図った。また、内部牽制の体制に
ついて、ダブルチェックの徹底を図った。

② リスク管理について 【　措置済　】　　令和　４年１０月２３日
　救急出動の際の隊員の負傷、火災出動中の車両
事故、消火活動中の事故が近年発現している。各
消防署において、事故を起こさないよう、リスク
管理に取り組むこと。

　消防本部全体でヒヤリハット事例や、事故事例の
共有を図り、再発防止に向けた職員の意識を高め
た。また、当署としては、車両事故の防止を目的と
した自動車学校での走行訓練や、様々な災害を想定
した各種訓練のほか、積極的なＫＹＴの実施などを
通じて、事故防止の徹底に努めた。

④ 大規模災害への対応について 【　措置済　】　　令和　４年１２月２７日
ア　津波浸水対策については、本市は沿岸部の事
業所も多く、事業活動中には相当数の従業員も存
在する。事業所の従業員の避難対策も想定し、関
係部局と連携し、啓発・訓練を行うこと。

　沿岸部の事業所における消防計画や予防規程の策
定に際し、従業員の避難計画についてこれまで同様
指導を継続するとともに、コンビナート事業所との
合同訓練、立入検査等の機会を通じて、事業所従業
員の避難対策について啓発を行った。引き続き、市
長部局と連携して訓練の啓発、実施に努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年　９月　４日
イ　本市は、南海トラフ地震のような海溝型地震
だけではなく、直下型地震も想定されており、災
害への対策・対応も異なる。海溝型地震に加え、
直下型地震も想定した住民への啓発や避難訓練を
関係部局と連携し、行うこと。

　令和４年度四日市市市民総ぐるみ総合防災訓練へ
の参加を通じて、直下型地震への備えについて啓発
を実施した。また市内中学校で実施している防災教
室では、起震車を活用して、直下型地震への理解を
深め、対策を身に付けるための指導を行った。引き
続き関係部局と連携し、ホームページを通じてハ
ザードマップを案内する等、直下型地震への啓発に
努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年　８月２３日
ウ　高齢者等の中には、大規模災害が起こった場
合に、避難を諦めている人も見受けられる。災害
時に、高齢者等を含め全ての人が避難できるよう
な地域における意識付けにも留意し、関係部局と
連携し、訓練や啓発を行うこと。

　社会福祉施設での避難に関して、消防計画の策定
を通じて指導していくことを継続するとともに、市
長部局と連携し、各自治会の防災訓練などにおい
て、高齢者等の避難行動における共助の重要性や、
そのことを意識した避難訓練の必要性について啓発
し、実施していく。

⑤ 出動に対応できる環境整備について 【　措置済　】　　令和　４年１２月１４日
　８分消防・５分救急を目標とし、分署の増設や
車両の充実等、出動体制の整備に取り組んでいる
ところであるが、さらにベストなパフォーマンス
が発揮できるよう、人員配置を含めた環境整備を
行うこと。

　本署と分署の人員配置について、ワークライフバ
ランスの達成も考慮した体制を検討し、勤務に就く
職員が常にベストなパフォーマンスを発揮できるよ
う配置した。

⑥ 消防業務のＰＲについて 【　措置済　】　　令和　４年　８月２３日
　期日前投票所になっている消防署では、投票に
同伴される子どもに対し、消防車両の案内や啓発
グッズの配付など、消防業務に親しみを持っても
らえるような取組みが行われている。選挙や社会
見学などに限らず選挙の行われていない平時にお
いても、このような取り組みを創意工夫して行
い、窓口を訪れる全ての子どもに消防業務・消防
職の重要性をＰＲすること。

　北消防署と各分署において、日頃から見学に訪れ
る子供たちに対して実施してきたグッズ配布等の広
報活動については、これからも継続するとともに消
防について知ってもらい、火災予防等につなげてい
く絶好の機会ととらえ、車両説明の方法や配布グッ
ズの選定について工夫を重ねていく。
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⑦ キャッシュレス化への対応について 【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日
　総務課及び予防保安課を中心に、キャッシュレス
化に向けた研究を行っている

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、総務課及び予防保安課を中心に、
キャッシュレス化に向けた研究を行っている。

【南消防署・南部分署】
指　摘
　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果
　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

＜各課共通事項＞
①　内部事務管理について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年１２月２１日

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　職員に対し、事務処理におけるミスを防止するよ
う注意を行うとともに、各承認者に決裁時にチェッ
クを強化するよう指導徹底した。
　また、副署長があらかじめ印刷し机上に配置した
「適正な事務事業推進のためのチェック事項」と照
合し決裁を行うことによりチェック体制の徹底を
図った。

【　措置済　】　　令和　４年１２月２１日
イ　南消防署（南部分署を含む）において、財務
事務、個人情報管理事務について、近年事務処理
誤りの発現がある。消防本部全ての課・署におい
て、適正な事務処理が行われるよう、内部牽制の
体制を再構築すること。

　個人情報の漏えいや目的外使用が発生しないよう
に、個人情報保護制度の手引きを活用し、公務員と
して服務規律の徹底を図った。
　また、決裁時における承認者及び決裁者によるダ
ブルチェック体制を徹底した。

② リスク管理について 【　措置済　】　　令和　５年　２月２３日
　救急出動の際の隊員の負傷、火災出動中の車両
事故、消火活動中の事故が近年発現している。各
消防署において、事故を起こさないよう、リスク
管理に取り組むこと。

　消防本部全体でヒヤリハット事例や事故事例の共
有を図り、再発防止に向けた職員の意識を高めた。
また、当署としては、各班ごとに近年の四日市市消
防本部における事故事例を中心に安全管理に関する
研修を行った。

④ 大規模災害への対応について 【　措置済　】　　令和　４年　９月１４日
ア　津波浸水対策については、本市は沿岸部の事
業所も多く、事業活動中には相当数の従業員も存
在する。事業所の従業員の避難対策も想定し、関
係部局と連携し、啓発・訓練を行うこと。

　昭和四日市石油などコンビナート企業と連携し訓
練を実施した。

　危険物許可に関する手数料について、現金での
取り扱いが多い。事故を起こさないため、また、
職員の負担軽減のためにも、キャッシュレス化へ
の対応を研究すること。
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【　措置済　】　　令和　５年　３月　５日
イ　本市は、南海トラフ地震のような海溝型地震
だけではなく、直下型地震も想定されており、災
害への対策・対応も異なる。海溝型地震に加え、
直下型地震も想定した住民への啓発や避難訓練を
関係部局と連携し、行うこと。

　中学生を対象とした防災教室をはじめ、企業、自
治会等への訓練指導時において、養老・桑名・四日
市断層による直下型地震発生時における本市の被害
想定を周知し、その対応対策についても広く市民へ
啓発を実施した。
　また市施設における避難訓練実施時に当該地震を
想定した避難訓練を実施した。

【　措置済　】　　令和　５年　１月下旬
ウ　高齢者等の中には、大規模災害が起こった場
合に、避難を諦めている人も見受けられる。災害
時に、高齢者等を含め全ての人が避難できるよう
な地域における意識付けにも留意し、関係部局と
連携し、訓練や啓発を行うこと。

　消防本部が行う訓練等を通じて避難の重要性を啓
発することとした。今後も、市部局と連携して高齢
者等が避難を意識づけられるような訓練が行われる
よう努めた。
　また、併せて「広報よっかいち」や四日市消防ツ
イッター等の媒体を活用した広報も行った。

⑤ 出動に対応できる環境整備について 【　措置済　】　　令和　４年　９月３０日
　８分消防・５分救急を目標とし、分署の増設や
車両の充実等、出動体制の整備に取り組んでいる
ところであるが、さらにベストなパフォーマンス
が発揮できるよう、人員配置を含めた環境整備を
行うこと。

　仮眠室を窓の無い個室とし、静穏性を向上させ、
仮眠をとりやすくすることにより、職務遂行時にベ
ストパフォーマンスを発揮できるようにした。
　今後は、完成した新庁舎の訓練施設を活用し、さ
らに訓練を重ねることで災害対応に係る練度を高
め、市民等の負託に応えるように努める。

⑥ 消防業務のＰＲについて 【　措置済　】　　令和　４年　９月３０日
　期日前投票所になっている消防署では、投票に
同伴される子どもに対し、消防車両の案内や啓発
グッズの配付など、消防業務に親しみを持っても
らえるような取組みが行われている。選挙や社会
見学などに限らず選挙の行われていない平時にお
いても、このような取り組みを創意工夫して行
い、窓口を訪れる全ての子どもに消防業務・消防
職の重要性をＰＲすること。

　新庁舎完成にともない、事務所受付に各種広報
グッズを通年配置した。
　また、職場体験授業にて管轄内の中学生を受け入
れPRを行うとともに、南部分署にて行われた職場体
験授業参加者にあっても、当消防署敷地においては
しご車搭乗等を行い積極的にPRを行った。

⑦ キャッシュレス化への対応について 【　検討中　】　　令和　５年　４月３０日
　総務課及び予防保安課を中心に、キャッシュレス
化に向けた研究を行っている。

【　継続努力　】　　令和　５年１０月３１日
　引き続き、総務課及び予防保安課を中心に、
キャッシュレス化に向けた研究を行っている。

　危険物許可に関する手数料について、現金での
取り扱いが多い。事故を起こさないため、また、
職員の負担軽減のためにも、キャッシュレス化へ
の対応を研究すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（４）意思決定の文書が不存在となるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　公文書の取扱いについては、引き続き新規採用職
員、所属長向けの研修、文書取扱主任者への啓発を
実施していく。その際、公文書の取扱いにおける不
備等についても取り上げることでより適正化を図っ
ていく。

【　措置済　】　　令和　５年　９月１１日
　令和５年９月１１日配信の文書取扱主任会議にお
ける研修動画の中で、文書事務の適正な取り扱いに
ついて、定期監査で散見された指摘事項を改めて取
り上げ周知を行った。また、各所属において職員に
再度周知するとともに、文書取扱主任者を中心とし
たチェック体制をあらためて強化するよう啓発し
た。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　５年　４月２８日

　選挙管理委員会事務局では厚生労働省の過労死
の労災認定基準を超える時間外勤務が行われてお
り、総務課は選挙管理委員会事務局との併任者も
多いことから、併任の在り方を再検討すること。

　令和４年度における時間外勤務が年間３６０時間
を超える職員は０人であるが、総務課においても選
挙事務における事務の効率化による時間外勤務の削
減に引き続き取り組むとともに、直近の選挙での時
間外勤務実績をふまえ、選挙管理委員会事務局と総
務課併任者との事務分担について都度協議しつつ調
整していくこととした。

（３）条例等の改正を担当課が見逃すリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　法令改廃情報は、庁内掲示板等を活用し、全庁
的に提供しているが、条例や規則などの改正もれ
の事案も見受けられる。再発を防止するため、総
務課として全庁的にサポートを強化すること。

　週１回庁内掲示板に法令改廃情報を掲示するとと
もに、条例等の改正の必要があるものについては担
当課に確認を促すことで改正漏れの防止を図ってい
る。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１８日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　総務課

　総務課・政策推進課・財政課・教育総務課等で
政策法務委員会でのパブリックコメント対象案件
把握はもちろんであるが、公文書の作成・保存・
保管については、全庁的に不備が散見される。引
き続き改善に向けて関係部局と協議を行い、行政
のあるべき姿「文書主義の原則」に基づき、事務
の適正化に向けて最大限努めること。
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（５）働き方改革に対する認識が不足となるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　ＩＣＴ戦略課において、令和３年度策定の四日市
市情報化実行計画に基づき、令和７年度までの期間
を定めて自治体ＤＸを推進しており、働き方改革推
進室においても横展開を図るために優良事例の紹介
を行うなどデジタルを活用した業務の効率化に取り
組んでいる。
　また、全庁的に働き方改革を推進していくには、
管理職の長時間労働の実態を把握することも必要で
あるという認識を人事課と共有するとともに、管理
職の時間外勤務時間の把握方法については、人事課
の動向を今後も注視していく。

【　措置済　】　　令和　５年１１月　６日
　ＩＣＴ戦略課において、令和３年度策定の四日市
市情報化実行計画に基づき、令和７年度までの期間
を定めて自治体ＤＸを推進しており、働き方改革推
進室においても横展開を図るために優良事例の紹介
を行うなどデジタルを活用した業務の効率化に取り
組んでいる。
　また、管理職の長時間労働については、実態把握
の必要性の認識を人事課と共有したうえで、人事課
がその管理方法について引き続き研究していくこと
を確認した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　監査結果について所属内で供覧するとともに、毎
年テーマ別に実施している職場研修において指摘の
あった事務処理誤りを中心に取り上げ、再発防止を
図る。
　また、特に支出関係事務の誤りについては毎年定
期的に実施する自己検査の結果についても課内で共
有し、啓発していく。

【　措置済　】　　令和　５年　９月１１日
　監査結果について所属内で供覧するとともに、毎
年テーマ別に実施している職場研修において指摘の
あった事務処理誤りを中心に取り上げ、再発防止を
図ることとした。これに先んじて、令和５年９月１
１日配信の文書取扱主任会議における研修動画の中
で、文書事務の適正な取り扱いについて、定期監査
で散見された指摘事項を改めて取り上げ、所属内で
の周知を行った。
　加えて、特に支出関係事務の誤りについては毎年
定期的に実施する自己検査の結果についても課内で
共有し、啓発していくこととした。

　業務の見直しの必要性を共有・意識啓発し、
データ活用により事務を大胆に見直す必要性を全
庁的に共有し、ＩＣＴ戦略課とともにＤＸ（デジ
タルトランスフォーメーション）を期間を定めて
推進すること。また、管理職の長時間労働につい
ても、働き方改革の観点では非管理職との区別は
ないことから、管理職の長時間労働の把握の手法
について、全庁的に検討すること。

ア　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務
処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に
関する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　毎年総務課主催で実施する所属長研修において、
会計管理課から会計事務についての研修を実施させ
るとともに、文書管理の観点からは所属長研修に加
え文書取扱主任会議等を通じて総務課としても周知
啓発を行っていく。
　また、契約事務や会計事務といった財務に関する
事項については、関係所属と連携し所属長研修の場
を活用して周知しているが、監査において全庁的に
指摘のあった項目については総務課としても取り上
げ、全所属の意識向上を図る。

【　措置済　】　　令和　５年　９月１１日
　総務課主催で作成し、令和５年９月１１日から動
画配信した所属長研修において、会計管理課から会
計事務についての留意事項として研修を実施させる
とともに、文書管理の観点からは所属長研修に加
え、同日開催の文書取扱主任会議を通じて周知啓発
を行った。
　また、契約事務や会計事務といった財務に関する
事項についても、関係所属と連携し所属長研修の場
を活用して周知した。監査において全庁的に指摘の
あった項目については総務課としても取り上げ、全
所属の意識向上を図った。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
ウ　文書事務の手引きを行政内部システムの庁内
情報提供に掲載しているが、常に最新の状態にし
たうえで、職員が活用しやすい状況にしておくこ
と。

　文書事務の手引きについては、文書収発業務等と
あわせて総務課専用ページを作成し、行政内部シス
テムの庁内情報提供にリンクを貼って職員が参照で
きるようにしているほか、各種職員向け研修におい
ても毎回テーマに沿って必要な事項を抜粋し、内容
について啓発している。今後インボイス対応等で改
正の必要が生じた場合には、改正を行ったうえで庁
内掲示板等を活用して全職員に向け周知していく。

②　働き方改革について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　働き方改革推進室の事務分掌に働き方改革の推
進に係る総合調整及び事務の推進とあるが、時間
外勤務時間の縮減と過労死の労災認定基準の評価
しか見受けられない。推進の内容や質が重要であ
る。デジタル化により定例事務の縮減となるよう
職員一丸となってあるべき姿を議論し、方向性を
見出すこと。

　市長を本部長とし、各部局長で構成される働き方
改革推進会議において、年度当初に方針や実施内容
を決定し、働き方改革の推進に向けた取り組みを実
施している。令和５年度は新たに、各所属にて協議
の上、同じ目標に向かって行動していけるように働
き方改革アクションプランの設定を行い、職員一丸
となった取り組みを行っている。

③　内部統制について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月２５日
ア　内部統制を管理する所属が見受けられない
が、近い将来体制を整備する必要が生じる。地方
制度調査会の動きを見据え準備を行うこと。

　総務省のホームページに掲載されている地方制度
調査会の小専門委員会資料等を確認した。今後も引
き続き動向を注視していく。

イ　委託業務における履行確認が文書管理上適切
に行われていない事例が、全庁的に頻発してい
る。決裁文書の作成は行政活動の根幹であり、市
民への説明責任を果たすためにも重要な行為であ
る。現状を認識し、総務課は、あらゆる分野で文
書の適正管理が行われるよう関係部局と協議する
とともに、所属長・文書取扱主任者・会計事務担
当者の研修等や庁内掲示板などを活用し、職域職
階を超え、全ての職員に対し、発注業務を含めた
行政活動における適正な決裁のあり方を関係部局
とともに周知し、職員の適正な文書作成に対する
意識の向上を図ること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　８月中に開催予定の文書取扱主任者会議におい
て、主に所属内の職員を文書の作成及び取扱いに習
熟させるべき文書取扱主任者向けに文書情報管理
士、公文書管理検定等の資格取得について啓発を
行っていく。

【　措置済　】　　令和　５年　９月１１日
　令和５年９月１１日に配信した文書取扱主任者会
議における研修動画において、主に所属内の職員を
文書の作成及び取扱いに習熟させるべき文書取扱主
任者向けに文書情報管理士、公文書管理検定等の資
格取得について啓発を行った。

イ　一般職員はＯＪＴで一定水準レベルに到達さ
せることも有効であるが、指導する職員の理解が
深くなければならず、法務・文書管理について
は、総務課が主導する形で資格取得等についても
意識を醸成すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　時差勤務の導入や週休日振替制度の徹底により、
職員の意識改革や時間外勤務時間の縮減に努めると
ともに、業務の効率化を図るため、ＡＩやＲＰＡ等
の導入に向けた調査や検証、検討を引き続き行っ
た。
　しかし、定年延長や共済の制度改正への対応に伴
う業務量が増加したことによって、令和４年度は年
間３６０時間を超える職員が人事課では２名増加し
た。
　今後も引き続き、リモートワークの導入や業務の
見直し、生成ＡＩの活用等による業務改善をはじめ
とする業務の効率化を図るなど、ワーク・ライフ・
バランスの確保や時間外勤務時間数の適正化に取り
組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　各職員による年間の時間外勤務計画の作成と各所
属長の実績に基づく進捗管理、時差勤務・リモート
ワークの導入(令和５年度から本格実施)、週休日振
替の徹底等により、職員の意識改革や時間外勤務時
間の縮減に努めるよう継続的に努力を行っている。
　令和５年度に各所属における働き方改革アクショ
ンプランの設定を行い、働き方改革推進室や各所属
と協力し、業務の見直しや業務改善をはじめとする
業務効率化を図り、現時点で前年比約１０％の時間
外勤務の削減効果があった。
　今後も引き続き、ワークライフ・バランスの確保
や職員の健康維持のために、時間外勤務の削減に取
り組んでいく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　人事課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１８日

　厚生労働省の定めている過労死の労災認定基準
を上回る勤務状況が発現し、かつ職員の時間外勤
務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時
間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、
職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分
担の再確認等を行うこと。加えて、職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図るため、働きや
すい職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めること。また、ＡＩ技術の活用等による
業務改善をはじめとする業務効率化等による時間
外勤務の削減に早急に取り組み、過労死認定基準
を上回る状況の解消を実現すること。

-55-



意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）職員配置におけるリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
①　市役所は法律に基づき事業を実施している
が、その基となる法律の知識が十分でない職員も
見受けられる。職員研修所と連携して職員の育成
を図り、職員の昇格や配置において職員が持つ法
務能力や保持している資格を考慮することで各所
属における知見の向上を図ること。

　職員研修所が実施する階層別研修において、法務
研修を実施しており、今後も引き続き職員研修所と
連携を図りながら職員の法務能力の向上に努める。
また、職員配置については、毎年、職員から提出さ
れる自己申告書等を参考に職員の能力や適性を重視
した職員配置を行っているほか、昇格についても、
経験年数だけでなく、能力や実績、適性を反映した
取り組みを進めている。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
②　管理職への登用について、男女を問わず、職
位を経験させることで人材育成や潜在能力の発揮
につながることも期待できる。広い視野を持って
人材登用を検討すること。

　性別を問わず、職員本人の意欲や若手や中堅職員
の頃から様々な職務経験を重ね、能力の向上を図る
ことは重要であり、様々な角度から適性を評価し管
理職への登用を行っていく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
③　職員の定期人事異動は、主に毎年度４月１日
付で異動を発令している。各所属における業務継
続の視点から、管理職・非管理職に分けた人事異
動や、年度途中における人事異動についても研究
すること。

　人事異動については、各所属における職員配置バ
ランスと在籍年数等を考慮した上で、業務継続の視
点も意識した取り組みを行っている。また、年度途
中異動については、これまでも国体の開催準備や新
型コロナウイルス感染症への対応のため実施してお
り、引き続き、社会情勢の変化や様々な行政課題へ
対応するため、適切な人事異動を行っていく。

（６）職員の病気休職におけるリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
病気休職している職員を減らすためにも、職場復
帰フォローアップ面談など心理的支援を図ること
や働く意欲が高まる職場環境の改善に努めるこ
と。

　こころの健康問題により病気休職を取得していた
職員の円滑な職場復帰と業務継続のため、職員と所
属長に対し職場復帰後３ヶ月間、月１回カウンセ
ラーによる面談を実施している。面談では新たな問
題により、疾患の再燃・再発はないか本人に確認す
るとともに、所属長へは職場環境の改善や同僚への
配慮等職場としての関わりについて助言を行うな
ど、本人の心理的負担の軽減を図るよう今後につい
ても継続していく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが見
受けられた。これは、職員の業務に関する知識不
足や単純なミスに加えて所属内でのチェック・牽
制体制が十分に機能していないことに要因があ
る。所属長は定められたルールに基づいた事務執
行の意識を職員に定着させるとともに、所属にお
いて発生しやすいミス等によるリスクを認識さ
せ、日常的に確認すべき事項を定型化して確認す
るなど、内部チェック体制を整備して、内部事務
管理の徹底を図ること。

　これまで発生した事務処理誤りの内容を職場内で
共有するとともに、適切な事務処理手順等の再確認
を行った。今後も適切な内部事務管理を行うため、
管理職だけでなく、担当以外の職員による複数
チェックを徹底し、事務処理誤り等を未然に防ぐ体
制を構築していく。
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② 四日市市職員共済会について【有効性の視点、
合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　四日市市職員共済会へ補助金を交付している
が、ここ２年間は新型コロナウイルス感染症の拡
大により、実施事業が縮小して繰越金が増加して
いる。補助金事業に関しては年度末に精算を行う
など、適正な補助金の執行に努めること。

　四日市市職員共済会への補助金（共済会運営費）
については、要綱により会費収入と同額を補助して
いる。一方で事業内容、事業予算については、共済
会理事会や共済会評議員会で審議されている。令和
５年度おいては、新型コロナウイルス感染症の５類
移行に伴い文化体育イベントの増加が見込まれるこ
とや通勤時間の削減による負担軽減を目的とした市
内への転居に伴う引っ越し等費用の助成を新規で開
始するなど前年度よりも多くの支出を見込んでい
る。今後についても、他市の事例を調査・研究する
など、会員の福利厚生につながる事業内容を実施し
ていく。

③ 市職員の時間外勤務の削減について【有効性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　各職員による年間の時間外勤務計画の作成と各所
属長の実績に基づく進捗管理、時差勤務・リモート
ワークの導入、週休日振替の徹底等により、職員の
意識改革や時間外勤務時間の縮減に努めるよう継続
的に努力していく。
　令和５年度に各所属における働き方改革アクショ
ンプランの設定を行い、働き方改革推進室や各所属
と協力し、業務の見直しや業務改善をはじめとする
業務効率化を図り、時間外勤務の削減に取り組んで
いく。
　管理職の時間外勤務時間の把握方法については、
２１時以降の退庁記録により管理を行っているが、
さらに有効な方法について引き続き研究していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　各職員による年間の時間外勤務計画の作成と各所
属長の実績に基づく進捗管理、時差勤務・リモート
ワークの導入(令和５年度から本格実施)、週休日振
替の徹底等により、職員の意識改革や時間外勤務時
間の縮減に努めるよう継続的に努力を行っている。
　令和５年度に各所属における働き方改革アクショ
ンプランの設定を行い、働き方改革推進室や各所属
と協力し、業務の見直しや業務改善をはじめとする
業務効率化を図り、現時点で前年比約１０％の時間
外勤務の削減効果があった。
　管理職の時間外勤務時間の把握方法については、
２１時以降の退庁記録により管理を行っているが、
さらに有効な方法について引き続き研究していく。

ア　長時間の時間外勤務は、職員の健康への影響
や業務の効率面からも望ましくない。そのため、
各職員が年間の時間外勤務計画を作成して各所属
長が実績に基づく進捗管理を行っている。長時間
の時間外勤務が発現している所属には、時間外進
捗管理シートを毎月作成させて報告を受けるとと
もに、改善が見られない所属については、令和３
年度に働き方改革推進・デジタル化推進担当理事
が所属長面接を実施している。引き続き、働き方
改革推進室や関係部局と連携して長時間の時間外
勤務の抑制を図ること。また、管理職・非管理職
に関わらず働き方改革は必要であり、管理職の時
間外勤務時間の把握方法を研究すること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　職員の時間外勤務の管理については、庶務事務シ
ステムにより行っている。マイナンバーカードの活
用も含めたＩＣＴを活用した手法としては、出退勤
管理と考えられるが、退勤時間が時間外勤務終了時
間とは限らないため、出退勤管理をした場合でも時
間外申請は別に行う必要がある。費用対効果の観点
も含めて、時間外勤務の実態把握の手法を引き続き
研究していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　職員の時間外勤務の管理については、庶務事務シ
ステムにより行っている。マイナンバーカードの活
用も含めたＩＣＴを活用した手法としては、出退勤
管理と考えられるが、退勤時間が時間外勤務終了時
間とは限らないため、出退勤管理をした場合でも時
間外申請は別に行う必要がある。出退勤管理システ
ムを導入した場合、退勤時間と時間外勤務時間の把
握及び比較はできるが、現在の時間外勤務申請は引
き続き必要であること、また、システム導入コスト
及び維持管理コスト(約3,000万円+α)が新たに発生
することから、効果に対して費用が過大であると考
えられる。
　今後も、ＩＣＴを活用した時間外勤務の実態把握
の手法を引き続き研究していく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
ウ　次年度の予算に向けて調整した職員定数と実
際に配置できた職員数には病気休職している職員
などにより乖離が生じている。そのことにより、
時間外勤務の増加につながる要因になりえるの
で、職員定数管理のあり方を研究して働き方改革
に活かすこと。

　職員定数管理については、各所属における業務内
容と職員の産・育休及び病休取得状況のほか、採
用・退職者数など様々な要素を考慮した上で行って
いる。今後も、業務内容に応じた適正な職員数の配
置を進めることで、時間外の削減と働き方改革に取
り組んでいく。

④　育休取得の推進について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　イクボス宣言を取り入れた後の男性職員におけ
る育休の取得人数及び期間は増えており、育休の
利用も普及してきていることがうかがえる。育休
制度の更なる認知を図ることで取得しやすい職場
環境に変えて、職員全体の育休取得の推進を図る
こと。

　毎年「四日市市職員子育てハンドブック」を掲示
し、育休をはじめとする子育て支援のための制度を
周知するとともに、男性職員については育休を取得
するかの意思を確認するよう所属長に義務付けるこ
とで、育休の更なる認知を図り取得しやすい職場環
境にしていくために、引き続き職員全体の育休取得
の推進を図っている。

イ　総務省では地方公共団体の職場におけるマイ
ナンバーカードの活用を推進しており、他の都市
ではマイナンバーカードを職員証として活用して
いる事例もある。職員の時間外勤務の管理につい
て、ＩＣＴを活用した時間外勤務の実態把握の手
法を研究すること。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）各研修等実施団体に支出する負担金が有効活
用されないリスク

【　措置済　】　　令和　５年　７月２０日

  三重県地方自治研究センター会費について、人
口割に基づき会費も多く負担している四日市市と
しては、積極的な発言を行い、会費に見合う有意
義な活動がなされるようにする必要がある。ま
た、得られた有益な情報は、デジタル化して職員
掲示板に掲載するなど、多くの職員の目に触れる
ような工夫をして全庁的な効果を高めること。

　三重県地方自治研究センターは、研究員及び有識
者を中心に地方自治に関する共同研究や講演会・セ
ミナーの開催等を実施しており、本市からも調査研
究活動や講演会に参加している。令和４年度は、
「地方分権改革の在り方研究会～コロナ禍を契機と
して考える～」に参加し、他市町の職員と活発な意
見交換を行った。また、機関紙「地方自治みえ」や
調査研究報告書等により、先進的な取り組みや自治
体における課題など有益な情報を入手することがで
きることから、職員掲示板に掲載し、職員に周知し
た。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１０月　４日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　監査で指摘された事務処理について、所属内の全
職員に対し情報共有し、再発防止に努めるよう注意
喚起した。事務執行に当たっては、各担当者が「会
計事務の手引き」や「文書事務の手引き」等に基づ
き、適正な事務処理を行うとともに、「適正な事務
事業推進のためのチェック事項」等を活用し、可能
な限り複数の職員によるチェックを徹底することと
した。引き続き、適正な内部事務管理に努めてい
く。

②　研修の受講しやすさについて【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月２０日
　研修の時期について、年度当初や年度末は避け
ても、年度途中の各部局ごとの繁忙期を避けるこ
とは困難である。受講対象者の学びを深めるた
め、日程の選択を可能にすることや、一堂に会す
る研修も確保しつつ、動画による受講も取り入れ
ることなど、引き続き、実施形式の工夫を考えて
いくこと。

　新規採用職員研修や新任研修については年度当初
に研修を実施することが望ましく、また、各業務の
繁忙期が異なることから、集合研修において対象者
全員が受講しやすい日程で研修を実施することは難
しい状況にある。しかしながら、研修受講報告書等
の意見を踏まえ、研修日程の調整を行うとともに、
多人数の研修においては、複数のグループに分ける
など、受講日の選択を可能としている。引き続き、
オンライン研修等も含め、受講しやすい研修体制に
努めていく。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　職員研修所

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１７日
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③ 各研修業務委託の単独随意契約について【経済
性の視点、公平性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月２８日

　単独随意契約を締結することが多い研修業務委
託について、現在の契約相手方との契約締結を続
けるだけでなく、他自治体との情報共有も行い、
よりよい内容を取り入れるべく、契約相手方の検
討を適宜行うこと。

　研修には職員研修所職員が同席し、委託内容の履
行確認を行っている。また、研修内容や受講してい
る職員の状況を把握し、研修受講報告書等の意見を
踏まえ、よりよい研修となるよう次年度の研修につ
なげている。特別研修等においては、毎年、同じ職
員が受講する可能性もあることから、新たな契約業
者を選定するため、三重県市町総合事務組合や市町
村アカデミー等の講師を参考にニーズにあった研修
内容に努めている。令和５年度も新たな委託業者と
契約を行った。

④ 研修内容について【有効性の視点、住民福祉向
上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　６日

　市職員は、法律や制度などを、文章のみの理解
でなく、実際の現象に当てはめて理解する必要が
ある。窓口対応におけるコミュニケーションでの
トラブルなど、実際に起こった事象を研修材料と
して用いることは、特に接遇の研修として有効で
あり導入を検討すること。

　接遇研修やハラスメント防止研修、クレーム対応
研修等において、最近の実例を交えて研修を行って
おり、講義だけでなく、演習としてロールプレイン
グやペアワークなどを実施することにより、効果を
高めている。引き続き、受講者参加型の研修を実施
していく。

⑤　資格取得等奨励金について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
ア　資格取得等奨励金は消防職員や専門性を求め
られる職員の利用が多く事務職員の申請が少ない
が、事務処理の法的根拠についての理解が不十分
と思われる職員も見受けられる。非管理職職員に
対するＯＪＴを有効にするためには指導に当たる
職員のスキルアップが急務と感じる。指導職員の
基本的な資格取得の促進や、インセンティブの導
入の検討などにより、利用しやすい制度とするこ
と。

　職員が直接的業務に関する法的根拠等について理
解を深めるためには、ＯＪＴ研修や派遣研修が有効
である。派遣研修は、職員自身の視野を広げ、企画
立案能力や専門的な実務能力を養成し、他自治体職
員とのネットワークを構築することができる。一
方、資格取得奨励金は、職員の資質向上や能力開発
のインセンティブとして働くことを目指した補助金
である。また、令和５年度から交付対象を拡大し、
育児休業中等の職員についても対象とし、広く活用
できる制度とした。

【　措置済　】　　令和　５年　４月１１日
イ　仕事に役立てるため取得する資格には、その
後の更新が必要なものが多い。その時間を公務と
するか私用とするかの基準については、職員の資
質向上の観点から必要に応じて見直しを検討する
こと。

　資格取得等奨励金は、職員の自己啓発意欲を醸成
し、職員の資質向上と自らの能力開発を図るため、
職務遂行上有用と認められる資格等を取得した場合
に交付されるものである。また、資格更新にかかる
費用は対象経費として認めておらず、自主研修に位
置付けられていることから、当該研修にかかる時間
については公務外と解している。しかしながら、引
き続き、資格取得等奨励金を多くの職員に活用して
もらえるよう、職員掲示板等に掲載し、周知に努め
ていく。

⑥　図書の貸出しについて【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月２７日
 研修図書を利用する職員の減少は感染症対策も理
由の一つであろうが、例えばウィズコロナの行政
運営に資する図書の導入等、最新の図書も含め、
職員が活用したくなる資料の提供に努めること。

　高度・多様化する行政課題に的確に対応できるよ
う職員の能力開発及び資質向上を図ることが重要で
あり、図書の活用は有効である。令和４年度は、マ
ネジメント等の図書を購入した。引き続き、図書の
充実に努め、職員掲示板等で周知し、利用拡大に努
めていく。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　５年　７月１３日

　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見
受けられた。所属長は、職員の時間外勤務を分析
して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこ
と。加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの
充実を図るため、働きやすい職場環境づくりを行
い、働き方改革の取り組みを進めること。また、
ＡＩ技術の活用等による業務改善をはじめとする
業務効率化等による時間外勤務の削減に取り組む
こと。

　ノー残業デーや休暇取得について積極的に声掛け
を行い、課内や係内での情報共有をＬｏＧｏチャッ
トで行うなど、業務効率化の取り組みを行った。
　令和３年度に年間３６０時間を超える時間外勤務
を行った職員は１名であったが、令和４年度にはい
なかった。
　今後においても継続し時間外勤務の縮減に努めて
いく。

（３）各所属の適正な契約事務の執行における内部
統制上のリスク

【　措置済　】　　令和　５年　２月１７日

①　庁内の契約業務を所管している調達契約課に
おいては、契約における基本的な法的根拠などを
改めて認識し、職員の育成に努めること。
　また、契約事務等において新たな取り組みを行
う際には、法的に問題がないか確実に整理し、
誤った事務執行によって市の信用を失墜させるこ
とにならないよう、各課の指導にあたること。

　「四日市市契約施行規則」をはじめ、「出納会計
事務実務研修会資料」「物品、業務委託等随意契約
ガイドライン」を活用しながら契約事務を行うこと
に加え、新たな契約事務を行う際には事前に法的根
拠を確認することを徹底するよう周知した。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　各所属で行う契約事務においては既に掲示板の重
要通知集で周知を行っているが、契約区分など確認
すべきポイントについて改めてまとめ、各所属が契
約事務をより適正に執行できるような内容に改善
し、周知を図っていくことを検討する。
　また、業務委託契約に対しても抽出実査を実施す
る体制を検討していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　「四日市市原課契約委託業務取扱要領」を定め、
令和６年度から原課で契約している委託契約におい
て抽出実査を行うこととした。
　今後は、抽出実査により、原課契約で理解が不十
分と思われる事例があれば、掲示板等で周知を図
り、全庁的に契約事務が適正に執行されるよう取り
組んでいく。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　調達契約課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１５日、１１月２４日

②　各所属で行う契約事務においては、その区分
が工事請負契約であるのか業務委託契約であるの
か、その契約は請負契約なのか委任契約なのかな
どがはっきりと認識されていないなど、契約事務
に対する理解が不十分と思われる事例が散見され
る。こうした状況を改善するため、委任契約をは
じめとした契約事務の基本的なルールや書類の記
載事項、確認すべきポイントなどについて、あら
ためて各課に示すとともに、全庁的に契約事務が
適正に執行されるよう取り組むこと。
  また、現在原課契約工事に対して行っている抽
出実査については、業務委託契約に対する実施に
ついても検討すること。
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【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
③　各所属で行う業務委託契約などにおいて、履
行確認が不十分と思われる事例が全庁的に頻発し
ている。契約の受託者から完了届などで履行につ
いての報告があった際には、その確認を確実に行
うなど、適切な履行確認が行われるよう、マニュ
アルの整備や各所属等への周知に努めること。

　掲示板の重要通知集に掲載してある「自所属で行
う業務委託契約のマニュアル」に履行確認について
追記することで、各所属への周知を図った。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　２月１７日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　「会計事務の手引き」を活用し、支出先、支出金
額、支払期限、添付書類等及び請求書・納品書の宛
名の記載について、複数の職員によるチェックを徹
底することを周知した。

② 電子入札システムについて【効率性の視点・有
効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　物品・業務委託契約においても令和５年１０月か
ら一部電子入札を導入する予定であるが、既に電子
入札を導入している他市町村の情報収集を行うこと
で、物品・業務委託契約における電子入札の対象範
囲拡大の検討を行っていく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月　１日
　既に電子入札を導入している鈴鹿市から情報収集
を行い、物品の少額見積合わせにおいて、令和５年
１０月から電子入札システムの導入を行った。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
イ　電子入札システムを導入することで、業者や
職員の手続きにおける負担が軽減されたとのこと
であるが、それ以外の効果や導入によって生じた
課題などについても把握に努め、必要に応じて適
切な対応をとること。

　電子入札システムの導入により、システム障害が
発生した場合、入札・開札手続や落札者決定手続等
を行うことができないという新たな課題が生じた。
このことについては、電子入札システムの運用管理
会社である株式会社日立システムズと引き続き連携
し、本市で生じた課題を共有することなどにより、
システムの安定的な運用を確保していくことや、万
が一、相当長期にわたるシステム障害が発生した場
合における入札・契約手続の代替手段について、課
内で意識の共有を図った。

③ インターネットオークションの活用について
【経済性の視点・効率性の視点・有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　インターネットオークションを活用している他市
町村にヒアリングをかけて対象範囲や効果、課題点
など情報収集を行っていき、本市でも対象を拡大で
きないか検討を行っていく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月２０日
　インターネットオークションのメリット・デメ
リットを考慮した結果、インターネットオークショ
ンの対象範囲は現行同様とする。ただし、今後メ
リットが大きいと判断するものがある場合は、その
都度対象範囲の検討を行う。

ア　現在消防車両等で実施しているインターネッ
トオークションについて、可能であれば対象を拡
大するなど積極的に活用できないか、その効果も
含めてしっかりと情報収集を行うこと。

ア　工事契約において導入されている電子入札に
ついては、業者の負担軽減とともに、調達契約課
の事務負担の軽減にもつながっており、また入札
結果が早く出るなど契約事務の円滑な執行にも寄
与している。一方で、物品・業務委託契約におい
ては、入札方法や対象業者など工事とは異なる点
もあり、電子入札の導入には課題がある状態であ
り、他の自治体の状況把握に努めるなど、今後の
導入に向けて取り組みを進めること。
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【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
イ　インターネットオークションでの不用車両売
却にあたっては、民間会社を経由した入札保証金
の受理が行われているが、法的な課題がないか改
めて整理すること。

　入札保証金は自治法施行令第１６７条の７第１項
により市の規則にて定めることとされ、同条第２項
で市長が確実と認める担保の提供をもって代えるこ
とができるとされている。本市でも、契約施行規則
において、ＫＳＩが保証することをもって担保とす
る旨を規定しているので、民間会社を経由した入札
保証金の受理について法的な問題はないことを総務
課に確認を行った。

④ 適切な契約事務の執行について【経済性の視
点・効率性の視点・有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月２６日

ア　競争入札においては最低制限価格制度が運用
されているが、公正かつ適正な競争が実施され、
業者の育成につながるよう、現行制度の課題を
しっかりと把握し、必要に応じて適宜制度改正を
行うなど、適切な契約事務の執行に取り組むこ
と。
　また、現在の社会情勢を理解し、幅広く情報収
集に努めるなど、従来の考えにとらわれることな
く、時代に即した制度運用ができるよう、職員の
育成に努めること。

　工事担当課及び契約担当課から入札・契約制度に
関する課題を集約し、入札制度等改善検討部会で協
議・検討するなど、常に入札契約制度の改善に取り
組んでいる。最近では、令和５年７月２６日に入札
制度等改善検討部会を開催した。また、令和５年１
月１６日に建設業者と、令和５年１月３１日及び令
和５年６月２３日にはコンサル業者と意見交換を行
い、工事担当課及び契約担当課で当該情報を共有す
るなど、社会情勢の把握及び職員の育成を行った。
　時代に即した制度運用ができるよう、引き続き情
報収集及び制度の見直しに努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
イ　四日市市の事業者であることを条件とした入
札を行う際には、地元の業者に活躍してもらうと
いう観点からも、実際に四日市市内に事務所があ
る事業者であるかといった確認を確実に行うこ
と。

　測量・調査・設計業務における市内受任者の認定
は、本市が行っている。市内受任者の認定を新規で
行う際には、当該営業所等が「測量・調査・設計業
務における四日市市内受任者の認定基準要領」第３
条の認定要件を満たしていることについて、実態調
査を行っている。
　また令和５年度からは、市内受任者が引き続き認
定要件を満たしていることを確認するため、現地確
認を伴う特別継続調査を行うよう改めた。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　原課契約工事について【有効性の視点】 【　検討中　】　　令和　５年　７月３１日
原課契約工事は、内容も様々で多岐にわたること

から、全体の仕様を定めたり例示したりすることが
困難である。原課契約工事の発注にあたっては、契
約図書に記載する工事内容や仕様について、受託工
事担当部署と事前に十分調整し、把握したうえで発
注するよう担当課へ注意喚起していく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月　７日
従前より、原課契約工事の確認を実施する際に

は、発注の方法や仕様書について良く吟味し、工事
の執行に改善が必要な事項が見受けられた場合は、
担当課を通じ所属部長宛てに指摘事項を報告すると
ともに、その改善策について文書による提出を求め
ていたところである。

一方、他課にとっては指摘事項そのものは、他山
の石として業務改善に役立つものであることから、
年度毎に指摘事項一覧表として取りまとめ、翌年度
当初に四日市市掲示板による庁内周知を図ることに
より、各課の原課契約工事発注業務の適正化を促す
こととした。

②　職員の研修について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月１６日
　職員研修所で建設技術系職員研修を行っている
が、研修は繰り返し行うことが重要である。ベテ
ラン職員も新しい技術について熟知が必要であ
り、また、新人職員も公共工事の在り方について
学ぶ必要があることから職員研修所が実施する研
修だけではなく、職員の派遣研修や外部講師を招
いての研修などにより、技師の能力の向上に努め
ること。

様々な世代で研修を受講することは、技師として
の能力を向上させるうえで有効である。研修の開催
情報や優れた講師情報の収集に留意し、技師が研鑚
を積める研修の受講を図った。

③　施工方法について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月１６日
　国が新たに認めた新工法で業者が施工すると、
図面との差異が生じ、検査上は誤りとなる。新工
法を導入する場合は、施工業者と監督員の変更協
議により図面を変更するように担当課に指導する
こと。

契約図書に定めた工法を変更して施工を行う場合
は、受発注者間で変更協議を行い、設計変更し変更
契約するように指導している。今後も同様に対応す
る。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　工事検査課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１６日

  原課契約工事においては、仕様書に形状・数量
等の記載がないものや担当者が工事内容を把握し
きれていないもの、また、工事請負契約と業務委
託契約の区分があいまいとなっているもの等の事
例が散見される。原課契約工事事務取扱要領や工
事執行規則等に基づき、仕様を定めたり、工事材
料の単価等の参考資料や工事にあたる業務を例示
するなど、担当課が工事内容を十分把握したうえ
で発注できるよう、また、担当課と工事業者の認
識が合致した契約となるような仕組みが必要であ
る。ついては、その仕組みづくりについて、関係
所属による庁内協議を行い、市民サービスの向上
と３Ｅ（合規性、経済性、効率性）の両立を図る
こと。
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④　工事成績の評価方法について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月１６日
　原課の監督員の評価が均質化されないと、施工
業者の工事成績にも影響する。監督員の工事成績
の評価方法の統一は重要であることから、評価制
度を加点方式も取り入れるなど制度の見直しを検
討すること。

監督員の評定に疑問がある場合は、聴き取りを行
い、適正な評価となるよう努めている。今後も同様
に対応する。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　年間３６０時間を超える時間外勤務の職員４名に
ついては、昨年度の時間外実績を分析し、今年度の
毎月の時間外実績と比較を行うことで、時間外の要
因を明確にし、時間外の削減に努めている。
　また、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を
図るため、令和５年度の働き方改革アクションプラ
ンとして、週に１回のテレワークもしくは集中作業
室で執務する日を設け、ノー残業を徹底することを
掲げ、時間外勤務の削減に取り組むこととした。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　毎月の時間外実績と過去の実績との比較による要
因分析を行うとともに、ＡＩ技術の活用等による業
務改善や、テレワーク並びに集中作業室での執務の
実施により時間外勤務の削減に努めた。
　しかしながら、新たなＩＣＴ関連の業務が増大し
てきており、業務量に比べて、職員配置数が少ない
状況に加え、人事異動に伴う業務ノウハウの習得や
全庁的な業務効率化ツールの導入に向けた調査・研
究などに時間を要していること等により、令和５年
度においては、年間３６０時間を超える職員が５名
となる見込みである。
　今後も引き続き、週に１回のテレワークの継続実
施等によるノー残業の徹底や、業務の見直し等によ
る業務効率化を図り、職員のワーク・ライフ・バラ
ンスの充実に繋がる取組を進めていく。

（３）機密情報や個人情報が漏洩するリスク 【　措置済　】　　令和　５年　５月１１日
①　市立四日市病院のシステムのセキュリティに
ついてはＩＣＴ戦略課は直接関与はしていないと
のことであるが、適切に連携してトラブルを防ぐ
こと。

　市立四日市病院のシステム担当職員には、ＩＣＴ
戦略課が開催する情報セキュリティ研修において、
他の医療機関で発生したトラブル事例を取り上げ、
情報セキュリティ対策の周知徹底を図るとともに、
トラブル情報はＩＣＴ戦略課と適切に情報共有する
よう、啓発を行った。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　ＩＣＴ戦略課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１６日

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務を分析して、職
員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図
るため、働きやすい職場環境づくりを行い、働き
方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ技術
の活用等による業務改善をはじめとする業務効率
化等による時間外勤務の削減に取り組むこと。
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【　検討中　】　　令和　５年　７月３１日
　各部局に対するＩＣＴ戦略課のセキュリティ確保
に関する助言については、助言のタイミングや方法
等を明確にし、適切な助言が行き渡る仕組みを検討
していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２６日
　各部局で導入しているアプリにおけるセキュリ
ティ確保に関する助言のタイミングや方法について
は、定期的に実施しているセキュリティ研修にて基
本的な助言を行うとともに、必要に応じてＩＣＴ戦
略課がアプリ固有の助言を行うこととした。

（４）行政事務にかかるシステムの障害により行政
サービスが滞るリスク

【　措置済　】　　令和　５年　７月２６日

  数件とはいえ不具合が発生している現状は改善
すべきである。
  今後の行政内部システム更新時のトラブルで市
民生活に影響が及ばないよう万全の体制を敷くと
ともに、万一のシステム障害に備え、原因を迅速
に判断できるよう、法規とシステムの関連につい
て各担当部局の職員が深く理解する体制を、連携
して構築すること。

　発生した不具合については、発生原因を分析し、
障害の解消を図るとともに、想定外のサービス停止
の発生に備えて、早期のサービス復旧ができるよう
委託業者の体制強化を図った。
　また、行政内部システムの更新時には、委託事業
者には十分な体制を取らせるとともに、万一のシス
テム障害時に備え、担当課においても確認事項など
役割分担を明確にし、障害の原因を迅速に判断でき
る体制を整備した。

（５）大規模災害時の情報管理にかかるリスク 【　検討中　】　　令和　５年　７月３１日
　大規模災害時において、バックアップが確実に機
能する確認方法を担当課と共に整備し、事前に訓練
が可能な部分については、実施方法を検討してい
く。

【　措置済　】　　令和　５年１１月１１日
　令和５年に行われた計画停電時において、自家発
電機と各サーバー機との連動試験を実施したほか、
その際に各担当課にサーバーの停止及び起動方法に
ついて確認させた。また、一部のサーバーにおい
て、バックアップデータからの復元動作を試行し、
データ復旧が確実にできていることを確認した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　日常的に所属内の決裁ルートに設定された職員全
員のチェック意識を高めることで、適切な内部事務
管理の徹底を図った。また、「会計事務の手引き」
等マニュアルに基づき、適正な事務処理についての
指導を行った。

②　各部局で導入しているアプリにおける情報漏
洩対策は、基本的に市の情報セキュリティポリ
シーに則り各部局が担保しているが、ＩＣＴ戦略
課も適切に助言するなど連携を密にすること。

　大規模災害に対する備えとして、点検による全
庁停電日等を活用した訓練などを担当課とともに
検討し、万一の場合にバックアップが確実に機能
することを確認すること。
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②　デジタル人材の育成について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
ア　四日市市総合計画に掲げた「スマート自治体
の実現」を目的として策定した「四日市市情報化
実行計画」の遂行のため、ＡＩ等先進技術につい
ての知見やＩＴの知識を有するデジタル人材の育
成に力を入れること。また、ＩＣＴ戦略課だけで
はなく、全部局の職員もデジタルに関する意識と
スキルを向上させるため、職階に応じた有効かつ
実質的な支援を行うこと。

　令和４年度に策定した「四日市市デジタル人材育
成計画」に基づき、各所属から令和５年度のデジタ
ル人材の育成候補者を選出し、ＤＸ推進マネー
ジャ、ＤＸ推進リーダ、ＤＸ推進員、ＤＸ推進アド
バイザーのそれぞれの役割に応じた研修を行うこと
で、ＤＸに対する意識とスキルの向上を図ってい
る。

【　措置済　】　令和　５年　７月３１日
イ　デジタル人材の育成について、ＩＣＴ戦略課
職員の外部派遣研修と並行して他部局の職員にも
基本的な知識を習得させ、各部局が業務へのＩＣ
Ｔ活用を積極的に導入する土台を、職員研修所と
も連携しながら構築すること。

　職員研修所や人事課と連携し、「四日市市デジタ
ル人材育成計画」を令和４年度に策定し、令和５年
度より計画に基づいた研修を実施している。
　また、令和５年度よりデジタル関連の資格取得奨
励制度をＩＣＴ戦略課にて新たに創設し、デジタル
に関する基本的な知識を習得する職員の意識の向上
を図った。

③ 業務委託の単独随意契約について【経済性の視
点・公平性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　５月１７日

ア　機器の保守管理業務委託等は、責任の所在を
明確にするためにも、機器の開発業者への単独随
意契約になる場合が多いことは理解できるが、機
器選定時には、導入費用のみならず、保守管理、
メンテナンスに係る費用についても把握し、客観
的に妥当な全体経費となるような手立てを講じる
こと。

　サーバ機器等の機器導入業者の選定においては、
導入機器及びソフトウェア費、システム構築費、導
入後５年間の保守メンテナンス作業費の総額が最も
安価となる者を選定することで、全体経費が妥当と
なるようにした。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
イ　業務の性質上、機器の保守管理業務委託が多
いが、結果論として費用対効果がどうであったか
は振り返って検証し、真に適切な委託内容や契約
金額であったかを見直す視点を持つこと。

　機器の保守管理業務委託の契約更新のタイミング
において、更新後の委託内容や契約金額を他事業者
の内容と比較し、適切な委託内容であるかを検証
し、不足している部分は次期契約内容に反映させる
ようにしている。

④ ＩＣＴ化における到達目標について【経済性の
視点・効率性の視点・住民福祉向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　ＩＣＴの分野において、日本の行政機構は非常
に遅れているが、ＩＣＴ導入で人的ミスの減少や
大幅な時間外勤務の短縮につながる事例は多い。
先を見据えた全庁的な到達目標を掲げ、各部局に
確実に実行させること。

　令和４年度に策定した「四日市市デジタル人材育
成計画」に基づき、令和５年度より３年間で全職員
を職場のＤＸ推進を担うデジタル人材として育成す
ることを目標に掲げ、年度毎に対象者を選出して、
デジタル人材の育成に必要な研修を実施している。

⑤ 新しい行政内部システムについて【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　２月２７日

　令和５年度稼働の新行政内部システムの仕様に
ついて、市民サービスの提供と合規性の担保の両
立を目指すよう努めること。

　新行政内部システムの機能検討時において、担当
課が内容を十分に確認することで合規性を担保しつ
つ、本番稼働前に想定された運用テストを実施し、
発生した問題点を事前に解決しておくことで、市民
へのサービス提供が滞ることがないように努めた。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務を分析して、職
員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図
るため、働きやすい職場環境づくりを行い、働き
方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ技術
の活用等による業務改善をはじめとする業務効率
化等による時間外勤務の削減に取り組むこと。

　時間外勤務が年間３６０時間を超えていた職員に
ついて、その主な原因が新型コロナウイルス感染症
対応の兼務業務によるものであったことから、感染
拡大期の業務分担の見直しを行ったところ、令和４
年度には年間３６０時間を下回り月平均時間数も減
少した。今後も、ＡＩ技術等を活用して業務効率化
の取り組みを続けるとともに、年次有給休暇等の計
画的な取得やノー残業デーの実施など、ワーク・ラ
イフ・バランスの充実と健康を阻害しない環境づく
りに取り組んでいく。

（３）大型共同作業所の活用におけるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　大型共同作業所は、昭和５８年に地域住民の雇用
機会を確保する目的で設置されたが、平成２６年に
操業企業が撤退し、現在は閉鎖している。
　その一方で、大型共同作業所が設置された当初と
比べ、地域の雇用状況は改善傾向にあり、人権プラ
ザに寄せられる就職に関する相談は減少傾向にあ
る。
　今後も地域における就労課題を継続的に議論して
いる同和行政対策審議会の意見を踏まえ、関係各課
と協議調整しながら、地域住民の就労状況・実情を
把握することに努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　８月１８日
　各人権プラザにおいて地域住民の就労状況につい
て調査を実施し、同和行政推進審議会の専門部会に
おいて報告を行った。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　人権・同和政策課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１４日

①　地域住民の雇用機会を確保する目的の施設と
いうことであれば、地域住民の就労状況を調査し
て実情を把握すること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　今後の大型共同作業所の利活用について、地域住
民の就労状況、施設設備の老朽度状況、維持管理費
用等を踏まえ、地域住民や関係各課と協議しながら
検討をすすめ、必要な予算執行に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　施設設備老朽度状況や維持管理費用等を踏まえる
と、大型共同作業所の再稼働は極めて困難であるこ
とが庁内関係課との協議でも確認されている。ま
た、稼働当時と比べて地域住民の就労状況も安定し
ていることから、今後、早期に方針を決定するとと
もに地域住民等への丁寧な説明に努め、必要な予算
執行につなげていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが見
受けられた。これは、職員の業務に関する知識不
足や単純なミスに加えて所属内でのチェック・牽
制体制が十分に機能していないことに要因があ
る。所属長は定められたルールに基づいた事務執
行の意識を職員に定着させるとともに、所属にお
いて発生しやすいミス等によるリスクを認識さ
せ、日常的に確認すべき事項を定型化して確認す
るなど、内部チェック体制を整備して、内部事務
管理の徹底を図ること。

　監査で指摘された事務処理について職場で情報共
有するとともに「会計事務の手引き」等のマニュア
ルを用いて取扱いを再確認した。また、管理職のみ
でなく、担当以外の職員によるチェックを必ず行
い、適切な内部事務管理を徹底するようにチェック
体制の強化を行った。

②　公有財産の管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月１０日
　人権・同和政策課は多くの公有財産を所管して
いるが、使用目的と地目が適切でない財産が見受
けられる。不動産登記法に則り、使用目的（用
途）に合致した地目変更を検討すること。

　公有財産の使用目的と地目を確認し、令和４年度
には８件・令和５年度には３件の地目変更を行っ
た。

③ よっかいち人権施策推進プランについて【有効
性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　よっかいち人権施策推進プランに基づく人権施
策について、令和３年度人権施策推進プラン管理
表の各事業について、事業担当課による自己評価
を受け、その妥当性を人権施策推進懇話会にて評
価している。また、懇話会の意見を令和４年度の
自己評価方法に反映し、各部局の同和行政推進監
を通じて、人権の観点からの評価や各部局の事業
に取り組むよう依頼している。引き続き、各部局
の評価方法の検討や助言、懇話会の意見を本市の
人権施策に反映させるための取り組みを行うこ
と。

　本市における人権施策推進について、「よっかい
ち人権施策推進プラン」に則した評価・意見を求め
るため、人権施策推進懇話会が設置されている。
　懇話会での意見は、同和行政推進監を通じて各部
局に共有され、懇話会の意見を踏まえた事業展開が
なされている。
　今後も引き続き、各部局の評価方法の検討や助
言、懇話会の意見を本市の人権施策に反映させるた
めの取り組みを行っていく。

②　地域住民の雇用機会の確保は重要であるが、
大型共同作業所の再利用は困難であることが想定
される。施設の将来像を見定めて、真に必要な予
算執行に努めること。
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④ 人権問題における市民参加について【有効性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　本市の人権施策については、人権・同和政策課、
人権センター、人権・同和教育課がそれぞれの役割
を担っており、市民参加しやすい環境整備について
は、人権センターを中心に取り組んでいる。特に、
よっかいち人権大学あすてっぷや人権フェスタの開
催、各地区人権協への支援により、市民が人権活動
に参加しやすい場・人権について考える機会を提供
することで、人権に対する正しい知識の習得と人権
意識の高揚に努めている。
　今後も人権三課で連携しながら、市民が参加しや
すい環境整備に取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　令和５年度も人権三課で連携し、よっかいち人権
大学あすてっぷ・人権フェスタ・各地区人権協への
支援などを通じて市民が人権活動に参加しやすい環
境整備に努めた結果、市民の参加が増加した。
　今後も人権三課で連携し、人権活動に参加しやす
い場・人権について考える機会を提供していくこと
で問題解決を図っていく。

⑤ 四日市市同和行政推進審議会について【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　四日市市同和行政推進審議会の答申を受けて、
教育と就労を重点課題として１２年間取り組んで
いる。その成果として、地域内学生の高校・大学
への進学率は県の平均に届きつつある。また、部
落差別の解消の推進に関する法律の理念を踏まえ
た本市の具体的方針に基づく取り組みの進捗管理
を行っている。引き続き、差別意識の解消に向け
た取り組みを継続すること。

　本市では本審議会の意見を踏まえたうえで差別解
消に向けての取り組みを実施している。その成果と
して、高校・大学の進学率向上や就労相談者数の減
少がみられる。しかし、その一方では今なお同和問
題に対する差別意識は依然として残っているため、
引き続き差別意識の解消に向けた取り組みを継続し
ていく。

　四日市市市民自治基本条例は市民参加でまちづ
くりを進める理念条例である。人権問題について
も、市民参加で問題解決に取り組むこと。また、
市民から見て分かりやすい言葉・表現を使用する
ことや、事業内容・事業実施部局を明確にするこ
とで、市民が参加しやすい環境整備に努めるこ
と。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　各人権プラザ間や職員間の担当業務の相違等によ
り、時間外勤務の状況に個人差はあるものの、令和
４年度に時間外勤務が年間３６０時間を超える職員
は３人であった。長時間にわたる労働は、業務効率
や職員の健康面からも望ましいものではないと認識
しており、毎月開催される会議等において、各職員
の労働状況を共有し、業務の再分担を考えるなど、
時間外労働の偏りの改善に引き続き努めていく。ま
た、対話型生成ＡＩなどの新たな技術の導入を検討
し、効率向上に効果が見込まれる業務では積極的に
取り入れるなど、時間外勤務の削減に努める。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　令和５年度に３６０時間を超える見込みの職員数
は、令和４年度の３人から２人に減少し、時間外数
も約１００時間削減された。長時間労働は、ワーク
ライフバランスや職員の健康面の観点からも望まし
いものではなく、業務効率の視点からも、長時間の
時間外労働は減らしていくべきものであり、今後も
引き続き、各職員の状況把握に努め業務の再分担を
行い、特定職員への業務負担集中の軽減を図る。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　総務部　人権センター

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１４日

　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見
受けられた。所属長は、職員の時間外勤務を分析
して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこ
と。加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの
充実を図るため、働きやすい職場環境づくりを行
い、働き方改革の取り組みを進めること。また、
ＡＩ技術の活用等による業務改善をはじめとする
業務効率化等による時間外勤務の削減に取り組む
こと。
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（３）職員配置のリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　人権センターの正職員は、基本的に３～５年で異
動となっているが、会計年度任用職員フルタイムに
ついては、最長５年の任期の後、試験を経て再度任
用されるケースも多い。正職員の人事については人
事課が担当しているが、異動周期が短い状況であっ
ても長期的に見て事業の成果が向上するよう、担当
業務については確実に引き継ぐよう呼びかけるとと
もに、会計年度任用職員フルタイムの任期後の更新
についても、積極的に働きかけていく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２９日
　課内の会議等で、令和６年度以降の長期的な将来
を見据えた事業の計画と、確実な業務引継ぎを行う
よう職員に対して呼びかけた。また、会計年度任用
職員に対しては、面談等で意向を確認し、更新を呼
びかけた。今後も中長期的にみて事業の効果が向上
するよう、経験者の継続雇用に努めるとともに、新
任者に対しても時期に応じた研修を行う。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月２６日
ア　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが
見受けられた。これは、職員の業務に関する知識
不足や単純なミスに加えて所属内でのチェック・
牽制体制が十分に機能していないことに要因があ
る。所属長は定められたルールに基づいた事務執
行の意識を職員に定着させるとともに、所属にお
いて発生しやすいミス等によるリスクを認識さ
せ、日常的に確認すべき事項を定型化して確認す
るなど、内部チェック体制を整備して、内部事務
管理の徹底を図ること。

　定期監査の結果として事務処理の誤りに関する意
見を受けたことから、課内会議等で適正な事務処理
について指導し、公文書管理の適正化や「文書事務
の手引き」等のルールに基づく事務処理の重要性に
ついて意識付けた。また、課内で決裁を回議する際
に、複数の職員が同様の箇所で事務処理上のミスを
していた場合は、適切な処理方法を回覧するなど、
同様のミスが起こらないよう努めている。日常的に
上位職による職場内でのチェックを徹底するととも
に、一般の職員においても正しい事務処理とは何か
を理解し、さらには実行できるよう今後も努めてい
く。

【　措置済　】　　令和　５年　４月２６日
イ　会計事務について、前例踏襲に陥ることなく
疑問点は会計管理課に確認するとともに、必ず根
拠法規についても確認し、全職員に周知するこ
と。

　課内会議等で、会計事務の手引きなどのルールに
基づく処理を行うよう指導した。例年実施している
業務では前年度の決裁を踏襲するケースも多いが、
現在でもその処理方法が正しいか確認し、疑問点は
担当者に確認するなど、所属全体としてチェックす
る体制を徹底していく。また、法律の改正等にも遅
れることなく対応する。

　人員配置の異動周期が早く、担当職員の取り組
みがなかなか継承されない。効果的に事業の成果
を出せるよう、確実な業務引継に努めるととも
に、退職者の継続雇用なども含め、業務内容を深
く把握している職員の継続配置を考慮すること。
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② 部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消に
ついて【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　障害者や高齢者についての人権は、日常生活の身
近な問題としてとらえやすく、市民の関心が高い傾
向にある。人権センターとしては、それらの人権問
題のみならず様々な人権課題の解消のためには、
個々人が自らの先入観や行動を見つめなおす取り組
みが必要と考えている。また、これらの取り組みを
差別解消につなげるためには市民一人ひとりがそれ
ぞれの問題について正しい認識を持ち、自分事とし
てとらえ、行動できる態度を身につけることが必要
と考える。今後も、意識調査等による市民の人権に
対する動向の把握、人権相談などによる差別を受け
た人への支援とともに、人権大学等を用いた学習・
啓発機会の提供などを通じて、差別意識の解消に向
けて取り組みを進めていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　令和６年度は５年に一度の市民人権意識調査の実
施年度である。当調査によって市民の動向を把握
し、その結果を事業に反映したうえで効果的な人権
啓発を行い、市全体として人権意識が向上するよう
努める。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　結婚差別等の同和問題を含む様々な人権問題につ
いては、常にその時代に対応した人権教育及び啓発
を実施する必要がある。個別の人権問題に対すると
らえ方についても、世代間の差が生じているように
見受けられるため、市民意識調査の結果等も活用し
ながら現状を把握し、各世代に応じた人権啓発・教
育が行えるよう分析を続けていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　令和６年度に実施する市民人権意識調査の中で
も、様々な人権課題に対する意識について、状況を
把握する予定である。人権課題については個人間の
差や世代間の差が一定程度あるものと判断されるこ
とから、意識調査の結果も活用しながら現状把握に
努め、時代に即した人権啓発等を実施するよう取り
組む。

ア　人権センターが５年に１回行っている市民人
権意識調査の結果においては、障害者・高齢者に
対する差別等の関心が高い。人権センターでは、
依然として、部落差別をはじめ、あらゆる差別意
識は存在しているととらえている。引き続き、差
別の現状の把握、各種人権啓発、隣保事業につい
て効果的な取り組みを進めていくこと。

イ　結婚における部落差別については、これまで
同和教育・同和政策に取り組んできた結果、特に
若い世代を中心として市民の意識に変化は生じて
いると感じられるので、現状を細かく分析し、そ
の上で適切な対策を立てること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　差別意識は誤った情報を鵜呑みにすることなどに
加え、過去の経験等からある物事に対して無意識に
偏った見方をし、結果として差別的な捉え方をする
ケースもある。そのため、無意識に偏見を持ってい
ないかなど、人権センターが行う啓発を通じて自己
を見つめなおす機会を提供する必要がある。人権啓
発においては一般論を扱うケースも多く、個別の事
案を具体的に取り上げることには限界があるが、一
般論を扱う場合であっても、抽象的な説明ではな
く、具体的な説明を心がけ、差別意識を解消できる
よう努める。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　人々が持つ心の不安や不満は無意識のうちに形成
される場合も多いと考えられ、それに気が付くには
自己を見つめなおす機会が必要であると考えられ
る。人権センターが行う人権啓発の中では、様々な
人権課題についての現状の発信とともに、啓発に参
加した市民が自己を見つめなおす場となるよう取り
組んでいる。今後も、啓発にあたっては可能な限り
具体的な説明に努め、差別意識の解消につながるよ
う取り組みを進める。

③　「人権の花」運動について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　２月２７日
　「人権の花」運動事業実施委託について、毎年
度法務省等が指定する小学校に、花の種子・苗・
プランター等を準備させ、同校児童が中心となっ
て花の栽培等を行うことを委託しているが、学校
へのアンケート結果で、人権問題についての関心
や理解が「あまり深まらなかった」との回答が見
受けられる。花を育ててそれで終了という結果に
ならないよう、例えば、プランターに人権擁護の
ネーミングを入れるなど、児童にとってより効果
のある啓発ができるよう、事業内容について法務
省と協議を行っていくこと。

　「人権の花」運動は、法務省が実施している事業
であり、原則として単年度で終わるよう、育てられ
るのは一年草のみであったり、必要以上に耐久性の
あるプランターが購入できなかったりするなど、制
約の多い事業となっている。小学生の人権意識を養
うため、花を育てるのみではなく人権擁護委員によ
る講座をあわせて実施するなど取り組んでいるが、
花と人権が結び付きにくいとの意見があるのも事実
である。このような現状があることから、法務局に
対して、電話にてプランターに貼るためのステッ
カーなどを委託費から支出できるよう調整してほし
い旨の申し入れを行った。今後も「人権の花」運動
の事業の効果がさらに高まるよう、法務局や人権擁
護委員と協力しながら事業を進めていく。

④　就業支援事業について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　人権プラザにおける就業支援事業は、重要な施策
であるものの行政が把握している課題と市民が抱え
ているニーズに差があるなど、実施すべき事業を的
確に絞り込むことに苦慮している。当事業は今後も
支援を続けていくべき事業であり、予算執行上の観
点からも適切に事業を実施すべきであるため、アン
ケートの周知方法及び予算計上の方法について検討
を重ねていく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２２日
　市民が抱えるニーズを把握するため、事業参加者
に対してアンケートを実施した。また、市民からの
要望を受け、新たな方法で事業を実施する方向で進
めている。今後も効果的な事業を実施できるよう、
正確なニーズの把握に努め、適切な予算の計上及び
執行を行う。

ウ　あらゆる差別について、差別意識を持つ人々
の心の不安や不満の解消を図るため、担当職員は
啓発を行うに当たり、一般論ではなく具体的に丁
寧な説明を行い、差別意識の解消につなげるこ
と。

　人権プラザにおける就業支援事業は重要な施策
であるが、予算執行率がかなり低い。就労目的者
の資格取得要望等のニーズを正確に把握した上
で、実施事業を決定するとともに予算計上を行う
こと。
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⑤ 人権プラザの役割について【有効性の視点・住
民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　５日

　人権プラザ４館は、地域で身近な公共施設とし
て、より多くの住民が来館されるよう取り組むと
ともに、身近な人権に関する相談ができる施設と
しての機能も十分に果たしていくこと。また、毎
年度行っている事業もあるが、単に事業を継続し
ていくのではなく、時代のニーズに応じて事業内
容を考慮していくこと。

　人権プラザは教育集会所や隣保館として設置され
た歴史的経緯があるが、現在は、人権という視点に
重きを置きながらも、広く市民に開かれた施設とし
て機能している。今後も、地域において人権啓発や
相談の拠点として十分に機能していく必要性がある
ことから、今年度の館長会においても、人権プラザ
の重要性について再確認した。人権問題は以前より
多様化していることから、毎年実施している事業で
あっても新たな視点を取り入れるなど、時代に見
合った事業になるよう都度見直しを行っていく。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

  令和４年度は７月に参議院議員通常選挙が執行さ
れたほか、令和５年４月執行の統一地方選挙に向け
た準備のため、職員一人当たりの時間外勤務は、全
職員が年間で３６０時間を上回る結果となった。
  時間外勤務の削減に向けて、併任職員である総務
課職員を含め、選挙事務が本格化する前の早い段階
からスケジュールを共有することによって事務負担
を分散させ、業務の平準化につながるよう取組を
行った。また、事務説明会を動画配信で行ったほ
か、ＡＩ－ＯＣＲやホームページでのチャットボッ
トの導入及び不在者投票用紙等のオンライン請求を
可能とする電子申請システムの導入など、ＡＩ技術
等を活用した業務改善を行った。さらに、期日前投
票期間中において、本部対応のための早朝・夜間勤
務を当番制にすることで時間外勤務の削減につなげ
た。
　今後とも、業務分担やその進め方を適宜見直すこ
とによって効率化を図り、もって時間外勤務の削減
と働きやすい職場づくりにつながるよう改善に努め
ていく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日

　令和５年４月執行の統一地方選挙後は大きな選挙
の執行がなかったため、同年５月以降の時間外勤務
時間数は大幅に削減され、過労死認定基準を上回る
状況は解消された（令和５年５月から令和６年１月
までの１人あたり月平均時間外数５時間未満）。
　選挙後の残務処理や桜財産区管理委員選挙等の事
務が集中した５月においても、職員間で業務の進捗
状況の確認を行い、適宜業務の分担や進め方を見直
すことで業務の平準化、効率化を図り、時間外勤務
を削減することができた（令和５年５月の１人あた
り月平均時間外数１０時間未満）。
　選挙事務の特性上、繁忙期の時間外勤務は避けら
れないため、今後も職員の健康管理の観点から、業
務の進捗管理やＡＩ技術を活用した事務改善等によ
り時間外勤務の削減に努め、働きやすい職場環境を
構築する。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１８日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　選挙管理委員会事務局

　時間外勤務対象職員全員が、厚生労働省の定め
ている過労死の労災認定基準を上回る勤務を行っ
ており、かつ、時間外勤務が年間３６０時間を超
えていた。所属長は、職員の時間外勤務を分析し
て、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。
加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの充実
を図るため、働きやすい職場環境づくりを行い、
働き方改革の取り組みを進めること。また、ＡＩ
技術の活用等による業務改善をはじめとする業務
効率化等による時間外勤務の削減に早急に取り組
み、過労死認定基準を上回る状況の解消を実現す
ること。
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）期日前投票の適正な執行に係るリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月２２日
　全投票者数に占める期日前投票者数の割合が
年々増加する傾向にあり、今後も、投票事務従事
者の適切な選出、及び、事務従事者に対する適切
な指導体制を維持し、適正な管理執行に努めるこ
と。

　期日前投票所の事務従事者の選任に当たっては、
経験の有無、役職等を考慮して適任者を選出するよ
う各所属に依頼している。事務の従事に当たって
は、研修の実施や手引きの充実により業務遂行レベ
ルの標準化に努めている。また、期日前投票期間中
において他市町の事例も含めて事務処理誤り等が生
じた場合には、各期日前投票所に設置する臨時ＦＡ
Ｘで即座に注意喚起をするとともに、事務引継ぎ
ノートにより翌日以降の従事者に引き継ぐ運用を
行っている。
　今後も引き続き、投票事務従事者の適切な選出、
及び、事務従事者に対する適切な指導体制を維持
し、適正な管理執行に努めていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが見
受けられた。これは、職員の業務に関する知識不
足や単純なミスに加えて所属内でのチェック・牽
制体制が十分に機能していないことに要因があ
る。所属長は定められたルールに基づいた事務執
行の意識を職員に定着させるとともに、所属にお
いて発生しやすいミス等によるリスクを認識さ
せ、日常的に確認すべき事項を定型化して確認す
るなど、内部チェック体制を整備して、内部事務
管理の徹底を図ること。

　令和４年１２月にミーティングを行い「定められ
たルールに基づいた事務執行」の重要性について、
職員に意識づけをした。また、所属において発生し
やすいミス等によるリスクを認識させ、起案者、承
認者、決裁権者がそれぞれの段階において決裁上の
不備や誤りがないかを十分チェックすることとし
た。
　なお、財務事務の執行に当たっては、「会計事務
の手引き」を始め「支出事務の要点」や出納会計事
務実務研修会の資料を職員間で共有し適宜確認する
とともに、所属長にあっては、「適正事務の手引
き」や会計事務自己検査要綱に基づいて同要領に定
める点検・検査を行い、一層のチェック機能強化に
努める。

②　常時啓発について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　常時啓発は、市民一人ひとりが政治や選挙に関
心を持ち、自らの一票を進んで投票することを目
指す意義ある活動といえる。今後も、明るい選挙
推進協議会が行っている各地区における啓発や、
大学生で構成されている四日市選挙啓発学生会
「ツナガリ」が行っている選挙管理委員会事務局
職員も交えた意見交換、選挙管理委員会事務局が
独自に行っている若者への啓発やホームページや
ＳＮＳでの情報発信などの活動を充実させるこ
と。また、投票率向上に向けたホームページやＳ
ＮＳのさらなる有効活用など、より効果的な啓発
方法を研究すること。

　選挙の啓発については、明るい選挙推進協議会委
員の協力のもとで、各地域でのイベント会場におい
て啓発活動を実施している。また、事務局として
も、選挙啓発学生会「ツナガリ」と共に若者に訴求
効果の高い啓発方法について定期的に意見交換を行
うほか、主権者教育の一環として市内の高校で出前
授業を実施し模擬投票を体験してもらったり、選挙
と政治の関わりなどを掲載した冊子「１８歳からの
選挙ガイド」を高校３年生に配布したりするなどの
啓発を行っている。
　これらのほか、ホームページやＳＮＳでの情報発
信を一層充実させるため、過去の選挙の投票率を掲
載し情報提供に努めているほか、令和５年４月の市
議会議員選挙においては、「ツナガリ」のメンバー
と高校生が出演する啓発動画をＹｏｕＴｕｂｅ広告
を使って選挙期間中に配信したり、ＡＩチャット
ボットを設置して各種の問い合わせに対応したりす
るなど、新たな手法で啓発を実施し周知を図った。

-78-



③　大規模投票区の解消について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　本市の場合、一投票区当たり６千人を超える規模
の投票区を大規模投票区と位置づけている。
　投票区分割の検討に当たっては、候補施設の床面
積、進入路の状況や駐車場確保の可否、バリアフ
リー対応の可否などの要素を考慮するとともに、投
票区の地形及びアクセス利便性等の地域特性も加味
しながら検討を行うこととしている。
　現状では、大規模投票区投票所での事務運営に支
障が生じている状況にはないものの、規模の適正化
に向けて引き続き検討を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日

　投票区の分割に当たって必要となる各種要素を考
慮しつつ、規模の適正化に向けた検討を引き続き
行っていく。

④ 投票環境の整備について【有効性の視点・住民
福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月２３日

　２階に投票所がある東富田会館について、近
年、椅子式階段昇降機を更新しているが、階段出
入口付近の屋根が小さく、荒天時には投票者に
とって適した環境とは言えない。利用者の立場に
立って、投票環境の整備を行っていくこと。

　東富田会館において、選挙人から椅子式階段昇降
機の利用の申し出があった場合には、投票事務従事
者が必ず傍らに立って選挙人の安全を確保するよう
運営している。特に荒天時にはできる限り雨に濡れ
ないよう配慮しながら、丁寧できめ細かな対応を行
うよう心掛けている。
　投票環境の整備については、利便性、安全性及び
バリアフリーの観点から駐車場の確保やスロープの
設置などの整備を行い、必要に応じて交通誘導員や
案内係を配置するなど、選挙人に配慮した投票環境
を提供していく。

⑤ 開票風景の放映等について【有効性の視点・住
民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月２３日

　選挙は市民が身近に政治を感じる絶好の機会で
あることから、様々な選挙において、地域のケー
ブルテレビ局等の報道機関に、開票作業を行って
いる風景を放映する機会を提供することなどにつ
いて検討すること。

　令和５年４月の統一地方選挙に臨むに当たり、事
前に開票風景の放映についてＣＴＹへ働きかけたと
ころ、市議会議員選挙の開票速報を開票所の光景と
ともに放映してもらった。
　ライブ映像による生放送は開票の臨場感を伝える
有効な手段であり、市民が身近に政治を感じる良い
機会にもなることから、市民の関心が特に高い選挙
について、今後も放映機会の提供を検討していく。

　選挙人名簿登録者数６千人を超える１２箇所の
投票区について、できる限り早期に分割を行い、
大規模投票区の解消を図ること。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 措置要求及び不服申し立てについて【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　職員が公平委員会に措置要求及び不服申し立て
を行ったときは、引き続き本人の不利益にならな
いように十分配慮すること。

　措置要求及び不服申し立てを行った職員への連絡
は、職員個人の電話に対して行うことを原則とし、
措置要求等を申し立てたことがむやみに職場の上
司、同僚に知られることのないよう配慮するほか、
事務局による聴き取り等を勤務時間外に行うなど、
措置要求等の申し立てにより職務に支障が生じない
よう配慮に努める。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１８日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　公平委員会事務局
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の状況
を踏まえ、「大四日市まつり」や「四日市花火大
会」などの大規模イベントが３年ぶりに開催された
ことに加え、令和５年１１月に本市での初開催を予
定している「２０２３東海・北陸Ｂ－１グランプリ
ｉｎ四日市」に向けた各種調整や準備、ＰＲイベン
トなどの実施により、前年度に比べ業務量が大幅に
増加した。それらのことが影響し、令和４年度の時
間外勤務について、年間３６０時間を超える職員が
２名となった。今後は、業務の最適化や業務分担の
見直しを行うとともに、欠員となった任期付職員の
募集に向けて準備を進め、時間外勤務の削減及び職
員のワーク・ライフ・バランスの充実を図る。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　令和５年度においては、２０２０年５月から開催
見合わせとなっていた「２０２３東海・北陸Ｂ－１
グランプリｉｎ四日市」が令和５年１１月１８・１
９日に開催された。Ｂ－１出展団体や関係者との調
整、運営体制の構築、当日運営準備など令和４年度
に比べ更に業務量が大幅に増加した。
　そのため、日常業務を再分配するとともに、分担
可能なＢ－１グランプリ関連業務については課内で
振り分けを行い、主担当者の負担軽減を図った。
　しかしながら、初めて開催する大規模イベントの
実施という特殊要因により、令和５年度の時間外勤
務は令和４年度に比べ増加することが見込まれる。
　今後も、更なる業務の最適化や業務分担の見直し
を行い、時間外勤務の削減及び職員のワーク・ライ
フ・バランスの充実を図っていく。

  時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見
受けられた。所属長は、職員の時間外勤務を分析
して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこ
と。加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの
充実を図るため、働きやすい職場環境づくりを行
い、働き方改革の取り組みを進めること。また、
ＡＩ技術の活用等による業務改善をはじめとする
業務効率化等による時間外勤務の削減に取り組む
こと。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月２８日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　シティプロモーション部　観光交流課
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（３）コロナ禍における業務の知識や経験の継承に
おけるリスク

【　措置済　】　　令和　５年　３月２４日

　人事異動や職員の長期休暇などにより、実際に
経験者が不在となり、イベントの実施に支障をき
たす事態が生じることのないよう、業務マニュア
ルの整備や任期付職員の活用等をはじめとして、
業務の知識・経験がスムーズに継承できる体制づ
くりに一層努めること。

　特に「大四日市まつり」などの大規模なイベント
終了後には、振り返りのための会議を実施してお
り、留意しなければならないポイントや改善すべき
内容等を確認して業務マニュアルに反映させ、知識
や経験がスムーズに継承できるよう取り組んでい
る。直近では、令和５年３月２３日・２４日に開催
したシティプロモーションイベント「四日市ＳＴＹ
ＬＥ２．５次元舞台」終了直後の会議で反省点等を
確認し、次なるイベントに生かせるよう共有を図っ
た。しかし、メディアの活用や企画・プロモーショ
ンなどの専門的な知識や実務経験の継承にあたって
は、感性でしか伝えられない部分もあるため、任期
付職員を積極的に活用して他の職員が吸収できるよ
う配慮しているほか、経験豊富な職員と経験の少な
い職員が、十分コミュニケーションを取りながら行
動する機会を増やすことで対応を図っている。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　７日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　令和５年度の人事異動により新たな体制となった
当初の令和５年４月７日、指摘を受けた事務処理に
ついて所属内で改めて確認するとともに、見落とし
がちなポイントを共有するなど、内部事務における
ルールの徹底を図った。引き続き庶務担当者及び担
当係長によるダブルチェックを行うとともに、所属
長など上位職による牽制を一層強化し、内部事務管
理における所属全体の質の向上を図っていく。

②　移住支援事業について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月１５日
ア　人口の東京一極集中の是正及び地方の人手不
足を解消するため、東京圏から市内へ移住及び就
業をした人に対して、移住支援金を交付する事業
を実施しているが、実績は０件となっている。令
和３年度には国が定める対象範囲が拡充されたこ
ともあり、本市の定住人口を増やすためにも、当
制度の周知を図るとともに、イベントなどを通じ
て本市の認知度の向上に努めること。

　令和５年１月に東京で開催された移住交流イベン
ト「ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア」に出
展し、国・三重県・本市による移住支援制度につい
て、改正内容も含めて周知に努めたほか、令和５年
２月１日から令和５年３月１５日までの１カ月半に
おいて、動画による本市の移住促進広告を配信し
た。様々な手法により継続して本市のＰＲに努めて
きた成果もあり、これまで実績が無かった移住支援
金の交付事業について、令和４年度の交付実績は５
件となった。
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【　措置済　】　　令和　５年　１月１５日
イ　四日市市への移住を勧めるにあたっては、交
付金をはじめとした金額的な面をアピールするの
みではなく、住むところや働くところも含め、四
日市市へ来たら何ができるのかといった展開を考
えたＰＲを行うこと。

　令和５年１月１４日・１５日に東京で開催された
「ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア」に出展
し、本市のブースを訪れた相談者に対して、本市の
魅力や強みをしっかりアピールすることができた。
具体的には、交通の要衝としての立地優位性や、産
業都市として発展してきたことによる立地企業数の
多さに加え、自然も豊かで住環境が充実しているこ
とにより、本市はバランスのとれた暮らしやすい都
市であることを丁寧に説明した。これまでＰＲに努
めてきた成果もあり、令和３年度まで移住支援金の
交付実績が０件であったのに対し、令和４年度は５
件となった。今後も移住者が着実に増えるよう、本
市の魅力や強みなどを粘り強く発信していく。

③　四日市観光協会について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　四日市市が、観光という点で全国の中で存在感
を示していくためにも、四日市市観光協会の体制
強化に努めるとともに、協会の在り方についても
随時検討を行うこと。

　令和４年度においては、四日市観光協会の目指す
姿や中期的に取り組む重点事業など、今後の取り組
みの方向性を示す「観光・まちづくり推進ビジョン
（２０２３～２０２７）」を策定するにあたり、当
該ビジョンの策定検討会に本市も参画し、積極的に
助言や提案を行った。また、令和５年度からは、観
光交流課に四日市観光協会との専属の窓口担当を新
たに配置し、一層の連携強化を図るとともに、各種
調整の協力や助言等を行うなど、四日市観光協会へ
の支援を強化した。

④　四日市市観光大使について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　観光大使については、選任期間中に担っていた
だく役割が重要である。効果的に観光発信を行っ
てもらうためにも、観光大使による四日市市のＰ
Ｒに費用をかける、再任について基準を設けるな
ど、現在の観光大使の在り方について検討を行う
こと。

　令和５年２月に開催した「四日市ＳＴＹＬＥ in
消防春ふぇす」において、観光大使の花井悠希氏が
１日消防署長に任命され、本市のシティプロモー
ションラジオ番組の公開録音にも参加いただいた。
また、令和５年度からは、同氏がラジオ番組の新た
なパーソナリティとして出演いただくこととなった
ほか、ご自身のＳＮＳ等で本市のＰＲに尽力いただ
いている。他の観光大使についても、本市から提
供・発信している広報よっかいちやイベント情報な
どをもとに、各々が独自の手法で本市のＰＲに取り
組んでいる。近年は、オリンピックの金メダリスト
や文化庁の芸術祭大賞受賞者といった、知名度や話
題性のある人物を観光大使として厳選しているほ
か、任期満了時には、継続の強い意向がある場合に
再任いただくよう見直しを行った。
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⑤ 負担金等を支出している各種協議会等について
【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　６月２６日

ア　四日市観光協会、四日市観光・シティプロ
モーション協議会など、観光に関わる団体が複数
ある中で、それぞれの役割や違いが分かりづらく
なっている。四日市市が先導して観光の発信を行
うためにも、こうした点の整理を行い、スマート
な情報提供が行えるよう取り組むこと。

　四日市観光協会は、民間の個人・団体の会員（令
和４年６月末時点で１４７社）により組織する地域
の観光振興や観光まちづくりに取り組む一般社団法
人である。一方、四日市観光・シティプロモーショ
ン協議会は、四日市市、四日市商工会議所、四日市
観光協会の官民で組織する団体であり、３団体が連
携して本市の観光及びシティプロモーションに資す
る事業に取り組んでいる。両組織は、本市にとって
重要なパートナーであることから、常に連携を図っ
ている。直近においては、四日市観光協会の目指す
姿や役割、中期的な取り組みの方向性等を示す「観
光・まちづくり推進ビジョン（２０２３～２０２
７）」の策定にあたり、令和４年度の検討段階から
令和５年６月２６日の策定に至るまで、本市も策定
検討会に参画して積極的に助言や提案を行ってき
た。また、両組織が取り組む様々な施策について、
本市として情報提供などに協力している。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１８日
イ　北勢５市５町が参加している北伊勢広域観光
推進協議会については、負担金を支出しているこ
ともあり、四日市市もしっかりと発言を行い、主
導して観光推進に取り組むこと。

　北伊勢広域観光推進協議会による連携した取り組
みとして、名古屋圏で参画市町が共同で物産展に出
展することを本市として働きかけ、令和５年３月１
８日、複数の鉄道が乗り入れる金山総合駅近くのイ
ベント会場で物産展に出展した。引き続き参画市町
で相乗効果が得られるような取り組みを検討し、北
勢地域における観光を主導的に推進できるよう積極
的に取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　５年　５月２６日
ウ　負担金を支出している団体に対しては、構成
団体の事業にのみ有益な活動がされることのない
よう、四日市市としてもしっかりと発言を行って
いくこと。

　負担金を支出している団体に対しては、特定の構
成団体にのみ有利に働くような事業や活動が行われ
ることがないよう、常に意見・提案している。直近
においても、令和５年５月２６日に行われた北伊勢
広域観光推進協議会の会議において、本市から参画
している５市５町全ての団体にとって有益な事業や
活動に取り組むべきと意見して賛同を得たところで
あり、今後も留意しながらしっかりと発言してい
く。
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⑥ 一般財団法人地域活性化センターへの職員派遣
の成果活用について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和５年度から、新たな職員が地域活性化セン
ターに派遣され、前年度までの派遣職員と同様、
メールや電話でのやりとりに加え、研修等で本市に
戻る機会を捉えて直接情報交換するようにしてい
る。本市にとって有益と考えられる情報を得た場合
は、関係部署に速やかに展開するとともにその後の
状況を注視し、結果を派遣職員にフィードバックす
ることで、派遣職員が現場のニーズを把握し、本市
にとってより有益な情報をもたらすよう引き続き取
り組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　メールや電話でのやりとりに加え、研修等で本市
に戻る機会を捉えて直接情報交換を行った。また、
当課職員が東京方面へ出張の際には、派遣職員のも
とへ赴き相互の情報交換を行った。それにより得ら
れた地域活性化センターの支援メニューについて、
本庁掲示板を活用して、広く周知を図った。今後も
派遣職員との連絡を密にし、本市にとってより有益
な情報を庁内で共有するとともに、関係部局に展開
が図られるよう取り組んでいく。

⑦　観光資源の有効活用について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　現在、宮妻峡やキャンプ場、冠山茶の木原、もみ
じ谷など、宮妻峡周辺を一体的な観光資源と捉え、
それらの歴史や魅力を広く紹介し、新たな観光拠点
として有効活用を図るよう取り組んでいる。令和５
年度において、誘客を促進するための宮妻峡再整備
にかかる基本方針を示す計画を策定することとして
おり、様々な資源を連動させて観光資源化できるよ
う着実に取り組みを進めていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　宮妻峡やキャンプ場、冠山茶の木原、もみじ谷な
ど、宮妻峡周辺を一体的な観光資源と捉え、各エリ
アの特徴や利用実態を調査し、宮妻峡再整備に向け
た現況評価から共通した課題を取りまとめた。今後
は、地元自治会への説明を行い、誘客を促進するた
めの基本方針を示す計画を令和６年３月３１日まで
に策定し、様々な資源を連動させて宮妻峡再整備に
向けた取り組みを着実に進めていく。

　職員を派遣している一般財団法人地域活性化セ
ンターの支援メニューを関係部局に情報提供し、
地区市民センターが活用に至った事例があるとの
ことだが、活用の結果についても確認を行い、そ
の後の横展開を図るなど、一時的な効果にとどま
らないような取り組みを行うこと。

　地元の観光資源を有効に活用するためには、観
光資源化して売り込むことが必要である。そのた
めに、具体的な実績の数値を示して民間の協力を
求めたり、必要な環境整備を行うよう関係部局に
働きかけたりするなど、従来の発想を転換した取
り組みを実施すること。
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⑧ 観光におけるメディア活用について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月２４日

　観光におけるメディア活用として「2020東海・
北陸B-1グランプリin四日市」とシティプロモー
ション映像「必見 四日市」シリーズをコラボレー
ションさせたボイスミックスを製本化し、市内の
小学校に配布したところ有用な教材として活用さ
れたとのことであるが、こうした事例がさらに増
え、今後の観光推進における資源の発掘・活用に
つながるよう努めること。

　令和３年度に制作したミュージックビデオ「ＳＵ
ＮＲＩＺＥ！４３～こにゅうどうくんのテーマ～」
の設定を展開させた漫画を新たに制作するととも
に、複数の媒体・手法により発信するメディアミッ
クスプロジェクトを実施した。具体的には、こにゅ
うどうくんを擬人化させた漫画を制作し、令和５年
１月から市ホームページで順次公開した。また、令
和５年２月から３月にかけて、本市のシティプロ
モーションラジオ番組内でラジオドラマとして放送
した。さらに、令和５年３月２３日・２４日には、
高校ダンス部など様々な関係者の協力を得て、ダン
スと演劇を組み合わせた２．５次元舞台にも取り組
み、若い世代を中心に多くの方々に観覧いただい
た。今後も交流人口や関係人口の増加につながる資
源の発掘や、様々なメディアを活用した効果的な情
報発信に取り組み、本市のシティプロモーションに
資するよう取り組んでいく。

⑨ シティプロモーションの展開と効果的な観光推
進について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和５年５月から、新型コロナウイルスの感染症
法上の位置付けが２類相当から５類に引き下げられ
たことに伴い、概ねコロナ前と同じようにイベント
を開催できるようになりつつある。一方で、コロナ
禍により大幅に普及したリモートや配信は、シティ
プロモーションを展開するうえで有効活用できる手
段であることから、今後は、多くの人が実際に集う
イベントの開催だけでなく、会場に訪れることが出
来ない場合でも楽しんでいただけるような方法も取
り入れることを検討していく。

【　措置済　】　　令和　５年　８月　６日
　令和５年８月５日・６日に行われた大四日市まつ
りは、１日目を「おどりの日」、２日目を「郷土の
文化財と伝統芸能の日」として会場で様々な企画が
開催された。会場に訪れることができない場合でも
まつりの様子や山車などの文化財の演技等を楽しん
でいただけるよう、メインステージ等での企画や会
場の様子について、コロナ禍により普及した配信方
法の一つであるＹｏｕＴｕｂｅＬＩＶＥを利用し、
インターネットでの映像配信を行うとともに、ＳＮ
Ｓを活用したリアルタイムな情報発信にも取り組ん
だ。

ア　シティプロモーションを展開するにあたって
も、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行を
機に状況は大きく変わってきている。コロナと共
生するという新たな時代にあるということを理解
し、施策に活かすこと。
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【　措置済　】　　令和　４年１２月３１日
イ　観光を推進するにあたっては、どのように四
日市市に来てもらうのかという物語を作ることが
大切である。そのための様々な素材の活用を含
め、散発的なＰＲに止まることのない、多様な挑
戦を通じて観光の推進に取り組むこと。

　本市の歴史ある文化資源を保存・活用するため、
文化課において、令和３年度から令和４年度にかけ
て、築１００年を迎えた旧四郷村役場の耐震補強及
び修理工事を行った。また、旧四郷村役場の館内を
全面的に活用し、建造物の価値や本市の近代産業の
歴史等を分かりやすく伝える展示整備を進めるにあ
たり、文化課と連携し、クラウドファンディングな
どによって寄附を募った結果、募集した令和４年１
２月３１日までに、個人や団体・企業から３６７
件・約６７７万８千円と非常に多くの協力が得られ
ることとなった。展示整備を終えたリニューアル後
は、市内外から多くの方々に来訪いただけるよう、
例えば、あすなろう鉄道など本市ならではの資源と
連動させた企画やイベントを実施するなど、引き続
き文化課や様々な主体と連携し、シビックプライド
の醸成や本市の都市イメージ向上につながるよう継
続して取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　５年　６月１４日
ウ　東京などで地場産品の販売や情報発信を行う
際には、来場者は貴重な情報を提供してくれると
いうことも意識し、情報収集の場としても有効に
活用すること。

　現在、本市の地場産品や特産品などを活用し、新
たな四日市土産を生み出す仕組みづくりを進めてお
り、市内事業者のこだわりの商品を地域ブランド
「泗水十貨店」として認定し、それら商品のＰＲや
販売を通じて本市の魅力を発信することを目的とし
ている。令和５年６月１４日から市内２箇所の販売
店で選定した商品の試験販売を開始したほか、各地
のイベントでも試験的な販売を実施しており、対面
販売した際の実績や購入者の声、メールで寄せられ
た意見、ＷＥＢアンケートを通じて購入者の属性や
購入目的などの情報を収集している。今後も、各地
のイベントや首都圏などでもＰＲ及び販売を計画し
ており、様々な地域で情報収集を行い、蓄積した情
報を分析してより良い仕組みの構築に役立ててい
く。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　現在、本市の中心市街地では、国直轄事業の「バ
スタ四日市」整備を含めた中央通り再編事業などが
進められている。整備後のバスタ四日市周辺におけ
る観光や賑いの創出について、四日市観光協会に求
められる役割や期待は非常に大きいと考えており、
本市としても四日市観光協会と連携して様々な施策
に取り組む必要がある。また、鉄道を利用して本市
にお越しいただくイベントなどを手掛ける交通事業
者と連携・協力した取り組みについても検討する必
要があり、今後はバスタ四日市の完成を見据え、民
間の力を活用する事も視野に入れつつ、交流人口や
関係人口の増加に資するよう取り組んでいく。

【　措置済　】　　令和　５年１１月１９日
　令和５年９月３０日に近畿日本鉄道と本市とで連
携・協力し「鉄道ロゲイニングｉｎ四日市」を開催
した。
　また、「２０２３東海・北陸Ｂー１グランプリｉ
ｎ四日市」を開催した令和５年１１月１８日・１９
日には、中心市街地商店街や四日市観光協会と連携
し、「まちなか文化祭２０２３」「お諏訪さん市」
などの同日開催イベントに対する支援も実施し、来
場者数が２日間で２０万人を上回るなど、大いに賑
わいを創出した。
　今後もバスタ四日市の完成を見据え、民間団体等
と連携し、交流人口・関係人口の増加に資するよう
取り組んでいく。

エ　四日市観光協会が担うことが想定されるバス
タ事業の観光に関する業務については、観光に対
する民間企業の取り組みを支援するという方法で
の展開についても検討すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（５）出先機関の備品の管理がなされていないリス
ク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　出先機関の公有財産や備品は非常に多くの数があ
るため、まずは実際に管理しているものと台帳の突
合、整理を随時、実施している。
　その過程で、指定管理者に使用させる備品の考え
方を整理し、的確な財産管理体制を構築していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　令和６年度より、文化会館、三浜文化会館、茶室
を一体として指定管理を行うことから、あらためて
実際に管理しているものと台帳の突合、整理を実施
した。その際に今後も使用を見込めない備品につい
ては廃棄を行い、指定管理者に使用させる備品を整
理し、的確な財産管理体制を整えた。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和５年度の業務分担を行うにあたって、令和４
年度の時間外勤務が年間３６０時間を超える職員２
人の負担を平準化するよう、偏りのない分担を図っ
た。
　また、働き方改革を推進するため、各自のノー残
業デー実施を、課で共有する予定表にあらかじめ記
入するなど、取り組みをより強化している。
　ＡＩ技術の活用については、窓口業務での対応の
時間短縮を図り時間外削減につながるよう、取り組
みを進めている。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　埋蔵文化財の窓口業務において、５月から、デジ
タル技術の導入を進めて業務の効率化、時間短縮の
取り組みを行っている。そういった効果により、令
和５年度の時間外勤務３６０時間超は、対前年比１
人減となった。業務を統括する立場の職員１人は年
間３６０時間を超える見込みであるがさらなる業務
分担の見直しを図り、３６０時間を超える職員０を
目指す。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　シティプロモーション部　文化課

３　監査実施期間　　　令和４年１１月２１日

  工事等で更新された工作物が公有財産台帳に反
映されておらず、施設により指定管理者に使用さ
せる備品の考え方に統一感を欠いているため整理
すること。備品・消耗品のリストを指定管理者と
共有し、厳格な財産管理体制を構築すること。ま
た、現在使用していない備品は廃棄し、管理しや
すい体制とすること。

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤務
が年間３６０時間を超える職員が見受けられた。所
属長は、職員の時間外勤務を分析して、職員配置や
業務分担の再確認等を行うこと。加えて、職員の
ワーク・ライフ・バランスの充実を図るため、働き
やすい職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めること。また、ＡＩ技術の活用等による業
務改善をはじめとする業務効率化等による時間外勤
務の削減に取り組むこと。
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（６）文化会館の駐車場が満車により駐車できない
リスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　さらなる駐車場所の確保に努める。
　また、文化会館は中心市街地に位置していること
から、公共交通機関を利用した来場の促進をさらに
図っていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　利用者の利便性を高めるべく、近隣での駐車場所
の確保に努めているが、文化会館周辺では開発が進
み、駐車場適地の確保は困難な状況である。中央通
りの再編を機に、さらなる公共交通機関を利用した
来場の促進を図っていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　文書作成における基本的な知識の獲得を図りつ
つ、あいまいな点はあらためて手引きを確認した
り、総務課や会計管理課に相談するなど、ミスの防
止に努めている。
　チェック体制については、必要最小限の職員で決
裁するよう人数を絞り、文書を漫然と見ることな
く、一人一人のチェックする意識を高めることに取
り組んでいる。

【　措置済　】　　令和　５年　９月３０日
　課内に徹底を図るべく、８月から９月にかけて、
実務に合わせて、事務処理の基本的なスキルが身に
つくよう、慣習に倣わず、あらためて手引きを確認
したり、関係課に事前に相談することを実践し、ミ
スの防止に努めた。
　また、必要最小限の人数で決裁することで効率良
く回議するとともに、承認者１人１人がチェックす
る意識を高めた。引き続き、内部チェック体制の整
備に取り組み、内部事務管理の徹底を図っていく。

② 音楽等情報ステーション推進事業について【効
率性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　音楽等情報ステーション推進事業は広報マーケ
ティング課の事業と重複しているところがある。
一定の役割を果たした事業は、効率的に見直し、
市民の利便性を高めること。

　他課の事業とは目的や内容の異なる点があり、必
要な事業と考え、継続実施している。今後、より利
便性の向上に努め、実施していく。

③　文化の拠点について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
ア　四日市市文化会館と三浜文化会館はそれぞれ
の役割を果たせるような文化の拠点であること。

　２つの施設は、利用する目的が異なっており、そ
れぞれの施設の特徴を生かして、文化の拠点として
の役割を担っている。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
イ　泗翠庵等の施設について、公益財団法人四日
市市文化まちづくり財団と連携しながら広く周知
すること。

　茶室「泗翠庵」の運営管理についても四日市市文
化まちづくり財団が指定管理者となっており、文化
会館や三浜文化会館と連携して事業を行っている。
引き続き、周知を含めた効果的な連携を図ってい
く。

　駐車場を拡張したとのことであるが、文化の拠
点にはいっそう増設の必要がある。また、バスの
駐車場がないことから、中央通りの再編後や、さ
らなる駐車場所の確保も含め、先を見据えた検討
を続けること。

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。
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【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
ウ　旧四郷村役場の改修後には、また新たな文化
の拠点となることから、広く周知し、活用につな
げること。

　旧四郷村役場については、建物内の展示リニュー
アルを進める一方で、令和５年５月には建物の魅力
に触れる座談会・見学会を実施し、市内をはじめ県
内外からの参加を得たほか、第４号の整備工事通信
を発行し、広く周知を図ったところである。今後
も、旧四郷村役場周辺の歴文化に触れるウォーキン
グや講演会の開催を予定しており、本市の近代産業
発展を広く周知する施設として、また新たな文化の
拠点として、活用を進める。

④　情報発信について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　部内で所管する各施設やイベント、ＳＮＳなどに
おいて、各課が互いに連携して発信力を高めている
が、さらに効率的、効果的に行っていくよう、努め
る。

【　措置済　】　　令和　５年１２月１７日
　文化財や歴史文化をまちづくりにも生かす取り組
みを実践していく「四日市市文化財保存活用地域計
画」が、１２月１５日に文化庁に認定され、本計画
をＰＲするシンポジウムを１７日に開催した。引き
続き、地域資源という観点からも広い視点で情報発
信していく。

⑤ クラウドファンディングについて【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　旧四郷村役場のクラウドファンディングを令和
４年度に行っているが、四日市の歴史文化をス
トーリー性をもって発信することで、市内出身で
成功した企業人等も寄付をしやすい形となるよう
努めること。

　令和４年度のクラウドファンディングでは、旧四
郷村役場が、四日市市の近代産業発展に深い関わり
を有していることをアピールして寄付を募り、地元
や縁のある企業から寄付をいただくことができた。
今後も旧四郷村役場から市の歴史文化を発信してい
く。

⑥　御池沼沢植物群落について【効率性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
　御池沼沢植物群落内には、地元自治会が管理し
ている土地がある。境界が確定したとのことであ
るが、土地取得を本格的に検討するなどして保存
整備を進めること。

　自治会管理の土地については、境界確定後、国指
定に追加されたことから、今後、国補助を活用して
土地取得を図り、保存整備を進めていく。

⑦　自動販売機について【住民福祉の向上の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　自動販売機設置に係る更新時には、住民福祉の観
点による条件も付すよう、他の事例を参考に設置条
件の整備を進めていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　自動販売機設置に係る更新時に住民福祉の観点に
よる条件を付すべく、他の事例の収集に努めてい
る。

⑧ 久留倍官衙遺跡八脚門北面壁補修工事について
【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　人的な要因により八脚門北面壁補修工事が行わ
れたが、今後も同様の行為が発生しないよう留意
して管理を行うこと。

　復元による貴重な門であることをアピールすると
ともに、みんなで文化財を大切に守っていく意識を
持つことを呼び掛ける注意看板を現地に設置した。

　お茶の産地、萬古焼に代表される伝統産業や、
それにまつわる飲食、街や人の動きのストーリー
を連動するなど、ポテンシャルを活かし、全国的
な注目を集めるよう部局が連携し、ＳＮＳの特性
も活かして横断的に文化を発信すること。

　三浜文化会館に設置されている自動販売機につ
いて、更新時には災害時無料となる協定を結ぶ
等、庁内の先進事例の情報を収集して条件を整備
すること。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　令和　５年　７月３１日

　毎週水曜日のノー残業デーには、朝礼時に所属長
から至急の仕事が無い限りは残業をすることなく退
庁するよう呼びかけを行うとともに、週休日等に出
勤した場合は、必ず振替休日を取得するよう課員に
周知を行った。
　また、令和５年３月に初開催した四日市コンビ
ナート夜景ランフェスティバルでは、ＲＰＡツール
を活用した参加料の納付書を作成したほか、新たに
タブレットを導入し、オンライン会議や現場での打
合せなどに活用することで、業務の効率化に取り組
んだ。
　引き続き、特定の職員に業務が集中し、負担が大
きくならないよう、業務の進捗状況の把握や業務内
容の見直しなどによる業務の平準化に取り組み、職
員のワーク・ライフ・バランスの充実を図るととも
に、働きやすい環境づくりに努める。
　なお、令和４年度における時間外勤務が３６０時
間を超過した職員は３名であり、時間外勤務の削減
に努める。

【　継続努力　】　令和　６年　１月３１日
　毎週水曜日のノー残業デーには、朝礼時に所属長
から至急の仕事が無い限りは残業をすることなく退
庁するよう呼びかけを行うとともに、週休日等に出
勤した場合は、必ず振替休日を取得するよう課員に
周知を行った。
　特定の職員に業務が集中し、負担が大きくならな
いよう、業務の進捗状況の把握や業務内容の見直し
などによる業務の平準化に取り組み、職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図るとともに、働き
やすい環境づくりに努める。
　なお、令和５年１０月に開催したサイクルスポー
ツフェスティバル担当を増員し、業務を分散させた
ことから、担当職員１人当たりの時間外勤務は減少
したが、時間外勤務が３６０時間を超過する職員は
４名となる見込みである。
　年次有給休暇については、所属職員全員が、５日
以上の取得を達成した。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　シティプロモーション部　スポーツ課・総合体育館管理室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ハーフマラソン準備室

３　監査実施期間　　　令和４年１１月２１日

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が見受けられ
た。前年度以前よりは所属全体の平均時間外勤務
数が減少しているので、所属長は、引き続き、職
員の時間外勤務を分析して、職員配置や業務分担
の再確認等を行うこと。加えて、職員のワーク・
ライフ・バランスの充実を図るため、働きやすい
職場環境づくりを行い、働き方改革の取り組みを
進めること。また、ＡＩ技術の活用等による業務
改善をはじめとする業務効率化等による時間外勤
務の削減に取り組むこと。
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（３）補助金が適切に支出されないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
　市独自の生涯スポーツ普及促進策により、競技
人口が衰退した種目もある。全国的な状況を把握
し、運動と健康の両立等全市的な視点で事業を運
営すること。

　生涯スポーツについては、四日市市スポーツ推進
委員協議会等への事業補助金や同協議会と連携して
実施する市主催事業などにより、普及促進を図って
いる。
　令和５年５月２１日には、２０２０年東京パラリ
ンピック種目で全国的に注目を浴びたボッチャの市
民大会を開催し、年齢や障害の有無に関わらず取り
組むことができ、運動と健康の両立につながる競技
の普及促進を図った。
　引き続き、全国的な状況の把握に努めながら、全
市的な視点をもって、事業に取り組んでいく。

（４）管理する施設で事故が発生するリスク 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
　指定管理の施設管理をはじめ、チェックの必要
な業務は多いので、所属内でのＯＪＴがとても重
要である。施設で事故が発生しないよう、引き続
き適正な管理に努めること。

　施設で事故が発生しないよう、職員間、職員と指
定管理者との連携や情報共有を図るとともに、施
設・設備の法定・保守点検や修繕を実施し、施設利
用者が安全・安心に施設を利用できるよう努めた。
　また、部局における「災害活動マニュアル」や指
定管理者において「危機管理マニュアル」を作成
し、台風、大雨等の自然災害が予測される際には、
指定管理者と密に連絡を取り合い、施設利用者への
事前連絡・周知に努め、安全確保を図った。

（５）公有財産が適切に管理されないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
①　管理する施設及び備品等が多く、また利用に
よる破損も生じやすい。巡回では入念に点検し、
問題が見つかれば迅速に施設修繕等の整備を実施
すること。

　備品は、担当者による備品台帳との突合と管理職
による抜き取り実査を令和４年度に実施した。
　また、職員による定期的な施設巡回を行い、破
損・不具合箇所がないか確認を行うとともに、毎月
実施する指定管理者との調整会議おいて情報共有を
行い、利用者に影響がないよう、迅速な修繕を行
う。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
②　支柱を補強した場合など、原課契約工事にお
いて工作物の価値に変動が生じた案件について
も、適宜、工作物台帳に反映させ、処理漏れのな
いようにすること。

　職場内研修等において、四日市市公有財産事務取
扱規程の周知を実施した。工作物の価値に変動が生
じた際には、適宜、工作物台帳に反映させ、管財課
へ報告する。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　内部事務管理改善のため、職場内研修等におい
て、会計規則や文書事務の要点の周知を行い、適切
な事務執行に努めた。
　また、上位職によるダブルチェック等十分な確認
を行い、牽制体制の強化を図った。
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② コロナ禍におけるスポーツイベント等の実施に
ついて【住民福祉向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　５月　８日

　令和３年度は、スポーツイベント等を一定程度
は実施できたものの、中止となったものもある。
今後もコロナ禍は続くことが予想される中、感染
防止の工夫をしながら、市民のスポーツの機会を
確保するよう努めること。

　令和４年度においては、令和３年度に中止した多
くの事業を、新型コロナウイルス感染拡大防止対策
を講じた上で、一部縮小等しながらも開催すること
ができた。
　令和５年５月８日からの新型コロナウイルス感染
症の５類感染症への移行等に伴い、令和５年度は、
ほとんどの事業において新型コロナウイルス感染症
流行前と同規模での開催を計画しており、基本的な
感染対策に留意しながら、引き続き、市民のスポー
ツの機会を確保するよう努めていく。

③ 原課契約工事について【経済性の視点・合規性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

ア　施設などを多く所有しており、その建物や工
作物などについて修繕が必要となることで、原課
契約工事も多く行っている。状況によっては緊急
工事となる場合もあるが、事務取扱要領を遵守
し、請負業者の選定や請負金額において、公平
性、妥当性を確保していくこと。

　「四日市市原課契約工事事務取扱要領」、「原課
契約工事発注・監督・検査マニュアル」を再度確認
し、契約内容の公平性・妥当性を確保するよう、課
員に周知徹底した。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
イ　原課契約工事として実施している案件の費用
について、工事請負費や修繕料とするのが真に適
切であるのか曖昧なものがみられる。支出科目を
判断する際には、疑義の生じない明確な説明がで
きるよう整理しておくこと。

　「四日市市会計規則」及び「会計事務の手引き」
を再度確認し、適正な費目で予算を執行するよう、
起案時及び決裁時に確認することを、課員に周知徹
底した。

④ 新たに整備された運動施設について【経済性の
視点、有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

ア　三重とこわか国体・三重とこわか大会の準備
を契機に整備された新たな大規模運動施設を、大
規模大会の誘致等により積極的に利用し、スポー
ツ振興及びシティプロモーションに資すること。
また、大規模大会の誘致等は必要であるが、市民
が利用困難になることも想定される。施設の空き
情報の提供・予約調整等のほか、民間施設との連
携も検討すること。

　総合体育館や四日市テニスセンター等の高規格の
スポーツ施設に、国際大会や全国大会、リーグ戦等
のスポーツイベントを誘致し、市民がトップレベル
のスポーツ競技・演技を観る機会の創出やスポーツ
を通じた地域の活性化、交流人口の増加を図った。
　一方で、市民利用の機会を喪失しないよう、大規
模大会等の開催に偏ることなく、市民利用とのバラ
ンスも考慮した上で、予約調整を行っていく。加え
て、予約調整の際には、利用規模に応じた他の運動
施設を案内することで、より多くの市民が利用でき
るよう調整をしている。なお、民間施設との連携に
ついては、どの施設を案内するか、また公共施設と
比較して料金が高くなる等の課題があるため、慎重
な対応が必要である。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
イ　大規模施設の整備を短期間で行った結果契約
金額が高額となり、維持管理を含め財政圧迫が懸
念される。費用面での今後の方向性を検討するこ
と。一例として、ＬＥＤのリース契約や電力契約
の見直し等より経済的な視点を持つこと。

　施設の大規模整備を実施する際には、その整備の
必要性の検討や、イニシャルコストやランニングコ
ストの比較検討、発注方法などを検討するととも
に、照明のＬＥＤ化等を実施することで省エネ化を
図り、施設の維持管理費の削減に努めた。
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⑤ 四日市ハーフマラソンについて【経済性の視
点、有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和４年度における調査の結果、当初の予想をは
るかに上回る大規模渋滞の発生が想定され、その影
響が市内のみならず、広域にも及ぶ可能性があり、
また迂回路の設定についても困難であることが判明
した。よって、今後、関係者とハーフマラソン開催
の可否について協議を行う。

【　措置済　】　　令和　５年１２月２５日
　１０月１９日に開催したハーフマラソン実行委員
会にて、大会の中止に関する採決を行った。その結
果委員１１人中、１１人賛成により大会中止が決定
した。１１月定例月議会にて本事業にかかる令和５
年度予算の減額補正予算案を上程した際、産業生活
常任委員会にも併せて報告を行った。なお、減額補
正案は、可決された。

⑥　指定管理業務委託について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
　指定管理業務委託において、市が費用負担すべ
きことと指定管理者が費用負担すべきことは協定
により定めがある。特段の事情があり定めに拠ら
ない費用負担を行う場合は、事前に指定管理者と
協議を十分に行って業務を実施すること。

　「四日市市運動施設指定管理者協定書」及び「四
日市ドーム指定管理者基本協定書」に基づき、費用
負担を行うとともに、定めに拠らない費用負担につ
いては、その都度協議のうえ、適切な業務を実施し
ていくことを課内で改めて周知した。

⑦ 総合型地域スポーツクラブについて【有効性の
視点】

【　検討中　】　　令和　５年　７月３１日

　設立から間もない総合型地域スポーツクラブに対
しては、育成に向けた補助を行っており、現行の補
助制度において、設立準備のために設置された組織
も補助対象とするなど、設立後の活動のみならず設
立準備から支援する体制を検討する。

【 継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　現在、総合型地域スポーツクラブの設立を検討し
ている地区からの相談を受けており、設立準備のた
めに設置される組織への補助制度を検討するにあた
り、設立を検討している地区への聞き取りを実施す
ることでニーズを把握するとともに、他市事例の調
査研究を進めることで、有効な支援体制を構築す
る。

　四日市ハーフマラソンに関し、感染症予防対策の
ため中心市街地発着を予定していた当初コースの見
直しが必要となり、令和４年度には調査費用として
4,000万円弱の経費が必要として補正予算が議決され
たが、他都市ではすでに開催に成功している事例も
多い。今後は、専門家の知見や他大会等の情報収集
により課題を迅速に明確にするとともに、事業実施
にあってはあらゆる可能性を予見してさらなる費用
の上乗せを防ぐこと。
　また、中学校の駅伝大会などにも利用できるよう
なコースについても検討し、シティプロモーショ
ン、シビックプライドの醸成につなげること。

　総合型地域スポーツクラブへの期待は大きく、
設立を待って補助する現行の支援体制は脆弱と言
わざるを得ない。現状を検証しながら、設立も活
動もサポートしていくこと。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
①　病気休暇などで長期に渡って職員が欠ける際
の要員確保に引き続き取り組むこと。また、窓口
業務の担当職員の負担が大きくなりがちであるた
め、そのフォロー体制について検討すること。

　突発的な病気や事故に対しては調整が困難な場合
もあるが、引き続きセンター全体で調整を行うなど
対応するとともに、また、窓口担当職員について
は、互いに調整し、計画的な年休取得に努めるとと
もに、研修により職員全体の窓口業務に対するスキ
ルアップに努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日
【小山田地区市民センター】
②　窓口業務の担当職員は、他の職員と比べると
年休取得日数が半分以下となっている。窓口業務
を行う会計年度任用職員の増員などにより、どの
職員も働きやすい労働環境を整備すること。

　令和４年度から主にマイナンバーカードの交付事
務を担当する派遣社員が増員され、令和５年度から
は派遣社員が会計年度任用職員となり担当できる窓
口業務も増えたため窓口職員の負担も軽減した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　内部事務処理におけるミスの発生を防ぐために、
事務処理誤りに関する事象の発生時には職員間で原
因把握と再発防止策の共有を行っており、発生しや
すいミスについては、改めて朝礼で周知を行うこと
とした。また、実際の事務においては、「適正事務
の手引き」等で確認し、所属内でミスが発生しやす
いポイントを共有しながら上位職を含めた複数の職
員での確認を改めて徹底した。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１０月２４日、令和４年１０月２７日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市民生活部　地区市民センター

　　　　　　　　　　　　橋北地区市民センター、小山田地区市民センター、
         　　　　　　　 内部地区市民センター、四郷地区市民センター、県地区市民センター、
               　　　　 川島地区市民センター
　　　　　　　　　　　　（県地区市民センター、川島地区市民センターは、書面監査）
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②　内部統制について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　支出事務や証明事務等でミスを防ぐための内部
統制について、取扱事務の複雑化・多様化が進み
事務量が増加していること、土日・祝日明けなど
窓口混雑時の事務処理誤りなど、様々なリスクが
想定される。リスクを想定し、内部統制が機能す
る体制づくりに取り組むこと。

　窓口の混雑に伴う焦りから事務処理誤りが発生し
ないよう、混雑時には窓口担当職員以外もできる範
囲で応援したり、複数の職員でのチェック及び申請
者と確認のうえ申請書交付を徹底するなど、ミスの
発生リスクが抑えられるような体制づくりをしてい
る。また、窓口の混雑が想定される日については、
窓口職員を中心に対応できるよう、出勤日を調整
し、対応している。

③ 自治会役員などの選出について【住民福祉の向
上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　自治会役員のスムーズな選出に成功している地
区もある。また、行事において専門性の高い作業
が伴うことから、事故を恐れて役員のなり手がな
いというケースもみられ、その作業において技術
を有している有償または無償のボランティアを依
頼することで参加者の増加につながった例もあ
る。こういった成功例を参考にし、役員のなり手
の不足の解消や参加者を増加させることに取り組
むこと。

　自治会役員の発掘・育成について、研修などに積
極的に参加し先進事例を学ぶとともに、館長会など
を通して、各地区市民センターと情報共有を図り、
なり手の不足の解消や参加者の増加に努めている。
引き続き自治会等の地域団体や団体事務局の意見も
聞きながら、人材発掘・育成に取り組んでいく。

④ 地域活動の担い手の確保について【住民福祉の
向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　自治会役員は、担い手の確保が困難になってき
ている。また民生委員については、年齢制限が緩
和されたものの選出が難航している。他の地域活
動団体においても担い手の確保が困難なことか
ら、いっそうの地域活動のＰＲなどに加え、担い
手の発掘につながる地区ごとの手法をさらに検討
すること。

　各種地域活動の役割の負担軽減につながるよう、
ＩＴ技術を使いこなすための講座等を開催し、社会
教育の視点から地域活動の担い手確保に努めた。引
き続き市民生活課と地区市民センターが連携しなが
ら、これからの地域社会づくりを担う人材の確保や
育成に取り組み、地域特性を考慮したまちづくりを
進めていく。

⑤ 電気料金に対する意識について【経済性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　電気料金については、水道やガスとは異なり使
用量についての業者からの逐一の報告がないこと
から、漏電などに特に注意し、使用状況の把握に
努めること。

　漏電の原因となる電化製品や建物の劣化について
は、適宜館内点検を実施し、必要に応じて適切な修
繕を行っている。センターの電気使用量については
市民生活課で検針票によって把握しており、万一不
自然な使用量の増加が認められた際は早急に当該施
設に確認をとるものとする。

⑥ 窓口における本人確認について【経済性の視
点・住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　戸籍謄本などの請求時に確認する本人確認書類
のコピーの必要性については、費用対効果や請求
者の待ち時間なども考慮して総合的に検討し、事
故を未然に防止すること。

　遵守すべき事務手続を徹底する一方で、本人確認
書類は重要な個人情報であることから、取り扱いを
慎重に行いつつ、コピーは必要最小限にとどめてい
る。事故を未然に防止するため、引き続き適切な個
人情報の取り扱いに努めていく。

⑦ 証明書の発行業務について【住民福祉の向上の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　マイナンバーカードを利用した証明書の発行手
数料の見直しが検討されているが、センターの窓
口でコンビニ利用の利便性を促す周知が必要であ
る。証明書の発行はコンビニ交付を促進し、セン
ターでは、センターでしかできない相談や本庁と
の連携に力を注ぐこと。

　マイナンバーカードの発行時にコンビニでの証明
書交付の利便性や手数料の差額があることを呼びか
けたり、チラシを配布したりするなど、周知に努め
ている。今後も市民課と連携してマイナンバーカー
ドの利便性について周知を図るとともに、窓口での
相談業務や本庁との連携に注力していく。
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⑧　公有財産管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日
【共通事項】
　公有財産について、更新されたものは公有財産
台帳に適宜反映させるとともに、すでに機能して
いない、使用の見込みのない工作物に関しては、
管財課と相談し、適切に対応すること。

　建物、工作物、備品等の管理状況について、複数
の職員で再確認するとともに、使用状況に応じて必
要な対策を実施した。引き続き建物や備品等の適切
な管理に取り組んでいく。

⑨　掲示物について【住民福祉の向上の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【共通事項】
　館内には非常に多くの掲示物が掲示されている
ため、掲示効果が薄れていると思われる。景観を
考え掲示しているが、掲示物の多さに慣れない人
もいることからデジタルサイネージを導入するな
ど、掲示方法を検討すること。

　掲示物については、掲示期限の確認、掲示物のは
がれの補修、不要な掲示物の撤去等を逐次行い、掲
示物が過剰とならないよう努めている。今後もより
良い掲示方法について市民生活課と連携して検討を
続けていく。

⑩ 災害発生時への備えと個人情報管理のバランス
について【住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【共通事項】
　地区内に在住の高齢者などの情報について、自
治会長が書類を収集し、地区市民センターが管理
している。自宅の電気がついているのに応答がな
かったため、自治会長が地区市民センターを訪れ
て当該書類の閲覧を求めたが、書類の所在を知っ
ていた職員が不在であったため書類を確認できな
かった事例が過去にある。災害発生時など緊急事
態の際に、当該書類が閲覧できないといったこと
がないように、その取扱いについて常に地域で
ルールを共有しておくこと。

　朝礼等で当該書類の所在と、取り扱いの際の注意
事項を共有した。引き続き自治会と連携しながら、
災害発生時の備えと住民福祉の向上を図っていく。

⑪　現金の取扱いについて【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【橋北地区市民センター】【小山田地区市民セン
ター】【内部地区市民センター】【四郷地区市民
センター】
　センターでは、日々多くの収納金を管理してい
る。当日の収納金のうち、ＡＴＭからの入金が可
能なものは最寄りの金融機関の専用口座に入金
し、夜間のセンター内金庫での保管現金を極力少
なくしている。前日の収納金は、翌日の午前中に
専用口座を開設している金融機関に払い込む運用
を行っている。２人一組の職員で金融機関に行く
ことができない場合には、近隣であっても公用車
を使用するなどの対策を取っているが、盗難など
常に現金事故の防止を徹底すること。

【橋北地区市民センター】
　金融機関へ行く際には公用車を使用するなど、常
に現金事故の防止を徹底している。
【小山田地区市民センター】
　現金の取り扱いについては常に２人以上で確認を
行い、事故防止に努めている。また、金融機関への
払い込みについては往復２㎞程度あるため自動車以
外で行くことはなく、必ず午前中に済ませている。
【内部地区市民センター】
　収納金の金融機関への入金については、窓口業
務、電話対応、自治会等への対応のため、２人一組
の職員で行くことができない場合には、盗難被害等
の防止のため、隣接する金融機関に早足で慎重に移
動している。
【四郷地区市民センター】
　最寄りの金融機関へは公用車等、複数の交通手段
や経路を日によって変更する等して、常に現金事故
の防止を図っている。

⑫ 災害発生時への備えについて【住民福祉の向上
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

【小山田地区市民センター】
ア　職員通用口にある水道のバルブ栓が５㎝ほど
地表から突出している。夜間や緊急時等の利用に
おいて、職員が転倒するおそれもあるため、平板
ブロックの敷設などにより対処すること。

　砕石を置き転圧することで段差をなくし、危険は
なくなった。
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【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

【小山田地区市民センター】
イ　戸棚などについて、耐震対策がとられていな
いものが見受けられるため、すべて点検し、すみ
やかに対応すること。

　耐震対策がとられていない場所がないか再度点検
し、転倒防止対策がとられていない戸棚などに対策
を行った。

【　措置済　】　　令和　５年　１月３０日

【内部地区市民センター】
ウ　調理室の冷蔵庫などについて、耐震対策がと
られていないものが見受けられるため、すべて点
検し、すみやかに対応すること。

　館内を点検の上、調理室の冷蔵庫など耐震対策が
必要な箇所について、転倒防止金具等を取り付け、
対応を行った。

⑬ 施設管理について【住民福祉の向上の視点・合
規性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　６月　１日

【内部地区市民センター】
ア　隣接する私道に車両が停まっていたが、市有
地の境界を確実に把握しておき、越境行為が発生
していないか常に確認すること。

　法務局備え付け地積測量図を基に市民生活課職員
と共に現地確認を行い、駐車車両は私道に駐車され
ていることを確認した。今後も引き続き適正な施設
管理に努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年１２月２２日

【内部地区市民センター】
イ　和室の障子が破れているため、修繕を行うこ
と。

　和室の障子の破れている箇所の修繕を行った。

【　措置済　】　　令和　５年　６月　１日

【内部地区市民センター】
ウ　畳のへりは、特に高齢者はつまずく危険があ
るので、テープやスポンジなどで対策を行うこ
と。マンホール周りのコンクリートについても、
つまずく危険があるので、対応を検討すること。

　畳のへり付近に段差解消の木材を取り付け対策を
行った。
　マンホール周りのコンクリート部分については、
屋上防水工事終了(９月予定)後、段差解消のための
工事を実施する。

【　措置済　】　　令和　４年１０月３１日

【四郷地区市民センター】
エ　フェンスが破損している箇所があり危険なこ
とから、注意看板などを設置することにより子ど
もの事故の防止に努めること。

　該当箇所に注意喚起のプレートを貼付することに
より事故防止を図った。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　当該法面については急な斜面であり、直営での作
業が困難であるため、除草作業についての予算要求
を行った上で対応していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月１５日

　令和６年度予算にて対応予定である。

⑭ おもいやり駐車場について【住民福祉の向上の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年１２月１６日

【橋北地区市民センター】
　おもいやり駐車場のアスファルトが凸凹であ
る。車いす利用者、杖歩行者など歩行に困難のあ
る方がつまずくと危険なことから修繕を行うこ
と。

　おもいやり駐車場で利用者がつまずくことがない
よう舗装し直した。引き続き敷地内の適切な管理に
取り組んでいく。

⑮　入り口の掲示板について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年１１月　９日

【橋北地区市民センター】
　掲示板のガラス引き戸が壊れて使用できない状
態である。新規に設置するのか、修繕で対応する
のか市民生活課と協議し、適切な対策をするこ
と。

　掲示板のガラス引き戸が稼働するよう修繕を行っ
た。今後も施設の有効活用に努めていく。

【四郷地区市民センター】
オ　法面に多くの雑草が生えており、公共施設側
の責務として除草を行うこと。
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⑯ 太陽光を利用した外灯について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【橋北地区市民センター】
  ソーラーパネルの位置が建物の陰になってお
り、その目的と効果が不明確である。自然エネル
ギーを使用した電源確保は有効であるが、効果的
な機能の活用がなされているか確認すること。

　外灯を所管している危機管理課に修繕を依頼した
（令和５年度既決予算内での対応を含め調整中）。
なお、公共施設へ太陽光発電設備等を率先して導入
していくことで、市民への気候変動に対する意識付
けが期待できるため、引き続き設置に協力してい
く。

⑰　窓口対応について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【橋北地区市民センター】
　証明書発行時の誤った対応や処理について、出
先機関でありリスクが高くなるため常日頃から注
意し、これを教訓として再発防止に努めること。

　証明書発行等の対応にあたっては、原則複数の職
員でダブルチェックを行った後で発行している。証
明書の誤交付が生じないよう引き続き再発防止に努
めていく。

⑱ 外国人の窓口対応について【住民福祉の向上の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【四郷地区市民センター】
　ポルトガル語・スペイン語の窓口相談ができる
職員は、四郷地区市民センターの会計年度任用職
員１人のみであり、１人で窓口対応を行ってい
る。他からの応援もできないため、今後複数での
体制を整えること。

　ポルトガル語・スペイン語の窓口業務が他の職員
でも行えるよう、マニュアルを作成している。加え
て、タブレットの翻訳機能も活用しながら、複数の
職員が対応可能な体制を整えている。

⑲ 非接触型体温計について【住民福祉の向上の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　２月　１日

【四郷地区市民センター】
　入り口に設置した非接触型体温計が故障して使
用不可能であるが、新型コロナウイルス感染症が
終息していないことから市民・職員の安心感のた
め再度設置すること。

　玄関ホールに来客者が利用できる非接触型体温計
を新たに設置した。

⑳ 窓口のスペースについて【住民福祉の向上の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【四郷地区市民センター】
　来客が非常に多く、来客用のスペースが狭いこ
とから、市民が気持ちよく利用できるように窓口
のレイアウト変更を検討すること。

　令和４年２月にレイアウト変更により、来客用ス
ペースを拡張済みである。引き続き、混雑時に来館
者が窓口をスムーズに利用できるように対応してい
く。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（４）施設の補修がすみやかに行われないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　２月１７日
　【内部幼稚園】
　　空調機用電源の配線用の配管が接地しており、
　保護者や職員等の除草作業による破損や、園児
　が破損箇所に接触した場合による事故も考えら
　れ、安全上、適切とは言い難い施工である。適
　切な配管・配線となるよう対応を行うこと。
　（平成３０年度施工「内部幼稚園　引込計器盤
  取替修繕および電源配線工事」、令和３年度施
  工「内部幼稚園　空調機用電源配線工事」）

　令和４年度中に既設配管配線撤去を行い、既設電
源引込ボックスより建物壁面に架空配線すること
で、各室外機に電源配線を行う工事を実施した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）出先機関のリスク 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
　消耗品等の購入における支出事務において、支
払遅延が生じることのないよう、起案時に会計管
理課が作成する「会計事務の手引き」等を再確認
し、適正な支出事務について徹底すること。

　園と保育幼稚園課でやりとりが発生する事務につ
いて、確実かつ速やかに確認・対応を行っている。
また、大型連休前等、支払い遅延が発生するリスク
が高い時期については、園専用掲示板やメールで周
知徹底し、ミスの未然防止に努めている。
　今後も、支払い遅延等のミスが発生しやすい業務
形態であることを職員全員が十分に認識し、細心の
注意をして適切な事務執行に努めていく。

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月１日、令和４年１１月２日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　こども未来部　保育園・幼稚園・こども園

　　　　　　　　　　　　笹川保育園、内部保育園、笹川西保育園、あがた保育園、四郷保育園
　　　　　　　　　　　　（あがた保育園、四郷保育園は書面監査のみ）
　　　　　　　　　　　　川島幼稚園、内部幼稚園、笹川中央幼稚園
　　　　　　　　　　　　（笹川中央幼稚園は書面監査のみ）
　　　　　　　　　　　　橋北こども園
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（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　令和４年度時間外勤務実績において、笹川西保育
園は１名、橋北こども園は２名が年間３６０時間を
超える時間外勤務を行っていた。令和３年度同様、
感染症対応により時間外勤務が増加したことが一因
であると考えられる。今年度は感染症対応も一段落
してきたことから、改めて業務分担の見直しを行
い、全職員のワーク・ライフ・バランスの充実に努
める。また、保育業務支援システム等の新しいシス
テムを利用し、業務を効率化することで、時間外勤
務の削減に継続して取り組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　保育業務支援システム等の新しいシステムを利用
し、業務を効率化することで、引き続き時間外勤務
の削減に取り組んでいるが、３６０時間を超過する
見込みの職員が数人発生している状況である。保育
の現場状況により引き続き時間外勤務が発生する場
合もあるが、できるかぎり業務分担を行うことで、
職員のワーク・ライフ・バランスの確保に努めてい
く。

（４）施設の補修がすみやかに行われないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【内部保育園】
ア　園敷地西側のフェンスの高さが、人の腰高ま
でしかない状況である。児童の安全のため、乗り
越えられない高さのフェンスの設置について、引
き続き保育幼稚園課に要望を行うこと。

　保育幼稚園課へ要望し、包括管理業務において令
和６年度中にフェンス取替工事を実施することが決
定した。

【　措置済　】　　令和　５年　６月１１日
【内部保育園】
イ　園舎テラスの天井の塗装が剥落している箇所
が見受けられる。園児の安全のためにも塗りなお
し等、補修を行うこと。

　包括管理業務において該当部分の天井の塗りなお
しを行った。

【　措置済　】　　令和　５年　７月２１日
【笹川西保育園】
ウ　園敷地南側の隣地は園より高位置の斜面と
なっており、フェンスは設置されているものの不
審者の侵入が懸念される。園児の安全のため、監
視カメラの増設等、保育幼稚園課に対策を協議す
ること。

　保育幼稚園課に要望の上、令和５年度に防犯カメ
ラの増設工事を行った。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【笹川西保育園】
エ　園東側境界の壁面が剥落している。園児、職
員のみならず一般市民にとっても危険であるた
め、保育幼稚園課に補修を要望すること。

　保育幼稚園課に要望し、包括管理業務において当
該箇所を補修することとなった。令和５年９月に補
修完了見込みである。

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【内部幼稚園】
オ　園敷地の南西側に向けた監視カメラの設置が
なく、防犯上の死角となっている。児童の安全の
ため、保育幼稚園課に設置を要望すること。

　保育幼稚園課に要望し、防犯カメラを設置の手続
き中であり、令和５年１０月に設置見込みである。

【笹川西保育園・橋北こども園】
　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見
受けられた。所属長は、職員の時間外勤務を分析
して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこ
と。加えて、職員のワーク・ライフ・バランスの
充実を図るため、働きやすい職場環境づくりを行
い、働き方改革の取り組みを進めること。また、
ＡＩ技術の活用等による業務改善をはじめとする
業務効率化等による時間外勤務の削減に取り組む
こと。
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【　措置済　】　　令和　５年　７月　５日
【橋北こども園】
カ　ＬＥＤ化されていない蛍光灯がみられるが、
電気料金が高い上に、国は、２０３０年までにす
べての照明のＬＥＤ化を目標としている。期限が
迫ると品不足になる可能性も考慮し、計画的にＬ
ＥＤへの置き換えを完了させること。

　令和５年度にＬＥＤ化工事が完了した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　頻度の高いミスについては、同様のミスを発生さ
せないよう、保育幼稚園課において園専用掲示板及
びメールで、所属職員へ共有するとともに、必要に
応じてマニュアルを作成した。マニュアルや過去事
例を参考に、複数職員で書類をダブルチェックする
ことで、ミスの防止・適正な事務執行を徹底してい
る。

② コロナ禍における保育について【住民福祉の向
上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
　新型コロナウイルス感染症がまん延する中で
あっても、どうしても子どもを保育園に預けざる
をえない保護者が多くいる。感染症対策は講じら
れてはいるものの、職員と園児は密になる機会が
多い上に、年齢の低い園児はマスクをつけるとい
うこともできず、感染拡大するリスクは高い。さ
らに、子どもの家庭内感染のケースも多くみられ
る。安全を第一に考えながら、可能な限り工夫し
て業務を行うこと。

　新型コロナウィルス感染症のまん延時には、可能
な限りの感染対策を行い、やむを得ない場合の対応
としての休園についても、園全体の休園から、クラ
ス単位の学級閉鎖と対応を変更し、少しでも保護者
の就労保障が確保できるように変更を行った。
　５類移行以後は、園での引き続きの感染症対策は
実施し、感染症発生状況を保護者に適時公表するこ
とで、家庭でも感染対策やこどもの健康管理に努め
てもらえるようにした。

③　職員の資質向上について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
各園は、職員の研修参加を促し、学びの機会がも
てるよう努めているが、園長は、職員が保育に馴
れることなく資質向上に努めているかをチェック
すること。

　令和５年４月からの幼児教育センターの開所に伴
い、職員個人の年間研修計画を園長も確認しながら
作成し、研修に臨んでいる。併せて研修履歴を確認
しながら、職員一人ひとりの職層にあった研修を受
講することで、資質向上、保育への意欲につながる
よう取り組んでいる。

④ 園における子どもの受け渡しについて【住民福
祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
　一日のうちで担当職員が交代する場合であって
も、保護者の迎えの際にその日は誰が迎えに来る
かという情報について共有を徹底し、ミスのない
よう細心の注意を払うこと。

　職員のシフト交代時には、適切に引継ぎを行って
いる。園児の送迎情報については、名簿への記載、
口頭伝達に合わせ、引継ぎノート等を活用し、漏れ
のないように注意している。令和５年度からは保育
業務支援システムを併せて活用し、適切に情報共有
を行うことで、引き続き保護者の不安につながらな
いように保育を行う。

⑤ 現金の取扱いについて【合規性の視点・効率性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
ア　収納金の取扱いや管理について、厳重な管理
と事故防止を徹底すること。

　収納金は、受け取った当日に銀行に入金する手続
きを徹底している。万が一現金を園で保管しなけれ
ばならない場合は、鍵付きのキャビネットで適切に
管理を行うルールが全園順守できている。
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【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日
【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
イ　行事の写真の販売の際、園が保護者から現金
を預かり、業者に渡しているが、現金を取り扱う
こと自体が職員の負担にもなり、事故のリスクも
発生することから、現金を直接扱わない方法に変
えることを検討すること。

　写真の販売については、園ごとに保護者の状況等
を見極めながら、順次インターネット販売へ切替を
行っている。しかしながら、インターネットを利用
できない等の理由から、従来通り園での集金を希望
する保護者も存在するため、現時点で、すべてイン
ターネット販売へ切り替えることは難しい状況であ
る。今後も保護者及び業者と慎重に調整を行った上
で、インターネット販売への切替を進めていく方針
である。

⑥ すぐメールの配信について【効率性の視点・住
民福祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　災害時には職員が園の状況把握のため出勤するの
で、各園においてすぐメールの配信は可能と考え
る。今後、幼稚園については別のメール配信システ
ムに切り替えを行い、保育園・こども園については
保育業務支援システムに切り替えを行うが、すぐ
メール同様に基本的には、各園から一斉配信をする
こととなる。職員の自宅から個人のパソコン等で発
信する方法は、セキュリティ上の課題もあるが、緊
急時の対応方法について保育幼稚園課と検討を行
う。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　保育園・こども園で導入した保育業務支援システ
ム、幼稚園で導入したメール配信システムはいずれ
も、園及び保育幼稚園課から各園に対して配信する
ことができる。警報発令時など職員が園に出勤する
ことができない場合は、災害対応で本庁に待機して
いる保育幼稚園課職員が代わって対応を行うことで
保護者への連絡手段を確保することとする。

⑦ 災害発生時への備えについて【住民福祉向上の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　６月　１日

【内部保育園】
ア　コピー機等の事務機器、棚、靴箱などについ
て、耐震対策がとられていないものが見受けられ
るため、すべて点検し、すみやかに対応するこ
と。

　コピー機等の転倒防止対策を行い、該当の棚につ
いては撤去した。

【　措置済　】　　令和　５年　２月２３日
【川島幼稚園】
イ　倉庫内のキャビネットについて、耐震対策が
とられていないものが見受けられるため、すべて
点検し、すみやかに対応すること。職員室のキャ
ビネットについては、鎖で留められてはいるもの
の、容易に外れるような状況になっているので、
補強すること。

　倉庫内のキャビネットについて、すべて点検を行
い、必要箇所に耐震対策及び、補強を行った。

【保育園・幼稚園・こども園共通事項】
　園長をはじめ数人の職員に、すぐメールの配信
権限が付与されているとのことであるが、園のパ
ソコンでしか配信操作ができないこととなってい
る。大雨警報発令時などいかなる時でも、職員が
少なくとも一人は園に行って配信しなければなら
ないというのはいかがなものか。園長だけは自宅
でも配信可能にするなど、全庁的な事例も参考に
するなどしてやり方を検討すること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　転倒防止ストッパーを設置することで、一旦の耐
震対策をとっている。突っ張り棒の設置や壁への穴
をあけることが難しい園の事情から、震度６強の地
震にも対応するべく危機管理課に相談しながら、対
応を検討している。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　突っ張り棒の設置や壁への穴をあけることが難し
い園の事情から、震度６強の地震にも対応するべく
危機管理課に相談、対応を検討した。対応策とし
て、以前から設置されていた転倒防止ストッパーに
加えて、転倒防止プレートを設置し、補強した。

⑧ 休園に伴う保護者説明について【住民福祉の向
上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【川島幼稚園】
  川島幼稚園は令和５年度末をもって休園が決定
している。園は、保護者や地域に対し周知をして
おり、未就園児の保護者に対しては、あそび会の
場で、今後新たにこども園となるかわしまこども
園の案内などを行っている。子どもを預ける保護
者にとっては、園の形態の変化は影響が大きいこ
とから、今後も丁寧な説明を行っていくこと。

　川島幼稚園の遊び会利用者に対しては、引き続き
かわしまこども園をはじめとする近隣園の状況や子
育て支援事業について、個々のニーズに合わせた情
報提供や説明を行っている。

⑨ ホームページによる情報発信について【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

【内部幼稚園】
  保育園・幼稚園・こども園の中でホームページ
があるのは幼稚園・こども園だけであるが、内部
幼稚園は、ホームページの内容を頻繁に更新を行
い、情報発信に力を入れており、園児や保護者向
けには充実した内容となっている。しかし、幼稚
園のホームページ自体の仕様が古く、スマート
フォン対応や検索機能も十分でないなど、利用し
にくく、園児募集やあそび会の周知には有効に機
能していないと考えられる。保育幼稚園課にホー
ムページの性能向上を要望すること。

　園の情報発信について、保護者のアクセスのしや
すさと職員の更新のしやすさを向上させるため、保
育幼稚園課と協議の上、令和５年度中に情報発信方
法を変更することとした。園の連絡先やビジョン
等、頻繁な更新が必要でない項目については、保育
幼稚園課のホームページ上で発信し、行事の様子や
あそび会の実施状況等、頻繁な更新が必要な項目に
ついては、園ごとにＳＮＳアカウントを作成して、
ＳＮＳ上で公開することとし、利便性を高める。

【橋北こども園】
ウ　職員室の冷蔵庫などについて、耐震対策がと
られていないものが見受けられるため、すべて点
検し、すみやかに対応すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）教職員のワーク・ライフ・バランスの確保や
健康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　校務支援システムへの出退勤時刻の記録を基に、
本人及び管理職が時間外勤務の状況を常に把握・管
理するようにしている。月の時間外勤務が８０時間
を超える職員に対しては、校長が面談し、働き方に
ついて指導・助言を行っている。
　また、校務支援システムや学校業務アシスタン
ト、スクールサポートスタッフの活用、定時退校日
の設定や会議内容の精選から業務の効率化を図り、
教職員の勤務時間縮減に向けた取り組みを行ってい
る。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　これまでの取組については継続実施している。中
学校においては、令和６年度より自動採点システム
による定期試験等に係る業務の効率化を行うべく、
導入の検討を進めている。さらに、小中学校で、児
童生徒個々の情報を一元可視化する校務支援システ
ム機能の増強も進んでおり、きめ細かな指導を効率
的に行うことで、教職員の勤務時間縮減につなげて
いく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

令和４年度　定期監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和４年１１月９日、令和４年１１月１１日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　教育委員会　小学校・中学校

　　　　　　　　　　　　内部東小学校、小山田小学校、橋北小学校、四郷小学校、高花平小学校、
                        笹川小学校、内部小学校、県小学校、川島小学校
                       （高花平小学校、笹川小学校、内部小学校、県小学校、川島小学校は書面
                         監査）
                        笹川中学校、橋北中学校、内部中学校、西陵中学校、大池中学校、西笹川
                        中学校
　　　　　           　（大池中学校、西笹川中学校は書面監査）

【四郷小学校、高花平小学校、笹川小学校、笹川
中学校、内部中学校、大池中学校、西笹川中学
校】
　教職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業
務分担の再確認を行うこと。加えて、教職員の
ワーク・ライフ・バランスの充実を図るため、働
きやすい環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めるとともに、ＡＩ技術の活用等による業
務改善をはじめとする業務効率化等による時間外
勤務の削減に早急に取り組み、過労死認定基準を
上回る状況の解消を図ること。
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）教職員のワーク・ライフ・バランスの確保や
健康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　校務支援システムへの出退勤時刻の記録を基に、
本人及び管理職が時間外勤務の状況を常に把握・管
理するようにしている。月の時間外勤務が８０時間
を超える職員に対しては、校長が面談し、働き方に
ついて指導・助言を行っている。
　また、校務支援システムや学校業務アシスタン
ト、スクールサポートスタッフの活用、定時退校日
の設定や会議内容の精選から業務の効率化を図り、
教職員の勤務時間縮減に向けた取り組みを行ってい
る。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　これまでの取組については継続実施している。中
学校においては、令和６年度より自動採点システム
による定期試験等に係る業務の効率化を行うべく、
導入の検討を進めている。さらに、小中学校で、児
童生徒個々の情報を一元可視化する校務支援システ
ム機能の増強も進んでおり、きめ細かな指導を効率
的に行うことで、教職員の勤務時間縮減につなげて
いく。

（３）教員が児童・生徒と向き合う時間を十分に確
保できないリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　教員が児童・生徒と向き合う時間を十分に確保す
るため、学校教務アシスタント、スクールサポート
スタッフの配置を有効に活用している。また、校務
支援システムやＨｏｍｅ＆Ｓｃｈｏｏｌ（学校・保
護者連絡システム）を活用し、教員の業務負担の軽
減を図っている。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　児童生徒の情報を一元可視化する校務支援システ
ム機能の増強も進んでいる。児童生徒の状況を迅速
に把握することにより、きめ細かな指導を効率的に
行うことで、個々の児童生徒に向き合う時間を創出
する取組を進めていく。

【内部東小学校、小山田小学校、橋北小学校、内
部小学校、県小学校、川島小学校、
橋北中学校、西陵中学校】
　教職員の時間外勤務を分析して、職員配置や業
務分担の再確認を行うこと。加えて、教職員の
ワーク・ライフ・バランスの充実を図るため、働
きやすい環境づくりを行い、働き方改革の取り組
みを進めるとともに、ＡＩ技術の活用等による業
務改善をはじめとする業務効率化等による時間外
勤務の削減に取り組むこと。

【小・中学校共通事項】
　教員が児童・生徒と向き合う時間を十分に確保
するため、従来の業務方法の見直しを進めるとと
もに、教育委員会と連携してＡＩ技術の活用等に
よる業務改善をはじめとした環境整備を推進する
こと。
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（４）理科薬品の適正な管理におけるリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　理科薬品については、「理科薬品類の取扱いと管
理について」の通知に基づき、鍵のかかる専用保管
庫での管理、管理記録の整備、校長による点検を実
施し、適正な保管・管理を行っている。処分のた
め、保管する場合も事故が発生することがないよ
う、必ず鍵のかかる場所で適切な保管・管理を行う
ようにしている。

【　措置済　】　　令和　５年１０月１７日
　品質が劣化した薬品について、一般薬品の場合、
使用見込みがなく、学校で処分できるものは通知に
基づき適正な方法で処分している。処分できない一
般薬品や毒物・劇物においては、必ず鍵のかかる場
所で適切な保管・管理を行うようにしており、教育
委員会において専門業者に依頼し、順次処分が行わ
れる予定である。１０月１７日の小中定例校長会議
において、教育委員会から理科薬品の適正管理につ
いて指示が行われた。

（５）学校内におけるいじめ、不登校等への対応に
おけるリスク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　不登校を含む全児童・生徒について、タブレット
を自宅へ持ち帰り、自宅学習に活用している。不登
校の児童・生徒については、本人、保護者の意向を
確認しながらオンライン授業を行うなど、タブレッ
トの活用を行っている。
　また、該当児童・生徒へはタブレットを使い学校
生活の情報提供を行い、学校とのつながりを持てる
ようにしたり、スクールカウンセラーや関係機関と
も連携し、相談したりするなどの配慮を行ってい
る。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　不登校の児童生徒に対しては、本人、保護者の意
向を確認しながらオンライン授業を行うなど、タブ
レットの活用を行っている。
　令和６年度は、タブレットから児童生徒が健康状
況や「心の天気」、日々のコメントなどを入力でき
るシステムが導入される。不登校児童・生徒も自宅
から利用できるので、本人や保護者の意志を尊重し
ながらも、学校とのつながりをつくる一策としてこ
のシステムの利用を推進していく。

【小・中学校共通事項】
　一般薬品など品質が劣化した薬品は、適宜処分
するなど適切な管理に努めること。また、毒物・
劇物など処分する薬品を薬品庫以外で仮置きする
場合は、鍵のかかる部屋に保管するなど、児童・
生徒の安全を考慮した管理を行うこと。

【小・中学校共通事項】
①　不登校を含む児童・生徒と学校側がつながり
を　持つために、タブレットを自宅へ持ち帰るこ
との推奨や自宅でのタブレットの活用を図るこ
と。そのためにも、保護者とのコミュニケーショ
ンを大切にして、タブレット活用の理解を得られ
るよう取り組むこと。
　また、このような取り組みを行うことで、児
童・生徒が学校を敬遠することがないよう十分に
配慮すること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　児童・生徒の問題行動については、毎週、校内で
の情報共有を行っている。必要に応じて、スクール
カウンセラー等も交え、ケース会議を実施し、教育
委員会など関係機関と連携して対応している。今後
も教育委員会と連携し、対応マニュアルの研究を
行っていく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　児童生徒の問題行動については、校内の生徒指導
委員会や打合せ等で情報の共有及び今後の対応を検
討している。必要に応じてスクールカウンセラーや
スクールソーシャルワーカーを交えた委員会やケー
ス会議を実施し、教育委員会など関係機関と連携し
て対応している。
　昨今、保護者対応に苦慮するケースが多いため、
スクールロイヤーの活用を図った。生徒指導担当者
研修会においては弁護士からいじめの認知や対応に
ついて学んだ。児童生徒の悩み等の相談において
は、１人１台端末から相談できるＳＮＳ相談アプリ
を活用している。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　不登校児童・生徒への対応は、登校サポート委員
会を開催し、情報共有を行い、学校全体で対応を
行っており、担任一人に過度の負担とならないよう
体制を整えている。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　登校サポート委員会の定期的な開催の定着を図っ
てきた。
　引き続き、委員会の組織的・計画的な実施を推進
する。そのために、登校サポートアドバイザーによ
る全小中学校訪問において、不登校児童生徒に対す
る組織的な対応について助言・指導に努める。

（６）教員の部活動における業務負担に関するリス
ク

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　文科系の部活動等一部の部活動を除き、複数の顧
問配置を行っている。また、部活動指導員を配置に
より地域人材を活用し教職員の業務負担を軽減して
いる。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　一部の部活動を除き、複数の顧問の配置を継続し
ている。また、部活動指導員の活動回数を増やし、
部活動顧問の負担軽減を図った。

②　問題行動を起こす児童・生徒への対応は、複
数の教職員で情報を共有し、教育委員会など関係
機関と連携して対応しているが、他市では問題行
動を起こす児童・生徒の状況に応じた対応マニュ
アルを作成している事例もある。児童・生徒への
適切かつ迅速な対応を図るため、教育委員会とも
連携して対応マニュアルの研究を行うこと。

③　不登校児童・生徒への対応は、担任教諭の過
度な負担にならないよう他の教職員がフォローす
るなど、学校全体で対応できる体制の整備を図る
こと。

【中学校共通事項】
　経験のない担当教員の負担軽減の観点からも、
複数の顧問配置をさらに進めるとともに、部活動
指導員及び部活動協力員の地域人材の活用につい
ても取り組みを進めること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

　①　事務の適正執行について【合規性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　日常的に全職員に対して事務執行の方法や管理に
ついての周知を行い、事務処理の意識が低くならな
いよう努めている。また、発生しやすいミス等によ
るリスクを共有するとともに、管理職、事務職員の
複数によるチェック体制を整備し、内部事務管理を
徹底している。

【　措置済　】　　令和　５年１０月１７日
　校長は自ら決裁権者、出納員であることを十分に
認識するとともに、職員への業務に関する知識の集
積や単純ミスが生じないよう牽制体制の構築に努め
ている。また、他校や共同学校事務室での好事例を
参考にするなど、更なる内部チェック体制の強化を
図っていく。１０月１７日の小中定例校長会議にお
いて、教育委員会から支出事務の適正処理について
指示が行われた。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　全ての歳出について、事業目的に沿ったものであ
るか確認し、適正な予算執行となるよう会計事務を
行っている。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２２日
　共同学校事務室でのチェックや各校での予算執行
伺決裁の過程においても複数による確認を行いなが
ら、引き続き適正な会計事務を行っていく。１月２
２日の共同学校事務室室長会議において、教育委員
会から適正な会計事務処理について、指示が行われ
た。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　学校で行う修繕工事について、過去の実績等も参
考に、公平性の視点を持ち、偏りのない業者選定を
行っている。また、緊急工事については、その理由
を予算執行伺の際に記載し、明確にするようにして
いる。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２２日
　学校で行う修繕工事について、過去の実績の参
照、必要に応じ教育委員会に確認するなど、選定業
者に偏りがないよう選定をしている。緊急工事につ
いては、選定理由を明確にし、予算執行を行ってい
る。１月２２日の共同学校事務室室長会議におい
て、教育委員会から適正な会計事務処理について、
指示が行われた。

【小・中学校共通事項】
ア　内部事務の基本的な部分で、複数の学校で事
務処理誤りが見受けられた。これは、職員の業務
に関する知識不足や単純なミスに加えて所属内で
のチェック・牽制体制が十分に機能していないこ
とに要因がある。所属長は定められたルールに基
づいた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

イ　新型コロナウイルス感染症対策による物品購
入には、国からの補助金が含まれている予算で購
入された物もある。全ての歳出について、適正な
予算執行となるよう改めて確認して会計事務を行
うこと。

ウ　学校で行う修繕工事については、公平性の視
点を持ち、選定業者に偏りが生じないよう選定す
るとともに、緊急を要する修繕は理由を記載する
など、選定理由を明確にすること。
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【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　公衆電話の収納事務について、授業中や生徒の下
校後に収納作業を行うとともに、歳入に係る調定書
の点検は必ず複数でを実施するなど、適切な対応に
努めている。

【　措置済　】　　令和　６年　１月２２日
　極力その場に生徒や来校者等がいない時間帯に収
納作業を行い、事務職員、管理職による複数体制で
のチェックにより、引き続き適正な収納事務が行わ
れるよう努める。１月２２日の共同学校事務室室長
会議において、教育委員会から適正な会計事務処理
について、指示が行われた。

② 各学校と共同学校事務室の事務処理チェック体
制について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　支出事務の事務処理誤りや支払遅延が生じないよ
う、共同学校事務室でのチェック体制の強化を図
り、適正な事務執行に努めていく。
　誤りが発生しやすい事例や複雑な事例を事務室内
で共有するなど、財務事務に対する知識の蓄積やス
キルアップに努めていく。
　また、共同学校事務室での点検のみに頼らず、校
内での承認・決裁の際には、管理職によって事務処
理に不備がないか確認を行うとともに、事務職員、
管理職が連携を図り、迅速な処理を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　現在も共同学校事務室での点検や決裁の過程で複
数によるチェック体制を取っているが、そのチェッ
ク体制が十分に機能しているか見直しを図りなが
ら、経験が浅い職員等でもポイントを押さえた点検
を行うことができるよう、更にミスを減らす取り組
みを行っていく。
　また、教育委員会や関係課と連携し、学校や共同
学校事務室向けの財務事務研修の実施を要請するな
ど、財務事務に関する知識のさらなる集積と事務処
理に係るチェック体制の強化を図っていく。

エ　一部の小・中学校には公衆電話を置き、現金
収納の必要性が生じている。公衆電話の収納事務
については、事故が起こらないよう事務職員を中
心に適正な対応に努めること。

【小・中学校共通事項】
　市内の小中学校を地域ごとに６ブロックに分け
て、その中の１校に共同学校事務室を設置し、ブ
ロック内の小中学校の事務職員が学校運営に関す
る支援及び各校の事務体制の強化を図るために共
同で業務を行っている。共同学校事務室では財務
帳票の点検業務も行っており、各学校の財務会計
事務の一定の適正性が保持されている。しかし事
前調査において、支出事務の事務処理誤りや支払
遅延が複数見られ、学校や共同学校事務室での
チェック機能が十分に働いていないと思われる事
例も見受けられた。共同学校事務室での財務事務
に関する知識のさらなる集積と、各学校での事務
処理に係るチェック体制の強化を図り、適正な事
務執行に努めること。
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③　学校内の環境整備について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　児童・生徒が安全に施設を利用できるよう定期的
に安全点検を実施するとともに、管理職による日々
の校内巡視の際にも点検を行っている。
　老朽化が進んでいる施設や設備、使用していない
設備については、確認でき次第、早急に担当課と連
携する等、子どもたちの教育に支障がでないよう適
切に管理している。

【　措置済　】　　令和　５年１２月１１日
　児童・生徒が安全に施設を利用できるよう、損傷
や危険箇所がないか、定期的に安全点検を実施する
とともに、管理職による日々の校内巡視の際にも点
検を行っている。
　そこで挙げられた損傷や危険箇所、老朽化が進ん
でいる施設や設備、使用していない設備について
は、その都度対応すると共に、高額な費用を要する
など、学校での対応が困難な場合は、子どもたちが
近づかないよう安全対策を講じた上で、教育委員会
へ迅速に報告、情報共有を図り、適切に管理をして
いる。１２月１１日に教育委員会から学校施設の維
持管理の徹底について通知を行った。

④ ＩＣＴ技術活用による教育効果について【有効
性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　１人１台のタブレットの配備が実現し、子どもた
ちがＩＣＴ技術を活用し学べる環境が整った。指導
する教職員のスキルアップはもちろんのこと、活用
について校内での研修を進めている。児童・生徒が
タブレットを自宅へ持ち帰り、自宅学習にも活用し
ている。児童・生徒一人ひとりに対して最も適した
学びが実現できるよう活用方法についてさらに研修
するとともに、負担軽減を図るため、教員のＩＣＴ
活用力向上に教育委員会とも連携して組織的な推進
に努める。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　令和４年度には、全小中学校のインターネット回
線の増強と、教員用１人１台のタブレットの整備に
より、授業におけるＩＣＴ活用が行いやすい環境を
整えられた。
　ＩＣＴ活用に見識のある校長ＯＢをＧＩＧＡス
クールアドバイザーとして各小中学校に派遣によ
る、授業や校務でのＩＣＴのより効果的な活用や校
務のＤＸ化についてアドバイスや支援も実施してい
る。
　令和６年度は再度全校に対して、教育支援課の指
導主事による出前研修を実施する予定である。

【小・中学校共通事項】
　学校施設は老朽化が目立つところがある。児
童・生徒が安全に施設を利用できるよう継続して
日々の点検を行うこと。また、老朽化が進んでい
る施設や設備、使用していない散水用の水道栓な
ど、修繕や撤去が必要な施設や設備などは、教育
委員会に報告して適切な管理に努めること。

【小・中学校共通事項】
　令和２年度中に、全小中学校において、児童・
生徒に１人１台のタブレットが順次配備された。
それと同時にすべての教室に大型提示装置と無線
ＬＡＮ環境も整備されており、その環境で、令和
３年度当初から授業における運用が行われてい
る。さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、令和３年９月は、学校と自宅をつない
だオンライン学習が本格的に実施された。これに
よって、児童・生徒・教員のＩＣＴ活用力向上な
どのメリットが生じたが、体調・精神面の不良表
出等のデメリットや、ネットワーク環境や混雑具
合による機器の接続等不調、児童・生徒による一
方的接続停止等の課題も生じている。また、通常
授業とオンライン授業の併用のための準備や対応
における教員の負担も増加している。今後もＩＣ
Ｔ技術を活用した効果的な教育を進めるととも
に、教員の負担軽減を図るため、教員のＩＣＴ活
用力の更なる向上に取り組むこと。
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⑤ コミュニティスクールの効果について【住民福
祉の向上の視点、有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　定期的にコミュニティスクール運営協議会を開催
し、運営委員の方から意見を伺い、地域とともにあ
る学校づくりを目指している。また、校区内の保育
園・幼稚園・こども園・小学校・中学校とのつなが
りを大切にした取り組みとして「学びの一体化」を
行い、中学校から小学校への乗入授業や人権学習、
小学校６年生児童の中学校部活動見学会等を行って
おり、一貫性・連続性のある教育的効果の向上に努
めている。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　新型コロナウイルス感染症の位置づけが令和５年
５月８日から５類感染症になり、コロナ禍で制限さ
れていた学校教育活動において、児童生徒の教育支
援活動や地域人材の授業参加等、積極的に行われる
ようになっている。地域人材の活用や地域の人たち
の学校支援による特色ある学校づくりを目指し、運
営協議会において学校運営及び学校教育活動の充実
について熟議し、それぞれの活動が教育的効果の向
上につながるよう努めている。

⑥ 市費による教員配置の効果について【有効性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　市費による教員の配置により、さまざまな背景が
ある児童・生徒に対して、丁寧に寄り添う対応がで
きている。今後も学校の課題に応じた教員の配置の
継続により、教育の充実を図っていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
 「よっかいち任用講師」は近年の教員不足により凍
結しているが、市費による教員配置は、本市の教育
課題に対応するために必要不可欠となっており、学
校からも大変有効であるという声をいただいてい
る。今後も教育課題に応じた教員配置を継続し、本
市の教育力の向上に資するものとしていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　介助員や支援員等の教職員は、個別の学習支援や
きめ細やかな指導をするため、学校における重要な
役割を担っている。今後も校内の様子、入学予定児
童・生徒の状況等を確認し、必要な配置数が確保さ
れるよう教育委員会へ要求していく。

【　措置済　】　　令和　６年　１月３１日
　教育委員会へ要求し、児童生徒の実態と支援の必
要性から、令和５年度中に介助員の増員が４校、増
時数が７校で行われた。また支援員の増員が１校、
増時数が２校で行われた。今後も学校の状況と児童
生徒の実態を教育委員会へ報告し、適正配置を要求
していく。

【小・中学校共通事項】
　令和３年度に新たに４中学校のコミュニティス
クール指定が行われ、全小中学校がコミュニティ
スクールの指定校となっている。コミュニティス
クールの取り組みにより、学校ごとに、地域住民
が学習や学校の活動を支援したり、運営協議会へ
の参画により学校と一体となって教育方針の決定
等に参画したりしている。また、児童・生徒が地
域行事に参加したり、地域の人々との交流を深め
たり、地域とともにある学校づくりを進めてい
る。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響で
こうした取り組みが制限されている事態も生じて
いる。今後は、地域住民による学校運営への参
画、地域と学校との交流・連携をさらに充実させ
るとともに、コロナ禍におけるコミュニティス
クールのあり方を考え、教育的効果をさらに高め
ていくこと。

【小・中学校共通事項】
ア　各学校において、県費の教員に加え、多種の
市費の教員（「よっかいち任用講師」「学校教育
アシスト」「特別支援教育推進」「学びの一体
化」等）が、市教育委員会により各校に配置され
効果を上げている。今後も、各学校の状況に合わ
せて必要な教員配置を行い、継続して教育の充実
を図ること。

イ　介助員や支援員など、学校における重要な役
割を担っている教職員について、児童・生徒への
対応が現状の配置数で足りているかを確認して、
不足しているのであれば教育委員会へ増員を要求
すること。
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⑦ 特別支援を要する児童・生徒への対応について
【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　介助員や支援員等の教職員は、個別の学習支援や
きめ細やかな指導をするため、学校における重要な
役割を担っている。また、必要に応じて関係機関と
連携を取り、個々に応じた具体的支援を行ってい
る。今後も継続して個々の特性に応じた対応を行っ
ていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　引き続き介助員や支援員の適正配置を教育委員会
へ要求していく。また、児童生徒の実態に応じて関
係機関と連携を取り、今後も継続して、きめ細かく
個々の特性に応じた支援が行えるよう努めていく。

⑧　ガス給湯器の活用について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　７月２５日
【小・中学校共通事項】
　理科室にあるガス給湯器について定期点検を
行っているが、使用していない学校も見受けられ
た。ガス給湯器の使用実態を調査して、不要な設
備であれば撤去するなど、費用対効果を検証する
こと。

　理科室にガス給湯器がない学校もあり、湯が必要
な場合はポット等で対応している。理科室に給湯器
（電気式含む）がある学校は、定期点検を継続し、
適切に管理を行っていくが、老朽化した場合は、現
在、工事契約中のものは除き、更新せず、撤去を
行っていくことを教育委員会内で確認した。

⑨ 学校における現金の取扱いについて【合規性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　児童・生徒が現金を学校へ持参することによる
様々なリスクを想定して、集金回数を削減するな
ど、現金の取り扱いを極力減らすことができるよう
努めている。また、学級写真の購入について、ＷＥ
Ｂ注文で保護者が直接業者と取引をしている学校も
みられる。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　集金回数の削減や現金集金している世帯への口座
登録の働きかけなど、児童・生徒が現金を持参する
機会を極力減らすよう対応を行っている。また、学
級写真のように業者から直接購入するものについ
て、ＷＥＢ注文などキャッシュレス決済の導入が可
能か検討を行っている。

⑩ 学校内で発生した事故の対応について【有効性
の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日

　学校内で発生した児童・生徒の事故については早
急に保護者へ連絡している。また、病院での処置が
必要であれば、保護者と連携して速やかに病院へつ
なげている。救急要請が必要な場合には、保護者と
連絡を取りながら、躊躇なく判断することとしてい
る。

【　措置済　】　　令和　５年１１月１４日
　これまで同様、学校内で発生した児童・生徒の事
故については早急に保護者へ連絡しており、特に首
から上のけがについては、どれだけ軽症とみられる
場合であっても、保護者に連絡を入れるようにして
いる。受診が必要であれば、保護者との連携のも
と、速やかに病院へつなげている。また、緊急時に
は、躊躇なく救急車要請の判断を行っている。
　上記内容をあらためて１１月１４日実施校長会に
おいて周知した。

【小・中学校共通事項】
　学校内で発生した児童・生徒の事故は早急に保
護者へ連絡することで、学校と保護者の信頼関係
を築く対応を図ること。また、病院での処置が必
要であれば、保護者と連携して速やかに病院へつ
なげること。

【小・中学校共通事項】
　各学校において、特別支援を要する児童・生徒
の状況に応じて、介助員や支援員が配置され、ま
た必要な場合には他機関と連携を図っている。今
後も、継続して各学校や児童・生徒の特性に応じ
た対応をしていくこと。

【小・中学校共通事項】
　児童・生徒が現金を学校へ持参することは、紛
失等の事故が生じたり、児童・生徒同士によるト
ラブルにつながるリスクも想定できることから、
現金の取り扱いを極力減らすことができるような
対応を図ること。
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⑪　ホームページの活用について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　ホームページを活用し、日々の学校教育活動の様
子をタイムリーに知らせることで、保護者の学校へ
の信頼を高めていく。特に修学旅行や自然教室など
学校を離れて教育活動が実施される際の発信につい
ては、保護者の安心にもつながっている。また、教
職員の負担とならない範囲で、他校の優れた取り組
みを取り入れることを模索していく。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　保護者に向けた情報発信については、通信等の発
行、学校ホームページ、学校保護者連絡システム、
児童生徒用タブレットへのクラウド配信等、複数の
手段があり、伝達すべき情報の内容に合わせた配信
を行うように各学校が工夫している。
　学校ホームページにおける情報発信についても、
全体的に更新頻度が上がっており、今後も継続して
いくとともに、内容の質の向上を目指していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　管理職や複数の教職員でホームページの更新を
行っており、一部の教職員の負担とならないよう体
制を整えている。

【　措置済　】　　令和　　６年　１月３１日
　更新作業が簡易な全校で同一のシステムを導入し
ており、異動しても前任校と同様の方法で更新でき
るようになっている。また、更新作業は主に管理職
による更新や、複数の教職員で順番や分担してホー
ムページの更新をすることが定着しており、一部の
教職員の負担とならないようしている。

⑫　道路へのアクセスについて【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　７月３１日
　令和４年度に学校前の通路に停止線を引くなどの
措置を行った。しかし、事故は忘れた頃に起こるこ
とを肝に銘じ、時間に余裕をもって出退勤したり出
張に出かけるよう、管理職から職員に伝えている。
引き続き、教育委員会とも連携しながら、交通事故
防止に努める。

【　継続努力　】　　令和　６年　１月３１日
　日頃から時間に余裕をもって出退勤したり出張に
出かけるよう、継続して管理職から職員に伝えてい
る。令和６年度異動してくる教職員に対しても、危
険個所の周知徹底を行い、交通事故防止に努める。

【小・中学校共通事項】
ア　全ての小・中学校にホームページがあり、学
校によってはホームページを活用して修学旅行の
様子や校内の樹木伐採などを掲載している。保護
者としては修学旅行の様子や学校内の環境整備な
ど、ホームページを介して児童・生徒の学校生活
を確認することができる。先進的な活用をしてい
る学校の取り組みを他校へ紹介することで、ホー
ムページの活用を更に図ること。

イ　ホームページによる情報発信が一部の教職員
の負担増とならないよう、管理職や複数の教職員
で対応できる体制を構築すること。

【内部中学校】
　学校敷地から道路へ出る場所において、過去に
交通事故が発生しており、道路へ出る手前の通路
に停止線を引く対応を行っている。教職員や学校
を利用する地域住民などの交通事故を防ぐため、
教育委員会とも連携して周知を行うなど、更なる
安全対策に努めること。
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　　　　　　　　　　　都市整備部都市計画課（出資に関する事務の所管所属）

【四日市あすなろう鉄道株式会社】

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）事業継続性のリスク 【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日
　既存の鉄道収入だけでなく、新規事業の可能性に
ついても採算性を考慮しながら、検討を続けてい
く。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　四日市商工会議所及び旅行会社と連携して車庫見
学ツアーを実施（令和６年２月１０日実施「四日市
あすなろう鉄道ツアー」）する等、新たな企画で収
入確保に取り組んでいる。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

効果的な利用促進策について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　通学定期については、１箇年通学定期乗車券の積
極的なＰＲが功を奏し、利用者が大幅に伸びている
ため、今後も沿線の高等学校等と連携を取りなが
ら、さらなる利用促進に努めていく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日
　通学定期については、海星高校の男女共学化等の
影響や１箇年通学定期乗車券の積極的なＰＲによ
り、利用者数が伸びている。
　令和５年度は、四日市農芸高校の生徒が考案した
ご当地パンの配布（令和６年１月２７日実施「Café
列車」）や、海星高校の生徒による伊勢茶の振る舞
い（令和６年２月１１日実施「四日市あすなろう鉄
道ロゲイニング」）等、学生を巻き込んだ企画を実
施した。

通学定期利用者数
令和４年度（４月～１月）：８３５千人
令和５年度（４月～１月）：８６７千人
増加数：３２千人

令和４年度　出資団体監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月１６日

１　監査の種類　　　　出資団体監査

２　監査対象　　　　　四日市あすなろう鉄道株式会社

　今後、少子化の進行による通学利用者の減少等
により、損益の悪化が見込まれる。例えば、軌道
における太陽光発電を導入して収入を得たりする
など、思い切った発想のもと、現在以上に収入確
保の方策について検討すること。

ア　沿線に高等学校が複数立地し、同校に通学す
る学生にとっては利便性の高い鉄道である。例
年、「高校入試応援キャンペーン」実施により、
入学試験当日の受験生の往復運賃を無料とし、報
道等によるＰＲ効果により利用促進を図ってお
り、また、令和３年にはＩＣカードシステムの導
入を行うなど、学生を含めた利用者の利便性の向
上に努めている。立地条件を活かし、高等学校と
の連携をさらに強化して学生の意見も取り入れな
がら、今後も様々な形で利用促進を図り、実績に
つなげること。
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【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日
　鉄道グッズについては、元々利益率が低いため、
手数料が必要となる委託販売については検討が必要
だが、他社等が主催する鉄道イベントでの販売につ
いては今後も積極的に実施し、ＰＲに努めていきた
いと考えている。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　鉄道グッズについては、鉄道むすめ「追分あす
な」の取扱アイテムの拡充を図り、従来の鉄道ファ
ン以外の顧客層にもＰＲに努めている。

【都市整備部都市計画課】

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（１）出資団体の指導監督が適切に行われないリス
ク

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　令和元年度より、全国でも珍しいナローゲージの
鉄道として、市の観光資源となっている四日市あす
なろう鉄道を活用した企画の提案を募り、市民主体
によるまちづくり活動の推進を図っている。
　上記の他にも、鉄道まつりや赤堀ふれあいまつり
といったイベント等に参加し、利用者の増加を図っ
ている。
　今後も、引き続き、第二種鉄道事業者と連携し
て、効率性・経済性の向上に努めていく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日
　令和元年度より、全国でも珍しいナローゲージの
鉄道として、市の観光資源となっている四日市あす
なろう鉄道を活用した企画の提案を募り、市民主体
によるまちづくり活動の推進を図っている。
　令和５年度も四日市あすなろう鉄道を活用した企
画を募り、「駅ピアノ」や「四日市あすなろう鉄道
ロゲイニング」等を実施した。
　上記の他にも、令和５年１０月８日に開催された
「鉄道の日記念イベント」、１０月２２日に開催さ
れた「赤堀ふれあいまつり」や１１月１８、１９日
に開催された「東海・北陸　Ｂ－１グランプリ」に
参加し、利用者の増加を図った。
　今後も、引き続き、第二種鉄道事業者と連携し
て、効率性・経済性の向上に努めていく。

　利用者増加を目的に、当会社とともに、沿線地
域と連携したイベントを開催するなどの手立てを
講じることを検討するとともに、グッズ販売につ
いても、四日市市観光協会や全市的なイベントで
も扱えるような支援の方策を考えるなど、効率
性・経済性の向上に努めること。

イ　鉄道グッズの販売は、ＰＲ効果が高いと考え
られるので、駅やイベントでの販売以外に、四日
市観光協会と連携するなどにより、効果の見込め
る様々な場所で販売を行い、事業のＰＲに努める
こと。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　今後の財源について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　施設の維持・更新に係る費用は、引き続き、国・
県に補助金要望をしていく他、利用促進等の実施に
より、利用者の確保を図っていく。
　今後も、第二種鉄道事業者と連携して、財源確保
について検討していく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日
　施設の維持・更新に係る費用について、令和５年
度もこれまでと同様、国・県の補助金を活用し実施
しており、令和６年度の事業についても、補助金要
望を提出している。
　また、令和５年度も様々な利用促進を行い、利用
者の確保を図った。
　今後も、第二種鉄道事業者と連携して、財源確保
に努めていく。

②　財務書類の作成について【有効性の視点】 【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日
　連結の財務書類の作成について、有効性を含め、
会計専門監と相談の上、第二種鉄道事業者である四
日市あすなろう鉄道㈱と引き続き検討していく。

【　検討中　】　　令和　６年　２月２９日
　連結の財務書類の作成について、有効性を含め、
関係部署に相談し、連結の財務書類を作成すること
は難しいといった意見もあるが、引き続き、第二種
鉄道事業者である四日市あすなろう鉄道㈱と検討し
てく。

③ 今後の鉄道事業計画について【有効性の視点】 【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日
　四日市あすなろう鉄道の沿線には、多くの高等学
校があることから、通学や通勤に必要不可欠であ
り、維持すべき路線である。
　そのため、第二種鉄道事業者と協力して、路線維
持に努めるとともに、今後整備が見込まれる近鉄四
日市駅前等との連携を検討していく。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　四日市あすなろう鉄道の沿線には、多くの高等学
校があることから、通学や通勤に必要不可欠であ
り、維持すべき路線である。
　そのため、第二種鉄道事業者と協力して、路線維
持に努めるとともに、今後整備が見込まれるＪＲ四
日市駅や、現在、整備が進んでいる近鉄四日市駅前
等との連携を検討し、路線維持の方策を探ってい
く。

　第三種鉄道事業者である本市の事業費の財源
は、国・県からの補助金及び一般財源のほか、内
部・八王子線基金の取崩しにより賄っている。同
基金は、当初近鉄からの拠出金８億円でスタート
し、運行事業開始から令和３年度までの当会社か
ら本市への寄附積立て額3億6,000万円、同基金の
取崩し額8億5,000万円となっており、同基金の積
立残高は、計画していたとはいえ当初から減少
し、令和３年度末時点で3億1,000万円となってい
る。事業の継続を前提とした今後の財源確保の計
画について検討していくこと。

　令和元年度出資団体監査における監査結果とし
て、当会社に対し、「第二種鉄道事業者である当
会社と第三種鉄道事業者である本市の両事業者の
財務状況を合算した連結の貸借対照表及び損益計
算書の作成について検討すること。」との意見を
提出しているが、当会社は、未だに当該書類の作
成について検討中であり、作成できていない状況
である。
　一方、本市の会計は、現在、法規に基づく決算
書類以外に、財政経営部が、国の統一した基準に
基づく公会計による財務諸表を作成し、公表して
いる。そのような状況の中、市民に鉄道事業全体
の経営状況を示すためにも、都市整備部が主体と
なり、財政経営部と協議し、両事業者の財務状況
を合算した連結の財務書類の作成に取り組むこ
と。

　現在の四日市あすなろう鉄道は、全国的にも珍
しいナローゲージを看板として、全国の鉄道愛好
家も利用促進の対象としている。しかし、今後
は、当会社の収益悪化により本市からの損失相当
額の支出という事態も想定される。四日市あすな
ろう鉄道を市民の生活に必要不可欠で維持すべき
路線と考えるならば、今後整備が見込まれるＪＲ
四日市駅や、四日市港千歳地区との連携等、事業
継続の観点から発想を転換し、路線維持の方策を
検討すること。
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④　ＳＮＳの活用について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　１月１７日
　インスタグラム及びフェイスブックを開設して
いるが、インスタグラムの更新がしばらくなされ
ていない。ＳＮＳによりあすなろう鉄道に関心を
寄せ、つながっている層やファンに対し、様々な
ツールを積極的に活用し、効果的にイベントや企
画のＰＲを行うこと。

　現在、四日市あすなろう鉄道のイベントや企画等
をインスタグラム及びフェイスブックを用いて、情
報発信を行っており、令和５年１月１７日にインス
タグラムを更新した。
　今後も引き続き、ＳＮＳを活用して、四日市あす
なろう鉄道のＰＲを行っていく。
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　　　　　　　　　　　危機管理統括部　危機管理課（財政援助に関する事務の所管所属）

【常磐地区防災協議会】
指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 初動期の連絡体制について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　初動期の連絡体制については、資機材の整備のほ
かに責任の所在やマニュアル作成の必要性など課題
も多くあるため、新規に資機材を導入するのではな
く、携帯電話やスマートフォン、ＳＮＳを活用した
連絡方法をとることとしている。また、防災訓練に
て、住民に初動期における混乱を把握してもらうと
ともに、情報が手薄でも住民自身で避難所の設営や
運営が行えるよう訓練を実施している。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　初動期の連絡体制については、資機材の整備のほ
かに責任の所在やマニュアル作成の必要性など課題
も多くあるため、新規に資機材を導入するのではな
く、携帯電話やスマートフォン、ＳＮＳを活用した
連絡方法をとることとしている。また、防災訓練に
て、住民に初動期の混乱を体験することや、情報が
手薄でも住民自身で避難所の設営や運営が行えるよ
う訓練を実施しており、令和５年度は１１月１２日
に実施した。今後も継続して訓練を行えるよう努め
ていく。

令和４年度　財政援助団体監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　財政援助団体監査

２　監査対象　　　　　常磐地区防災協議会

３　監査実施期間　　　令和５年１月１８日

　各地区市民センターには、無線機が配置されて
おり、災害発生の初動期には連絡のため、地区防
災組織や自治会等にも無線機が有効であると考え
られる。２９地区防災組織のうち２４地区防災組
織は無線機を導入済みであるが、常磐地区防災協
議会においては、過去に無線機の配置を検討した
ところではあるものの、配置したことによる責任
の所在、無線機使用時の混線、活用のためのマ
ニュアル作成の必要性などを勘案し、現時点では
購入に至っていない所である。初動期における避
難所設営では、ＳＮＳを活用した連絡方法をとる
こととしているが、無線機の活用も含め、初動期
の連絡体制を構築すること。
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② 防災資機材の選定等について【有効性の視点、住
民福祉の向上性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　防災資機材については、防災協議会の役員会にて
協議のうえ、購入を決定している。また、防災協議
会内に監査を設け、補助金等の執行が適正に行われ
ているかを確認している。引き続き、補助金の活用
については、適切な管理・運営に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　防災資機材については、防災協議会の役員会にて
協議のうえ、購入を決定している。また、防災協議
会内に監査を設け、補助金等の執行が適正に行われ
ているかを確認している。引き続き、補助金の活用
については、適切な管理・運営に努めていく。令和
６年度の防災資機材については、令和５年度の事業
内容等を踏まえて、３月に実施する役員会にて購入
物品等について検討する。

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　防災資機材に限らず、防災に関する各地区防災組
織での取り組みは、四日市市地区防災組織連絡協議
会で情報共有を行うほか、市内を４つに分けたブ
ロック毎の会議で互いの情報を共有している。今後
も引き続き、四日市市地区防災組織連絡協議会およ
びブロック会議の場で情報共有を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　防災資機材に限らず、防災に関する各地区防災組
織での取り組みは、四日市市地区防災組織連絡協議
会で情報共有を行うほか、市内を４つに分けたブ
ロック毎の会議で互いの情報を共有するほか、令和
５年度は１１月５日開催の四日市市総ぐるみ総合防
災訓練にて、他ブロックの防災組織とも情報共有が
行えるよう、地区での取り組みについての展示を
行った。今後も引き続き、四日市市地区防災組織連
絡協議会およびブロック会議の場等で情報共有を
行っていく。

【危機管理統括部危機管理課】

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

イ　防災資機材の購入にあたり、市の総合防災訓
練での展示や製品のパンフレット、事業者等の意
見を参考にしたうえで購入の決定をしているとこ
ろである。情報が少ない中、より良い資機材を選
定することは難しいため、使用して効果のある資
機材については、四日市市地区防災組織連絡協議
会で共有すること。

ア　防災資機材の購入については、防災協議会が
必要な資機材を比較・検討のうえで購入決定を
行っている。地域住民の命を守る大事な資機材で
あるとともに、補助金は税で賄われていることを
認識し、引き続き納品時の確認とその後の適切な
管理に努めること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 補助金交付について【有効性の視点、住民福祉の
向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　危機管理課から各地区防災組織への補助金を基
礎割・実績割・世帯数割の３つの指標に基づいて
交付している。これまで、見直しの検討を行って
いるところであるものの、変更には至っていな
い。地域防災力の向上を図るため、現状に即した
交付算定指標に改めること。

　各地区防災組織からの意見を聞き取りのうえ、各
地区の不公平感を是正するため、交付算定指標を基
礎割・実績割・世帯数割の３つの指標から基礎割・
人口割の２つの指標へ変更した。また、現行事業の
維持および地域防災力の更なる向上を図るため、資
機材等整備事業の補助率を１／２から２／３へ変更
のうえ、補助金額の増額を行い、令和５年度事業か
ら適用している。

② 防災資機材の整備について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　防災資機材の整備については、各地区防災組織か
らの相談を適宜受けている。また、整備により生じ
る効果や管理方法等の聞き取りを行っており、事前
に事業内容を確認している。今後も引き続き、補助
金の適正な執行を図るため、各地区防災組織への指
導・監督を行う。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　防災資機材の整備については、各地区防災組織か
らの相談を適宜受けている。また、整備により生じ
る効果や管理方法等の聞き取りを行っており、事前
に事業内容を確認している。今後も引き続き、補助
金の適正な執行を図るため、各地区防災組織への指
導・監督を行うと共に、問い合わせの多い共通課題
等については四日市市地区防災組織連絡協議会にて
周知していく。

③ 防災資機材の確認体制について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　各地区防災組織へは、実績報告時に購入した資機
材の写真添付を求めているほか、各地区防災組織の
資機材と把握できるよう、各地区の実情や資機材の
形状等に応じて、団体名等を資機材へ明示すること
や管理簿へ明記することを指導している。今後も引
き続き、各地区防災組織へ指導を行うとともに、管
理・保管方法等について四日市市地区防災組織連絡
協議会にて周知していく。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　各地区防災組織へは、実績報告時に購入した資機
材の写真添付を求めているほか、各地区防災組織の
資機材と把握できるよう、各地区の実情や資機材の
形状等に応じて、団体名等を資機材へ明示すること
や管理簿へ明記することを指導している。今後も引
き続き、各地区防災組織へ指導を行うとともに、管
理・保管方法等や共通課題への対応について四日市
市地区防災組織連絡協議会にて周知していく。

　地区防災組織が防災資機材を整備するにあた
り、上限の数量設定はなく、各地区防災組織の実
情に応じ、購入をしている。余剰資機材とならな
いよう効果的に使用できるような整備を促すこ
と。

　当年度に購入した資機材については、領収書の
写し・資機材の写真を添付した実績報告書の提出
を求め、危機管理課が聞き取り・確認を行ってい
る。地区の防災訓練では、資機材を使用し、機能
の低下などの指摘やアドバイスを行っているが、
過去に購入した資機材の数量や機能を把握できて
いないのが現状である。地域の防災力の維持・向
上のため、また市域が大規模災害に見舞われた時
に、地域で備蓄してきた資機材が不足・故障して
いることがないよう、例えば資機材の台帳化や補
助金購入ラベルの添付など使える資機材を容易に
把握し、市と地域で情報を迅速に共有できる仕組
みづくりを検討すること。
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　　　　　　　　　　　商工農水部商業労政課（財政援助に関する事務の所管所属）

【諏訪栄町地区街づくり協議会】

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（１）実施事業において効果が得られないリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　現在、協議会で令和５年度のイルミネーションに
ついて打合せを行っているところであるが、インス
タグラムでのハッシュタグを付けた発信数を把握す
るなどの方法を検討している。

【　措置済　】　　令和　５年　９月　６日

　協議会で令和５年度のイルミネーションについて
打合せを行い、インスタグラムでのハッシュタグを
付けた発信数や当該イルミネーションに関する投稿
数を把握する方法とした。引き続きＳＮＳの投稿数
などを確認していきつつ、どのような成果指標が良
いかの検討も続けていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① ＳＮＳを活用した数値指標の確保について【有
効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　８月２１日

　モチーフとなるイルミネーションの前に、カメ
ラや携帯電話の撮影ポイントを確保することによ
り来訪者が増加し、ＳＮＳでの情報発信や拡散に
もつながる。また、賑わい創出の指標となる数値
の把握につながるものであり、早急に活用を検討
し導入すること。

  今年度の打合せの中で、撮影ポイントとなるよう
な場所を確保し、情報発信や拡散にもつながるＳＮ
Ｓの活用を検討し、決定した。

② 事業者の選定について【有効性の視点、住民福
祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　８月２１日

　事業実績や安全かつ円滑に遂行できる等の理由
により一者随意契約が続いている。四日市市中心
市街地活性化基本計画に位置付けのある事業であ
り、毎年楽しみにしている市民も多いと思われる
ことから、斬新な発想が可能となるよう見積合わ
せ等競争性を担保し、税投入に対する説明責任を
果たすこと。

　協議会でも話し合いを行ったが、今までに購入し
た電飾の保管・管理等も含めて依頼をしているこ
と、中心市街地の電源等の情報に詳しく、関係機関
との繋がりがあることから、一者随意契約について
は合理的な理由が認められる。ただし、税投入に対
する説明責任を果たすうえでは、斬新な発想が可能
となるよう、デザインを事業者任せにせず、諏訪栄
町地区街づくり協議会のメンバーで他市のイルミ
ネーションについて調査をしたり、建築事務所のイ
ンターンシップ生の意見を取り入れたりするなどし
て、より良いイルミネーションになるよう努めてい
る。

令和４年度　出資団体監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月１８日

１　監査の種類　　　　財政援助団体監査

２　監査対象　　　　　諏訪栄町地区街づくり協議会

　補助金の成果指標となる数値がないため、客観
的な数値による成果の確認ができていない。他の
イベントの成果指標の算出方法を参考にしたり、
ＳＮＳによる情報発信を数値で把握するなど、賑
わい創出を目的とする補助事業の効果が具体的に
示せるような方法を検討すること。
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③ 補助事業の提出書類について 【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月２７日

　他の市補助事業においても協賛金を収入に含
め、事業内での繰越を行っている事例もある。イ
ルミネーション事業においても、今回の監査を機
に、協議会の「事業収支表」を添付資料とするこ
と。

　令和４年度の補助事業において、事業収支表を添
付した。今後も事業収支表を作成し、補助金の実績
報告の際に添付していく。

④　預金の管理について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　８月２１日

　協議会ではイルミネーション事業のみならず、
他の事業を一つの口座で全てまとめて管理を行っ
ている。イルミネーション事業に対し協賛を募っ
ていることから、当該事業の収支を明確にし、例
えばイルミネーション事業専用口座を開設するな
ど協賛者の思いに応えるような方策を検討するこ
と。

　イルミネーション専用の口座を開設し、令和５年
度より、その口座で協賛金、補助金、支払の管理を
していくこととした。

【商工農水部商業労政課】

指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）補助金等の使途の適正性及び効果に伴うリス
ク

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　収支を証する書類については、令和４年度の実績
報告から、事業収支表の提出を求めた。
 当事業による賑わい創出の効果については、ＳＮ
Ｓの投稿数などを把握し、補助制度の効果を客観的
に確認するよう努める。

【　措置済　】　　令和　６年　２月１４日
　収支を証する書類については、令和４年度の実績
報告から、事業収支表の提出を求めた。
 当事業による賑わい創出の効果については、ＳＮ
Ｓの投稿数などを把握し、補助制度の効果を客観的
に確認した。引き続きＳＮＳの投稿数などを確認し
ていきつつ、どのような成果指標が良いかの検討も
続けていく。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）指導監督の適切性が保たれないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月２７日
　協議会から提出された収支予算書・収支決算書
の収入の部の区分欄には自己資金と記載されてい
るが、市は、協議会の「事業収支表」に基づき、
イルミネーション事業に係る協議会の自己資金と
イルミネーション事業に対する協賛金の別を明確
に記載するよう指導すること。

　令和４年度の実績報告時から協議会の「事業収支
表」に基づき、イルミネーション事業に係る協議会
の自己資金と協賛金の別を明確に記載するよう指導
した。令和５年度以降も同様に指導を続けていく。

　実績報告をするにあたり、補助金交付要綱第８
条第３号に規定されている収入を証する書類の写
しの添付がなされていなかった。今後は、協議会
が作成した「事業収支表」の提出を求めること。
また、制度開始以来、当事業による賑わい創出の
効果を数値等で確認しておらず、補助金交付要綱
第１１条第１項に示す事業評価をどのように行っ
ているか疑問が残る。今後は、補助事業者が容易
に入手できる成果指標の項目などを設定し、補助
制度の効果を客観的に確認する方法を早急に確立
すること。

-124-



２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 補助事業の成果確認について【経済性の視
点、有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　実績報告書の中には、「イルミネーションの具体
的効果」を記載する欄があるため、具体的な数値に
よる成果指標を記載した報告書を提出するよう指導
していく。

【　措置済　】　　令和　５年１０月１２日

　実績報告書の中には、「イルミネーションの具体
的効果」を記載する欄があるため、具体的な数値や
客観的な情報による成果指標を記載した報告書を提
出するよう指導した。今後もより客観的に効果を把
握できるよう指導を続けていく。

② イルミネーション事業の計画的な実施について
【有効性の視点、住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　８月２１日

ア　前年度実績より少しずつ拡大するだけでは、
思い切った対応ができない。例えば、節目となる
年においてはイルミネーションの内容や範囲を大
きく見直すことができるよう、計画的に検討する
こと。

　現在、中央通りの再編工事により、完成までの間
は商店街へと場所を一部変更しながら行っていくよ
う計画している。今年度以降のイルミネーション範
囲等については市街地整備課に相談をし検討した。
中央通り再編後のイルミネーションについても随時
検討する場を設けていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　現在、中央通りの再編工事により、完成までの間
は商店街へと場所を一部変更しながら行っていくよ
う計画している。

【　措置済　】　　令和　５年１１月　３日

　現在、中央通りの再編工事により、完成までの間
は商店街へと場所を一部変更しながら行っていくよ
う計画している。令和５年度はまちなか文化祭の事
業（ＹＯＫＫ（ＡＩ）ＣＨＩの文字のモニュメン
ト）とコラボし、「四日市にはＡＩ（愛）がある」
というコンセプトでＡＩ（愛）の部分にハートのオ
ブジェを活用した。今後も四日市市のまちなかイル
ミネーションならではの特徴を打ち出せるよう議論
をしていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　関係部局と連携して、市のホームページや、フェ
イスブック、公式ラインなどで情報発信をしてい
く。あすなろう鉄道やすわ公園交流館とのイルミ
ネーションと共に記者発表を行うなど、マスコミに
も取材してもらえるよう努める。

【　措置済　】　　令和　５年１０月３１日

　広報よっかいちや市のホームページ、フェイス
ブックなどで情報発信をした。あすなろう鉄道やす
わ公園交流館のイルミネーションと共に記者発表を
行うなど、マスコミにも取材してもらえるよう努め
た。

イ　諏訪公園のイルミネーションと連動している
が、今後整備が見込まれるＪＲ四日市駅周辺まで
イルミネーションの範囲を拡大できるよう、電源
確保等についても関係先に働きかけること。ま
た、近隣他都市とは違う、四日市市中心市街地の
イルミネーションならではの特徴をアピールする
手立てを講じること。

ウ　四日市市以外の方にも広く知っていただける
よう関係部局やマスコミと計画的に連携し、イル
ミネーション事業をシティプロモーションに活か
すＰＲをすること。

　四日市市中心市街地イルミネーション事業補助
金は、交付要綱第１条において、中心市街地にお
ける賑わいの創出を目的としており、協議会が提
出した実績報告書には「冬の来街者へのひととき
のやすらぎを提供することができ、まちの賑わい
づくりの一助となった」とある。また、来街者及
び商店の売り上げが増加したとのことだが、協議
会ではこれらを裏付ける具体的数値は把握してい
ない。一方、市においても、本事業の来街効果増
を確認する手段を講じるよう指導していなかっ
た。市は実績報告において成果指標の報告を求め
るよう要綱を改め、協議会が、賑わいづくりに資
することを示す具体的数値を報告できるよう指導
すること。
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③　市民等との連携について【有効性の視点】 【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日

　当事業に参加した市民等から意見を募る方法など
を検討中である。市と協議会との打合せの中で、方
法を模索していく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日
　今年度から中央通りの工事の影響により、ライト
アップのメインを商店街の中としたため、来年度か
ら関係するエリアプラットフォームなどでも意見を
募っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日
　令和５年度のイルミネーション事業については、
電飾方法などにも若い世代にも意見を聞いている。
ＳＮＳ発信についても、協力を求めていく。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日
　令和５年度のイルミネーション事業については、
電飾方法などにも若い世代にも一度打ち合わせに参
加してもらい意見を聞いた。今後も高校生・大学生
など若い世代に意見を聞くことや、ＳＮＳでの発信
について協力を求めていく。

④   補助金交付要綱について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　８月３０日
  他の市補助事業では、他の収入がある場合は収
入とみなし、補助金を減額されたものもある。一
方で当補助金交付要綱は、広告収入が補助対象経
費から除外するとされているものの協賛金の取扱
いについては記載がない。市民に対し、説明責任
が果たせるよう基準を明確にすることを財政経営
部に働きかけること。

　現行のイルミネーション事業補助金交付要綱に
は、協賛金は収入から除くという旨のただし書きの
規定がある。財政課とは、当事業が始まった経緯な
どを勘案し、協賛金の取り扱いを現行のままとする
ことを協議した。ただし、協賛金については、イル
ミネーション事業とその他の事業との区別を明確に
するなど、会計処理について正しく行われるよう今
後も指導を行っていく。

ア　四日市市中心市街地活性化基本計画に位置付
けのある事業でもあり、当事業に参加した市民等
から意見を募って次回に反映する機会をつくるな
ど、今後はまちづくりへの参加意識を醸成する仕
組みを取り入れ、費用対効果が高い事業とするこ
と。

イ　事業実施にあたっては、ＳＮＳを発信する高
校生・大学生など若い世代に協力を求めるなど市
民参加を促し、将来につなげること。
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　　　　　　　　　　　健康福祉部障害福祉課（指定管理に関する事務の所管所属）

【社会福祉法人　四日市市社会福祉協議会】

指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

管理運営規程の適正な整備について【合規性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月１６日

　指定管理者が行う障害者福祉センターの管理運
営について定める「四日市市障害者福祉センター
管理運営規程」において、引用条項や開館時間の
記載など、改正されないままとなっている条文が
見受けられた。現状にあわせた適切な形に改正す
ること。

　令和５年３月１６日の理事会において、運営規程
の引用条項と開館時間について修正案を提案し、承
認を得て改正を行った。

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）施設の管理に係る収支会計処理が適切に行わ
れないリスク

【　措置済　】　　令和　４年１２月２２日

　小口現金を取り扱う際においては、適切かつ速
やかに小口現金出納表に記載を行い、適切な現金
の管理に努めること。

　小口現金の取り扱いについては、現金を出納した
場合は必ずその日のうちに精算するように徹底し
た。併せて取り扱いごとの現金保有残高の確認を
行っている。法人内の所属の長が集まる会議で周知
した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① コロナ禍における施設の活用のための取り組み
について【住民福祉向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　５月１５日

　新型コロナウイルス感染症の影響により、施設
の利用者数の減少がみられる状況において、言語
訓練の一部や障害者福祉講座をオンラインで行う
など、コロナ禍においても利用者が活用できるよ
うな取り組みを実施している。事業の性質上難し
い部分もあるかとは思われるが、今後もＩＣＴの
活用などに積極的に取り組み、障害者が活用しや
すい事業や環境づくりに努めること。

　感染リスク回避のため集団や社会参加が難しい方
が、孤立や生活の質が低下することを防ぐため、イ
ンターネットによる情報収集やコミュニケーション
を目的としたインターネット教室を開催するため、
事前に体験教室を実施した上で、教室実施に向けて
準備し、令和５年５月から教室をスタートした。

令和４年度　公の施設の指定管理者監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月１９日

１　監査の種類　　　　公の施設の指定管理者監査

２　監査対象　　　　　社会福祉法人　四日市市社会福祉協議会（四日市市障害者福祉センター）
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② 指定管理業務の適切な実施について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月１３日

　指定管理施設である障害者福祉センターの所長
が、同じ部屋にある四日市市障害者自立生活支援
センター「かがやき」（指定管理者である四日市
市社会福祉協議会の施設）の所長を兼ねている。
実際に業務を行うにあたっては、その業務が指定
管理に含まれるか指定管理外であるかの区分を適
切に行って業務にあたること。

　障害者福祉センターと四日市市障害者自立生活支
援センターかがやきの業務内容の違いは明確であ
り、両者が連携しながらそれぞれの役割を果たし利
用者を支えている。所長は兼務であるためどちらの
立場にもなり得るが、それゆえ強い連携体制がとれ
る要因にもなっている。連携する場合には、その業
務が指定管理に含まれるかどうかの区分を適切に
行って業務にあたることを、法人内業務ヒアリング
の場で改めて確認した。

③　他部局との連携について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月２７日

　施設を利用する障害児については、市のこども
未来部や教育委員会とも連携を図り、利用者の要
望に応えられるよう努めること。

　障害児を対象とした事業の実施に関しては、周知
等において教育委員会と連携を図っている。また障
害児の療育に関する研修会に参加するなど、支援ス
キルの向上を図るとともに、利用者アンケートによ
りニーズ把握を行い、利用者の要望に応えられるよ
う努めている。

④ 利用者の意見の把握について【住民福祉向上の
視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３０日

　アンケートなどにより把握した利用者の意見等
については、しっかりと受け止めつつ、所管課と
密接な連携を図りながら課題の解決に努め、利用
者のサービス向上につなげること。

　毎年行う利用者アンケートや、連絡会において利
用者の意見聴取を行った。寄せられた意見に関して
は所管課と共有し、対応について検討した。意見と
して出されたインターネットに関する教室の実施に
ついて、令和５年５月から教室として開始した。

⑤　非常勤運転手の業務について【効率性の視点】
【　措置済　】　　令和　５年　４月１７日

　非常勤の運転手については、送迎以外の時間は
車両の管理のほかに事務の補助をしているとのこ
とであるが、運転以外の時間においても無駄が生
じることのないよう、引き続き効果的な活用を図
ること。

　非常勤の運転手については、定期的な車両管理
（使用の都度の消毒含む）、またデイサービス事業
の事務補助や備品の管理などを業務として担当し、
送迎以外の時間も有効に活用しているが、改めて令
和５年４月度の職員会議において共通認識とし、引
き続き活用を図ることを確認した。

【健康福祉部障害福祉課】

指　摘

　　　特になし

意　見

　　　特になし
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 指定管理者による適切な施設管理とその確認に
ついて【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　６月３０日

　四日市市社会福祉協議会は、障害者福祉セン
ター以外の施設の指定管理も行っており、スムー
ズに業務を行うことができる一方で、市と指定管
理者の間には適切な緊張感が保たれるべきであ
る。業務が仕様書通りに適切に行われているかの
確認を、所管課がいかに効率的に行うかというこ
とを意識しつつ、遺漏のないような形での指定管
理業務の実施に、所管課・指定管理者双方で協力
して取り組むこと。

　業務が仕様書通りに適切に行われているかは、指
定管理者制度運用ガイドライン及び指定管理者モニ
タリングマニュアルの規定を再確認したうえで、引
き続き毎月の業務報告書や毎年度の実績報告書、現
場実査などにより確認した。また、所管課と指定管
理者の定例的な連絡調整会議において、情報共有と
必要な協議を行うほか、軽微な内容についても日常
的に情報共有し、遺漏のないよう努めている。今後
も、所管課・指定管理者双方で協力し、適切な施設
管理に努めていく。

② 事業収支における実施計画と指定管理料の適切
な算定について【経済性の視点・効率性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　７月３１日

　令和３年度の事業の実施計画においては、支出
が収入を上回っており、指定管理料では必要な経
費を十分に賄えないような状態であると認識でき
る。実際に事業計画を立てる際には、真に必要な
事業内容であるかを十分精査するとともに、必要
な事業が行えるよう、適切な指定管理料の算定に
努めること。

　指定管理料の算定は、過去実績をもとに必要経費
を算出することにより適切に行ってきたところであ
る。令和３年度の事業計画において支出が過大と
なったのは、イベントや各種講座における情報保障
として手話通訳及び要約筆記の関連経費を全ての回
で計上したこと等によるものであり、聴覚障害者の
参加がなかった回は不用となることから、今後は過
去の参加状況を参考にした積算等に改めることとし
た。今後も引き続き適切な算定を行っていく。

③ 障害者福祉関係団体の活動場所の確保について
【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　２月　１日

　障害者福祉関係団体からは、活動できる場所が
少ないとの声を聞くことがある。コロナ禍で部屋
の確保が難しくなったとのことであるが、新型コ
ロナウイルス感染症の流行に伴う相談も増え、そ
の対応も必要である。こうした団体の活動を支援
するためにも、所管課と指定管理者は関係団体も
含めて調整を行い、活動場所の確保に努めるこ
と。

　コロナ禍の対応に慣れ、団体活動を再開させる団
体が多くなってきた。それぞれの活動に応じて活動
拠点となる場所を提供している。令和５年度の予約
に際しても、各団体からあがった利用希望について
事前に団体との調整を図って、可能な限り希望に添
えるよう活動場所の確保を行った。今後も団体活動
の支援として、可能な限り各団体の希望に添いなが
ら活動場所の提供を行っていく。

【社会福祉法人　四日市市社会福祉協議会・健康福祉部障害福祉課】

-129-



　　　　　　　　　　　シティプロモーション部文化課（指定管理に関する事務の所管所属）

【公益財団法人　四日市市文化まちづくり財団】

指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）施設の使用許可、利用に係る料金の徴収が、
公平公正に、規定の手続に基づいて行われないリス
ク

【　措置済　】　　令和　５年　１月　６日

　四日市市三浜文化会館の利用料金額の設定にあ
たっては、三浜文化会館条例施行規則に定める承
認の手続きを適正かつ速やかに行うこと。

　事前調査の結果を受け、直ちに四日市市三浜文化
会館条例に定める利用料金の設定について、市長の
承認の手続きを行った。

（３）施設の管理に係る収支会計処理が適切に行わ
れないリスク

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　施設での現金管理においては、利用料金のみな
らず、委託・提案事業の参加料についても適切に
現金出納簿を作成し、事故のないよう厳格に管理
を行うよう速やかに改めること。

　委託・提案事業の参加料についても現金出納簿へ
計上するように改めた。今後も、現金の管理につい
ては厳正に行う。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① コロナ禍における施設の活用のための取り組み
について【住民福祉向上の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　新型コロナウイルス感染症の影響によって、市
の対応方針によって貸館に制限が設けられたほ
か、中止となった事業もあり、施設の利用者数の
減少がみられる。こうした状況において、施設へ
集客せずに動画配信によって事業を行ったり、利
用者懇談会をオンラインで開催するなど、コロナ
禍においても利用者サービスの向上に向けた取り
組みを実施している。今後も文化・芸術の振興を
進めていくにあたり、ＩＣＴの活用などにも積極
的に取り組み、利用者が活用しやすい事業や環境
づくりに努めること。

　来館者が利用できるＷｉ－Ｆｉを設置しており、
それを活用して、会議を行ったり開催事業の発信を
行うなどが可能である。引き続き、利用者の利便性
の向上に努めていく。

令和４年度　公の施設の指定管理者監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月１９日

１　監査の種類　　　　公の施設の指定管理者監査

２　監査対象　　　　　公益財団法人　四日市市文化まちづくり財団（四日市市三浜文化会館）
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② 利用料の収納等におけるキャッシュレス決済の
活用について【効率性の視点】

【　検討中　】　　令和　５年　８月３１日

　公演チケット代ではすでにキャッシュレス決済を
導入しているが、施設利用料については、市の他部
局でのキャッシュレス決済導入の状況を参考にしつ
つ、導入による利便性の向上などのメリット、ある
いはデメリットなど、様々な角度から検討を行う。

【　継続努力　】　　令和　６年　２月２９日
　市としてもキャッシュレス決済導入が望ましい方
向性と認識し、先行して導入している事例を参考
に、導入への課題解決へ向けて、次期指定管理者選
定の令和１０年度に合わせて検討を行う。

③ 適正な事業報告書の作成について【効率性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　令和３年度の事業報告書に記載されている正味
財産増減計算書には、指定管理上の委託・提案事
業に係る収入・支出が計上されておらず、四日市
市文化会館の収支に計上されているとのことであ
る。事業報告書の作成・提出にあたっては、所管
所属と指定管理者が連携して十分に内容の確認を
行い、適正な事業報告書の作成に努めること。

　令和４年度の事業報告書では、四日市市文化会館
と三浜文化会館の事業を区分し、事業報告書を作成
した。

④　経費の削減について【経済性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　令和３年度の電気料金については、入札の結
果、安価に抑えることができたが、昨今の光熱費
等の高騰の影響から、今後も低額の電気料金を維
持することは困難と想定される。様々な状況を見
つつ、少しでも安くなるよう節約をしながら、経
費削減に努めること。

　多目的ホール（旧体育館）の照明について、令和
５年度中にＬＥＤ化工事を行う。これにより全館Ｌ
ＥＤ化となり電気料金の経費節減となるほか、こま
めな消灯や間引きを職員及び委託業者などに徹底
し、日々の業務においても常に節約に努めていく。

⑤　適切な備品管理について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　備品について市から貸与されているものが多
く、指定管理開始時においてはしっかりと確認を
行っているが、今後も市の備品、財団の物品の区
分を明確にするなど、適切な管理に継続的に努め
ること。

　文化課職員と三浜文化会館職員が一緒に立ち会っ
て、市の備品か財団の備品かを確認しながら台帳の
確認を行った。今後も区分を明確にし、適切な管理
を続ける。

⑥ 三浜文化会館の効果的なＰＲについて【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　４月　１日

　三浜文化会館のＰＲについては、市のシティプ
ロモーション部や四日市市文化会館とも連携をと
りながら、ホームページやＳＮＳの活用等に積極
的に取り組み、広く効果的な情報発信に努めるこ
と。

　市及び四日市市文化会館のホームページ・ＳＮＳ
で三浜文化会館の催事を取り上げるなど連携してお
り、広く効果的な情報発信に努めている。

⑦ インボイス制度への適切な対応について【有効
性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　８月３１日

　令和５年１０月から開始されるインボイス制度
に対し、インボイスの発行事業者登録は完了して
いるとのことであるが、関係する事業者の登録確
認を行うなど、制度開始に向けた準備を適切に実
施すること。

　関係事業者の登録を確認し、インボイス制度に対
応した請求書・領収書の作成を実施しており、制度
開始に向けた準備を着実に行っている。

【シティプロモーション部文化課】

指　摘

　　　特になし

　貸館利用等における利用料金の収納については、
規則上の制限もあってキャッシュレス決済の導入は
行われていないとのことであるが、全国的には
キャッシュレス決済の普及が進んでいる状況にあ
る。法的根拠を再度確認し、利用者の利便性の観点
からも、四日市市文化会館等ともあわせて活用の検
討を進めること。
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 施設への冷暖房の整備について【住民福祉向上
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　三浜文化会館は、旧小学校を活用した施設であ
ることから、冷暖房が備わっていない部屋も見ら
れる。一度に整備することは困難とは思うが、利
用者の増加にもつながることから、教育機関も含
めた市の他の施設への整備状況もみながら、冷暖
房設備の導入について検討すること。

　冷暖房設備がない多目的ホール（旧体育館）は、
指定避難所に指定されている。体育館の構造上、空
調設備の設置は難しい状況もあることから、指定避
難所に指定されている小中学校の体育館の整備状況
をみながら、導入について検討する予定である。

②　先進的な事例研究について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　文化会館等の施設の指定管理については、現在
は公募によらない特定による選定を行っている
が、民間へ委託している自治体も含め、他市町の
先進的な事例を取り入れることができないか、研
究を行うこと。

　令和５年度に、令和６年度からの５年間の指定管
理者を選定しており、これからの５年間の本市の文
化振興を担う重要な役割を十分に認識し、先進的、
かつ実効的な管理運営を行うよう、応募要項や仕様
書に記載した。

【公益財団法人　四日市市文化まちづくり財団・シティプロモーション部　文化課】

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 指定管理者による適切な施設管理とその確認に
ついて【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　四日市市文化まちづくり財団は、三浜文化会館
以外の指定管理も行っており、スムーズに業務を
行うことができる一方で、市と指定管理者の間に
は適切な緊張感が保たれるべきである。市の備
品、財団の物品の管理を含め、業務が適切に行わ
れているかの確認を、所管課がいかに効率的に行
うかということを意識しつつ、遺漏のないような
形での指定管理業務の実施に、所管課・指定管理
者双方で協力して取り組むこと。

　文化課職員と三浜文化会館職員が一緒に備品台帳
の確認を行い、所有区分を明確化した。また、月次
報告における内容をチェックし、さらに毎月の連絡
調整会議で協議も行い、緊張感をもって適切な指定
管理業務を実施することに取り組んでいる。
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② 指定管理制度導入に伴う新たな取り組みについ
て【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　三浜文化会館は令和３年度から指定管理制度を
導入したが、指定管理制度の利点の１つに、従来
の市直営ではできなかったことを新たに実施でき
るという点が挙げられる。開館日や利用時間を含
め、市民サービスの向上に向けて従来とは異なる
取り組みについても積極的に挑戦するよう努める
こと。

　市民サービスの向上に向けた従来とは異なる取り
組みとして、エントランスにコインコピー機の設
置、ニーズ把握のための菓子類の試験販売などのほ
か、利用の少ない会議室を練習室用途に利用するな
ど、引き続き市民サービス向上に向けた取り組みを
検討し実施していく。また、建物や設備の保守点検
や修繕を、できる限り休館日に実施し、市民が利用
しやすい環境に努めている。

③ 事業収支における実施計画と指定管理料の適切
な算定について【経済性の視点・効率性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　令和３年度の事業の実施計画においては、支出
が収入を上回っており、指定管理料では必要な経
費を十分に賄えないような状態であると認識でき
る。実際に事業計画を立てる際には、真に必要な
事業内容であるかを十分精査するとともに、必要
な事業が行えるよう、適切な指定管理料の算定に
努めること。

　令和６年度からの５年間の指定管理者選定にあ
たっては、これまでの実績を十分に精査し、市の財
政部局と入念に協議して適正な指定管理料を算定し
た。

④ 広場（旧運動場）の活用について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　三浜文化会館の駐車場は四日市市文化会館と比
べると少なく、利用者の増加という点では支障と
なっている。新たに設置された東西駐車場の連絡
路は広場の南寄りに位置しており、利便性の向上
には課題が残る。広場を駐車スペースとして活用
することについて、所管課と指定管理者とで整理
を行い、利便性の向上に努めること。

　連絡通路によって、車が東西に行き来するうえで
たいへん利便性が向上したと考えている。広場は、
全館イベントのときなどには来場者の駐車場として
有効に活用している。

⑤ 三浜文化会館についての表現について【有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　三浜文化会館について、「第２の文化会館」と
表現されることがあるが、芸術・文化全体を三浜
文化会館で表現することは、規模の面から言って
も難しいと考えられる。「第２の文化会館」との
表現については、再度検討を行うこと。

　市としては、文化会館とは別の役割として三浜文
化会館の存在意義があると考えており、現在、「第
２の文化会館」というような表現は使っていない。
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　　　　　　　　　　　都市整備部営繕工務課

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（５）施工・監理が適切に行われないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

　総合施工計画書について、目次構成に重点管理
項目が示されていたが、監理者が重視する項目と
若干の相違がある。（工事技術調査報告書）
　総合施工計画書は、工事施工者が発注者、監理
者と現場固有条件、要望事項を事前に十分に協議
し、その意向をどのように具現化するかを示すも
のである。従って、内容は発注者、監理者の要望
を受けた表現とすべきである。

　重点的な管理が必要な事項について、受注者と再
度協議を行い、現場固有の条件や重点管理項目を確
認したうえで、総合施工計画書への追記及び修正を
行い、監理者の要望と受注者の総合施工計画書の整
合が図ることができた。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

　建設副産物処理計画について、解体工事施工計
画書に処分場経路図や処分場の契約、マニュフェ
スト類が記載されており、経路、処分場の確認調
査写真は工事写真として整理されている。（工事
技術調査報告書）
　建設副産物処理に関しては、社会的な関心が高
い分野であり、外部からの問い合わせ時に速やか
に対応するために、建設副産物処理計画書とした
単独の計画書として整理されることを推奨する。

　建設副産物処理に関する『解体工事施工計画書』
『処理状況報告書（工事写真含む）』『産業廃棄物
管理票（マニフェスト）確認表』などは、外部から
の問い合わせに対して、計画から処分までの書類を
速やかに確認でき、情報公開などに対応できるよ
う、まとめて一つの保管箱にて整理した。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

　災害防止協議会に関して、月毎に開催されてい
る会議資料は保存されているが、議事録が作成さ
れていない。（工事技術調査報告書）
①　災害防止協議会に限らず工事関連の打合せ・
会議に関しては、できるだけ詳細な議事録の作成
が非常に重要である。問題が生じた時に、責任の
所在を明確にするためにも、最小限何らかのメモ
でも残しておくことを推奨する。

　災害防止協議会及び適宜開催の工事関係者会議の
議事録は、未作成であった会議については、後日作
成して出席者への周知を行い、以降の各会議につい
ては、議事録の作成を行った。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

②　議事録に付随する資料として指示・打合せ事
項書を作成しているが、内容からは作成の時期が
明確に判断できなかった。協議会や打合せの記録
を残し、施工業者と共有することで協議内容に漏
れがないようにするとともに、記録の作成時期が
明確になるよう改善を図ること。

　指示・打ち合わせ事項書の内容には、施工業者と
の協議内容をわかりやすく表現し、記録の作成時期
を明確にした内容で作成した。

令和４年度　工事監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月３０日

１　監査の種類　　　　工事監査

２　監査対象　　　　　中央老人福祉センター及び勤労者・市民交流センター改修工事
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（６）現場の安全管理が適切に行われないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

　勤労者・市民交流センターは、貸館業務を継続
しながら改修工事を実施している。利用者の駐車
場も当施設の前にあるので、安全面などの環境に
十分配慮して工事を行うこと。
　また、中央老人福祉センターの隣地には登校サ
ポートセンターもあるので、継続して騒音などの
環境に配慮した工事に努めること。

　勤労者・市民交流センターの貸館業務に支障をき
たさないよう工事完了することができた。
　また、中央老人福祉センター隣地などへの環境へ
の配慮を行い工事完了できた。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　施設の維持管理について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

ア　中央老人福祉センターの改修工事において、
透水性のアスファルト舗装を行う計画になってい
る。将来は目詰まりすることも想定できるので、
状況等を確認して施設管理者へ共有することで、
施設の維持管理に活かすこと。

　透水性アスファルト舗装の将来的な目詰まりの可
能性を説明し、施設管理者と維持管理内容について
共有した。

【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

イ　タイルなどが剥がれてこないよう下地の状況
を確認して工事を施工しているが、将来の維持管
理を想定して、施設管理者と工法を共有すること
で、きめ細やかに申し送ることや施設の定期点検
につなげること。

　健全な既設タイル面を残して、その上に新たな壁
仕上げを行った工法であることを説明し、施設管理
者と維持管理及び定期点検について共有した。

② 工事に係る経費節減について【経済性の視点、
有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　３月１７日

　電気設備のＬＥＤ化工事について、リースで対
応したほうが将来負担を軽減できることがある。
過去の経験をふまえ、必要に応じてアドバイスを
施設所管課に行っているが、継続して取り組むこ
とで、他の工事でもＬＥＤ化による経費節減など
の意識が行き渡るよう努めること。

　施設所管課へ経費節減へのアドバイスを実施し
た。他の工事においても経費節減のアドバイスを行
う。
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　　　　　　　　　　　上下水道局技術部下水建設課

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（５）施工・監理が適切に行われないリスク 【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　本工事は三重県公共工事共通仕様書を基に施工し
ており、施工計画書にはＫＹ（危険予知）活動及び
作業フローなどを記載することになっているので、
受注者に対し、リスクアセスメントを含んだ作業手
順書の作成についても指導するよう課内で周知を
図った。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日

　受注者に対し、リスクアセスメントを含んだ作業
手順書の作成について、引き続き指導していく。

【　措置済　】　　令和　５年　４月　３日

②　工期を延長する際は地域住民の生活にも影響
を与えるので、現場請負事業者を含め地域住民と
コミュニケーションを図るなど、丁寧な周知に努
めること。
　また、安全・適切な施工を心掛け、適正な工事
を進めること。

　工期を延伸する際には地元自治会と協議し、回覧
や対象者に対して個別訪問するなどの説明を行って
いる。引き続き丁寧な周知や安全・適切な施工を心
掛けるよう改めて課内で周知を図った。

【　継続努力　】　　令和　５年　８月３１日

　本工事は三重県公共工事共通仕様書を基に施工し
ている。施工計画書を作成するにあたり、施工管理
計画の品質管理及び出来形管理において、より精度
を上げるために受注者が社内基準を設定する場合が
ある。受注者に対し、社内基準を設定した際は、合
わせて基準を満足できなかった場合の対応を施工計
画書に記載することを指導するよう課内で周知を
図った。

【　措置済　】　　令和　６年　２月２９日

　受注者に対し、社内基準を設定した際は、合わせ
て基準を満足できなかった場合の対応を施工計画書
に記載することを引き続き指導していく。

　施工計画書について、品質管理や出来形管理の
社内基準が一覧表で示されているが、その基準を
満足できなかった場合の処置は記載されていな
い。（工事技術調査報告書）
　社内基準を満足できなかった場合の処置も記載
するように指導をお願いしたい。その対処方法が
示されていないと、出来形管理データの捏造を招
く恐れがある。

令和４年度　工事監査の結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和５年１月３０日

１　監査の種類　　　　工事監査

２　監査対象　　　　　西日野及び室山汚水管渠布設工事

①　施工計画書について、リスクアセスメントを
含んだ作業手順書を整備するように施工者の指導
をお願いしたい。「リスクアセスメント」は、事
業者(*)が主導して、作業手順の各段階のリスクを
許容できるレベルまで低減することである。これ
からの労働災害減少の切札と言えるもので、今の
ところ労働安全衛生法上は努力義務とされてい
る。ＫＹ活動と混同されることが多いが、ＫＹ活
動は作業者が行う自主的活動のことで、似ている
所があるが異なるものである。ＫＹ活動とリスク
アセスメントは、相互に補完する安全活動と考え
るべきである。

*「事業者」とは、社長・支店長・所長など組織の
長のこと。
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（６）現場の安全管理が適切に行われないリスク 【　措置済　】　　令和　５年　４月　３日

　工事案内看板の文言が「汚水管渠布設工事を
行っています。」となっているが、地域の住民が
読んでも理解しやすくするため、「汚水管の工事
を行っています。」とされることを推奨する。
　また、安全管理については、保護具を着用し基
本的な管理はされているが、第三者災害を防ぐた
め、休工時の安全管理にも配慮されたい。

　工事案内看板について、表示を「汚水管渠布設工
事を行っています」から「汚水管の工事を行ってい
ます」に書き換えた。（令和５年２月１日対応済
み）
　安全管理について、受注者に対し日々の作業完了
時、特に休工日前における安全巡視の徹底を指導す
るよう改めて課内で周知を図った。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

塩ビ管の破損について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　５年　８月３１日

　過去の地震において、埋設されている塩化ビニ
ル管が破損した事例があった。そのことを認識し
て下水道管の点検を行うこと。
　また、研修など積極的に参加し、他市の先進事
例を研究することで、今後の下水道整備に可能な
限り反映させること。

　総合地震対策計画を策定し、塩ビ管を含む管路の
耐震化を図っている。また、管路包括維持管理業務
においても、点検及びテレビカメラ調査を実施して
いる。
　下水道事業団等の研修参加による技術力の向上や
下水道業界新聞等による他市先進事例の情報収集を
行い、下水道整備に反映させていく。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）引き継いだ財産の直接的な管理は適切に行わ
れているか。

【　措置済　】　　令和　５年　８月３１日

　政策推進課所管の財産は、土地開発公社の解散
までは、土地開発公社に管理を委託していた。解
散後は、公益財団法人四日市市文化まちづくり財
団に現場確認や除草等の管理を委託し、財産の状
況把握や不備のない管理を行えるようにしてい
る。
　管理委託契約において、現場確認の実施回数を
「４回程度」と定めているが、最低実施回数を明
示し、さらに必要に応じて適宜実施することと改
めた方がより適切な管理が可能となる。業務の報
告を受ける際も、報告内容を厳格に確認し、十分
な管理を行うことで、今後の売却等に支障をきた
さないようにすること。

　現場確認の実施回数を４回に改めるとともに、除
草後の現場確認を行う等、報告内容を厳格に確認し
ている。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 引き継いだ財産の今後の方向性について【経済
性の視点、有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　５年　８月３１日

　引き継いだ財産については、公共の用に供する
ことが適しているものは用途を適切に定めて有効
活用するとともに、売却の可能性を今後も探り、
その可能性のある物件についての交渉を積極的に
進めたり、民間の事業への利活用を図ったりし
て、維持管理コストがかさむのを防ぐよう努める
こと。

　引き継いだ財産の内、公共の用に供することが適
しているものについては、所管部署に引き継ぐとと
もに、売却の可能性があるものについて交渉を進
め、準備が整ったものから売却を進めている。

令和４年度　行政監査結果（指摘・意見）に基づく措置状況等の報告

４　監査実施期間　　　令和５年１月３１日

１　監査の種類　　　　行政監査

３　監査対象　　　　　政策推進部政策推進課

２　監査のテーマ　　　四日市市土地開発公社　解散後の引継状況について
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